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編集方針

本報告書は、持続可能な社会の実現を目指す中部電

力の取り組みと実績についてまとめたものです。

今回は、1994年より発行してきた「中部電力地球環

境年報」を、「CSR報告書」として内容を一層充実さ

せ、「経営・経済」、「環境」、「社会」の各分野におけ

るさまざまな取り組みを報告しています。
CSR：Corporate Social Responsibility

報告期間　　　　

2005年度（2005年4月～2006年3月）

前回発行日　　　　

2005年6月（地球環境年報2005）

報告組織の範囲　　　　

原則として中部電力単体の2005年度実績を対象と

しています。一部の内容については、中部電力グ

ループ企業の実績も対象としています。

参考にしたガイドライン

GRI(Global Reporting Initiative)

サステナビリティ リポーティング ガイドライン2002

環境省 /環境報告書ガイドライン（2003年度版）

　　　　

問い合わせ先

中部電力株式会社　

経営戦略本部  CSR推進グループ

〒461-8680  名古屋市東区東新町1番地

TEL: 052-973-2124（ダイヤルイン）

FAX: 052-962-3015

E-mail: Csr.Webmaster@chuden.co.jp

本文中のマークについて

参照・関連ページを示しています。

詳細データなどを当社ホームページで紹介、
また、関連するウェブサイトを示しています。
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2005年度の取り組みハイライト
人と技術で取り組むCSR

　技術力を活かして環境に貢献しています

　人とひととのコミュニケーションを通じて

　社会に貢献しています

　快適な暮らしサポートを通じて

　皆さまにご満足をお届けします

経営の４つの柱

コーポレート・ガバナンス
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安定供給と安全

中部電力グループ環境宣言

地球環境対策の推進体制

アクションプラン

事業活動と環境負荷

環境会計

指針１ 資源を有効に活用します

指針２ 環境への負荷を低減します

指針３ 環境管理レベルを向上します

指針４ 環境についてコミュニケーションを深め

　　　地域や世界との連携を強化します

中部電力環境懇話会

ステークホルダーの皆さまとのコミュニケーション

お客さま

株主・投資家

地域・社会

取引先

従業員

社外評価

　サステナブル経営格付

　ステークホルダー・ダイアログ

　消費生活アドバイザー／消費生活コンサルタント

第三者意見

電力設備系統図

経営と
経済報告

環境報告

社会報告



会社概要

中部電力

北陸電力

関西電力中国電力

四国電力

九州電力

沖縄電力

東京電力

東北電力

北海道電力

中部電力の供給エリア中部電力株式会社

（CHUBU ELECTRIC POWER CO.,INC.）

〒461-8680 名古屋市東区東新町1番地

TEL（052）951-8211（代表）

取締役社長　　三田　敏雄

設立　　　　　1951年5月1日

会社概要（2006年3月末時点）

資本金

総資産

有利子負債

発行済株式総数

株主数

供給エリア

契約口数（特定規模需要を除く）

　電灯

　電力

　合計

販売電力量

総売上高（単独）

同上　　（連結）

経常利益（単独）

同上　　（連結）

株主資本比率

発電設備　火力

　　　　　水力 　　　

　　　　　原子力

　　　　　合計　　　

送電設備　送電線路亘長

変電設備　変電所数

　　　　　出力

　　　　　連系所数

　　　　　出力

配電設備　配電線路亘長

従業員数

主な事業内容
電気事業およびその附帯事業

ガス供給事業、蓄熱受託事業

分散型エネルギー事業

海外コンサルティング・投資事業

不動産管理事業

IT事業　など

4,307億円

5兆4,880億円

3兆1,011億円

7億8,215万3,165株

347,931名

愛知・岐阜（一部を除く）・三重（一部を除く）・

長野・静岡（富士川以西）の中部5県

8,962千口

1,337千口

10,299千口

1,306億kWh

2兆693億円

2兆1,505億円

2,059億円

2,196億円

28.0%

2,236.9万kW（11カ所）

522.0万kW（182カ所）

499.7万kW（1カ所）

3,258.6万kW（194カ所）

12,149km

935カ所

120,110千kVA

30万kW※

1カ所

30万kW

134,498km

16,245名

0

500

1,000

1,500

0

500

1,000

1,500

億kWh

億kWh

20012001 0202 0303 0404 05年度05年度

原子力原子力

石炭石炭

LNGLNG

石油など石油など

水力水力

20012001 0202 0303 0404 05年度05年度

1,306

1,404
7%

10%
11%
4%

44%

25%

16%12%
21%

20%

47%

3%
9%

25%

48%

7%
8%

4%

44%

23%

19%

7%

38%

25%

23%

1,379
1,3201,3021,271

1,267
1,2221,2301,209

販売電力量の推移

発電電力量構成比

※：周波数変換設備を別掲（運用出力10万kW）



製造

運輸
サービス

不動産

建設

電気事業・エネルギー 情報通信

株式会社永楽開発

株式会社シーテック

株式会社中部グリーナリ

株式会社中部プラントサービス

株式会社トーエネック

株式会社エル・エヌ・ジー中部

株式会社シーエナジー

知多エル・エヌ・ジー株式会社

株式会社エスエナジーサービス

中部国際空港エネルギー供給株式会社

名古屋熱供給株式会社

バジャドリド発電会社

浜松熱供給株式会社

北陸エルネス株式会社

A.T. Biopower Co., Ltd.

株式会社中電シーティーアイ

中部テレコミュニケーション株式会社

ネットワーク・サポート・サービス株式会社

中部ケーブルネットワーク株式会社

株式会社はまおかケーブルテレビ

株式会社グライエンス

株式会社コムリス

中部精機株式会社

愛知金属工業株式会社

愛知電機株式会社

知多炭酸株式会社

中部液酸株式会社

東海コンクリート工業株式会社

永楽自動車株式会社

知多桟橋管理株式会社

中電ウイング株式会社

中電興業株式会社

中電ビジネスサポート株式会社

中電ビル株式会社

中電防災株式会社

中電輸送サービス株式会社

中部住宅保証株式会社

中部冷熱株式会社

株式会社テクノ中部

東邦産業株式会社

東邦石油株式会社

株式会社ニッタイ

株式会社リブネット

株式会社 Kiray Yu
Chubu Electric Power Company International B.V.
Chubu Electric Power (Thailand) Co.,Ltd.
Chubu Electric Power Company U.S.A. Inc.
霞桟橋管理株式会社

新日本ヘリコプター株式会社

日本マレニット株式会社

バジャドリド運転保守会社

Chubu Ratchaburi Electric Services Co., Ltd.

グループ企業52社 《連結子会社32社 持分法適用関連会社20社》

中部電力グループのもてる技

術力やノウハウを結集して、持

続可能な社会の構築に貢献し

てまいります。

（５０音順）

中部電力グループ

取締役社長　三田 敏雄取締役会長　川口 文夫



CSR宣言「社会からの期待にお応えし責任を果たすために」

「CSR宣言」の制定

　当社は、コンプライアンスの確立や地球環境問題への取り組

みなど、よき企業市民としての責任を果たすべく積極的に行動

してきました。今後も、お客さま、株主・投資家の皆さま、地域の

皆さま、取引先の皆さま、当社従業員など、当社の事業活動に

関わる全てのステークホルダーの皆さまからのご期待に誠実に

お応えし、その取り組みをわかりやすくお伝えして、ご意見をい

ただきながら、より充実させていくことにより、企業の社会的責

任（CSR : Corporate Social Responsibility）を果たしていき

ます。

 　当社におけるCSRの理念は、「経営基本方針」の中に織り

込まれていますが、今後の一層の推進に向けて社内の意思

統一を図るとともに、これを全てのステークホルダーの方々に対

して、より平易で明確なメッセージの形でお伝えするため、CSR

宣言「社会からの期待にお応えし責任を果たすために」を制

定いたしました。当社は、業務の遂行を通じて着実にこれらを

実行していきます。
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地域の信頼とともに５５年、

そしてこれからも

　中部電力は、おかげさまで2006年5月1日を

もって創立55周年を迎えました。

　これまで、私どもは、エネルギー事業者の使命

を果たし、安価で高品質なエネルギーサービスを

安定的・継続的にお届けするため、絶えざるコス

トダウンや安定供給に努力してまいりました。

　現在、わが国の電気事業は、大きく変化を遂

げつつあります。2005年4月より、電力自由化で

お客さまが電力会社を選択できる範囲が、小規

模工場や中小ビルなどの50ｋＷ以上の規模の

お客さまにまで拡大されるなど、競争のさらなる

促進に向けた仕組みがスタートいたしました。こ

れにより、ガスを含むエネルギー市場での業種

や業態の垣根を越えた競争が一層激しさを増し

ています。

　一方、社会の公器としての企業が果たすべ

き責任（Corporate Social Responsibility）に

対して、ステークホルダーの方々の関心の高まり

も顕著になっています。

2

社会からの期待にお応えし、責任を果たすために
持続可能社会構築への貢献に向けて



ご期待に誠実にお応えしつつ、

不断のステップアップを

　エネルギーという公益分野で事業を営む当

社にとって、このＣＳＲというテーマは特別なも

のではなく、これまでも一貫して取り組んでま

いりましたが、このほど、当社の考え方を皆さま

にメッセージとして一層わかりやすくお伝えす

るため、ＣＳＲ宣言「社会からの期待にお応え

し責任を果たすために」を制定いたしました。

今後は、この宣言にあるように、それぞれのス

テークホルダーの方々からの期待にお応えし

ながら、一つひとつを「お約束」として、事業を

通じて不断のステップアップを目指していきた

いと考えております。

　そして、その行動に関しては情報開示と説

明責任を果たしてまいります。

　また、これらの取り組みが一人よがりなものに

ならないよう、当社の取り組みを「社会の眼」に

照らして常にチェックし、さらなる改善につなげて

いきたいと考えております。

　こうした中で、当社が皆さまからのご支持を頂

戴していくためには、「総合エネルギーサービス

企業」として、お客さまのニーズを的確に捉えた

サービスをお届けするとともに、良き企業市民と

して責任を果たし、地域社会から一層の信頼を

いただくことが重要であると考えます。

　とりわけ、発電所をはじめ多くの設備を設置さ

せていただき、円滑に運営していくことができる

のは地域の皆さまのご理解とご協力によるもの

であり、そのご支援にお応えするには、当社の安

全に対する姿勢が確固たるものでなければなり

ません。当社は、設備運営を含め業務の全ての

プロセスにおいて安全確保を最優先に取り組ん

でまいります。
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かけがえのない地球環境を、

子供たちのために

　当社は、地球環境問題を中部電力グループ全体

の最重要課題の一つと位置付け、2004年には共通

の環境理念とビジョンを示した「中部電力グループ環

境宣言」を制定し、グループ一体となって環境問題に

取り組んでいます。　

　とくに地球温暖化防止に対しては、発電効率の向

上などグループをあげて努力することはもとより、電気

を使っていただくお客さま側にも、環境負荷の少ない

機器や効率的なエネルギー利用などをご提案し、手

を携えて取り組みを推進しています。

　「環境の世紀」と言われる21世紀最初の万博と

して開催された「愛・地球博」では、次世代を担う子

供たちと環境についてともに考える機会を持つこと

取締役社長　

ができ、国際的にも「地球環境を守り次世代へつな

げる」という意識を高めた点で大きな成果を得まし

た。当社も、万博の精神を受け継ぎ、良き地球市民・

企業市民として、一層責任を果たしていきたいと

思っております。

皆さまの声にお応えし、

そして未来へ

　当社では、従来から「地球環境年報」を毎年発行

してまいりましたが、本年からは、社会と調和した持続

的な発展を目指す当社の取り組みと成果を幅広くご

紹介することに重点を置き、内容のさらなる充実を図

り、「ＣＳＲ報告書」としてお届けいたします。

　当社は、これまでも皆さまからさまざまな声を頂戴し、

それに真摯にお応えすることを通じて育てていただき

ました。本報告書をひとつのきっかけとして、これから

も、より多くの方 と々のコミュニケーションを図り、未来

へ向けて当社のＣＳＲの取り組みをさらに向上させて

いきたいと考えています。皆さまの忌憚のないご意見

を心よりお待ちしております。
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社会からの期待にお応えし、責任を果たすために　　　　　　　　　　　　　　持続可能社会構築への貢献に向けて



2005年度の取り組みハイライト
当社は、エネルギーの安定供給、環境問題への取り組み、

地域発展への貢献など、社会的責任を果たすために、

さまざまな取り組みを行っています。

ここでは、2005年度における取り組みのハイライトをご紹介します。

ハイライト1―技術力を活かして環境に貢献しています

ハイライト2―人とひととのコミュニケーションを通じて社会に貢献しています

ハイライト3―快適な暮らしサポートを通じて皆さまにご満足をお届けします

5

川越火力発電所の設備点検。先進の技術と人の力で電力の安定供給を支えています。
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Highlights 2005
技術力を活かして環境に貢献しています
2005年度の取り組みハイライト①

バイオマス小型発電システムの開発

スターリングエンジンの
実用化に挑戦
　バイオマスとは間伐材などの生物資源のこと

で、燃焼しても大気中のCO2を増加させない新エ

ネルギーとして注目されています。しかし、これま

では、バイオマスを発電に利用する場合、燃料をガ

ス化する必要があり、その技術が複雑であるとい

う課題がありました。バイオマスを固体のまま使え

る小規模な発電システムを実現するため着目した

のがスターリングエンジンです。

　通常のエンジン《内燃機関》はシリンダー内に

噴射したガソリンなどを燃やすのに対して、スター

リングエンジン《外燃機関》は、シリンダー内に密

封した気体を、外部から加熱・冷却して膨張・圧縮

させ、ピストンを動かす仕組みです。外部加熱方式

のため、バイオマスなど多様な熱源の使用が可能

なことが特徴で、理論的には高い熱効率が得られ

ますが、これまで実用化に成功した例はほとんどあ

りませんでした。

　当社では、このスターリングエンジンによ

る発電システム（バイオマス直噴燃焼式小

型発電システム）を開発し、実用化に向けた

試験を行っています。現在、NEDO（新エネ

ルギー・産業技術総合開発機構）との共同研

究で、「おがくず」を燃料として実験を実施

しています。このシステムが実用化できれ

ば、木質バイオマスを利用した小規模分散

型電源として、CO2発生の抑制に貢献でき

るものと大いに期待しています。

電力技術研究所
エネルギー
エンジニアリンググループ
大岩　徳雄

　私が研究しているスターリングエンジンは、外部加熱方

式のため、太陽熱、廃棄物焼却熱やバイオマス燃焼熱など

を熱源に使った発電が可能な技術で、これまで利用が難し

かった排熱を電気として回収できるメリットがあります。

今後とも、地球環境にやさしく省エネルギー性に優れた電

気技術の実用化を進めていきます。

環境技術開発への積極的な取り組み

研究開発は、経営課題解決のための重要な手段であり、

当社では総合的な視点から柔軟で戦略的なテーマ選定を行い、

研究開発を推進しています。

電力安定供給の分野では環境への対応を重視し、

効率化・ロス低減やCO2排出削減などの研究に力を注ぐほか、

グループ企業を含めた技術力を活かして

地球環境問題の解決に向けたさまざまな開発に取り組んでいます。

来場者も興味津々の
スターリングエンジン（テクノフェア2005）

木質バイオマス

電力供給

熱供給

バイオマス直噴燃焼システム

煙突

高温空気
予熱器

排熱回収熱交換器

バイオマス

バイオマス
微粉砕機

バイオマス
微粉砕工場

バイオマス直噴バーナ

50kW級
スターリングエンジン

発電機

2～3t/日の
処理能力

ブロア

バイオマス直噴燃焼式小型発電システム
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エネルギー応用研究所
お客さま技術グループ
宮田　真理

　私は、家庭用給湯機の高効率化・小型化の開発を担当し

ています。営業部門の協力を得て、給湯機の使用実態を調

査し、お客さまの生活スタイルに合った、使い勝手のよい設

計を目指しています。暮らしに役立ち、環境面でも優れた製

品を開発するのは本当にやりがいのある仕事。今後は、湯

量たっぷりで超小型壁掛け式給湯機の開発が夢ですね。

瞬間直接加熱式エコキュートの開発

必要な時に湯を沸かし
タンクの省スペースに成功
　エコキュートは、ガス給湯機に比べ省エネ性や

経済性に優れ、CO2排出量の少ない給湯機として

普及しています。従来のエコキュートは、電気料金

の安い深夜時間帯にお湯を沸かしてためておく貯

湯タンク用のスペースが必要でした。今回、省ス

ペース化を目的に、お湯を使いたいときに沸かす

瞬間直接加熱式エコキュートの開発に取り組みま

した。ヒートポンプの加熱能力をパワーアップさ

せ、使用の状況に応じて制御できる技術を開発し

たことにより、さらなる省エネ化と小型化が可能と

なり、タンクの省スペース化を実現しました。製品

は、当社と関西電力（株）殿、日立アプライアンス

（株）殿が共同開発し、2005年度の省エネ大賞・省

エネルギーセンター会長賞を受賞しました。

「２００６愛知環境賞・金賞」を受賞
　当社は、環境に配慮した

電力供給や環境保全への

取り組みにより、2006年2

月に、「２００６愛知環境賞・

金賞」を受賞しました。こ

れは、愛知県が主催するも

ので、企業・団体などによ

る環境負荷低減に向けた

先駆的・効果的な取り組み

事例を表彰しようというものです。今回は、当社の「世界最高水準の環境

調和型電力供給への挑戦と環境文化の発信」が高く評価され、最高の金

賞受賞となりました。

瞬間直接加熱式エコキュートをお客さ
まにアピール（テクノフェア2005）

神田愛知県知事（右）から表彰を受ける
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人とひととのコミュニケーションを通じて社会に貢献しています

愛・地球博の精神を受け継いで

地域や社会と連携した環境活動を積極的に進めています。

2005年度には、地球環境をテーマに掲げた｢愛・地球博｣を通じて、

多くのコミュニケーションの場を実現しました。

特に未来を担う若い世代とともに

環境問題やエネルギー問題を考える機会作りに努めました。

今後も、愛・地球博の精神を引き継ぎ、皆さまとの

コミュニケーションを通じて地球環境保全に取り組んでいきます。

小学生と
環境・エネルギーをテーマに対話

ＥＰＯＣ（エポック）
エコ・トークセッション
　2005年6～7月、愛・地球博会場で、「EPOCエ

コ・トークセッション」が開催されました。これは

「環境パートナーシップ・クラブ（EPOC）」※1が主

催したもので、愛知県下の26の小学校の児童約

2,650名と、当社社長を含め民間企業12社のトッ

プが環境をテーマに話し合うイベントを行いまし

た。

とても有意義だった
「EPOCエコ・トークセッション」

どうせん

瀬戸市立道泉小学校教諭
橋本 昌典 先生

　学校で専門的な機材などをそろえるには限界がありま

す。中部電力さんが「出前教室」で、実験道具を用意し、専

門家の立場から説明いただけるのは助かりますね。

　教科書などの情報では、平面的・表面的になりがちです。

発電実験をしたり、見学会で本物の設備をみることで、発

見・驚きがあります。

　「エコ・トークセッション」は、子供たちが、学習内容を多

くの人々に発表するという目標に向かって、中部電力さん

の支援のもと、課題をより深く追求することができ、とても

有意義だったと思います。これからも学校と企業の連携を

ますます期待したいですね。

　当社が担当したパートでは、小学生たちが「身近

なエコライフ」などをテーマに演劇や歌、パソコン

映像などを交えて発表し、環境メッセージを発信し

ました。

　当社では、これに先立って、小学生約240名を対

象に「出前教室」※2や発電所見学など、理解を深

めてもらうための事前学習を行いました。この成

果は、エネルギー資源の重要性や新エネルギーに

ついての発表につながり、参加者の共感を呼びま

した。これらの貴重な試みを今後に生かすため、

2006年度からは、当社

独自に各地域の小学生

と当社の役員による

トークセッションを計画

しています。

※1：環境パートナーシップ・CLUB
（略称EPOC）　２０００年２月、当社を
含む地元企業１４社が設立した環境啓
発団体（２００５年度末時点で３１４社が
参加）。フォーラム、交流会等の活動
を実施している。
※2：出前教室　当社では、小中学校
などからの要望により、日頃から当社
社員が学校などへ出張してエネル
ギー資源や地球温暖化などについて
学ぶ｢環境・エネルギー教室」や身近
な電気の実験を行う｢電気実験教室」
などの「出前教室」を実施していま
す。このほか、発電所をはじめとした
当社施設の見学会などを行い、環境
とエネルギー問題について関心を深
めていただく機会を積極的に設けて
います。環境をテーマに工夫をこらして発表する小学生たち

（EPOCエコトークセッション）
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こども環境サミットと
フィールドツアーｉｎ郡上
　2005年７月、愛・地球博会場などで「こども環境

サミット2005」が行われました。これは、ＵＮＥＰ

（国連環境計画）が提唱し、世界各地で開催してい

る行事で、今回アジアで初めて開催されました。

世界55カ国約480名の子供たちが集い、環境

について学習・意見交換し、その成果として子供

たちが自ら世界に向けて「愛知宣言」を発信しま

した。当社社長が実行委員会の会長を務めるな

ど、地元開催のサミット成功に向け、積極的に参

加・協力しました。

　サミット後には、「フィールドツアーｉｎ郡上」と題

して、郡上市民実行委員会との協働で、サミット参

加の子供たちを中心に4カ国27名を岐阜県郡上

市に招待し、地域の人たちとの交流会や当社の

内ヶ谷山林における自然とのふれあい行事を実施

しました。日本の豊かな自然や文化の体験を通じ

て、海外の子供たちとも連携の輪を広げることが

できました。

今後の活動につなげたい
「フィールドツアーｉｎ郡上」

環境部
環境経営グループ　石川　仁

　今回の行事を通じて、NPOなど地元の方々との幅広い

ネットワークを築くことが出来ました。愛・地球博や「こど

も環境サミット2005」をきっかけに環境への関心が高ま

り、このことが今後に引き継がれていくよう努力したいと

思います。

かけがえのない地球の環境を
大切にしたい

スミッサ・ラマクリシュナさん

　私の名前はスミッサ・ラマクリシュナ、１４才の女の子で

す。郡上の緑は息をのむようで私が住んでいるアメリカ・

アリゾナ州の砂漠地帯とは全く違っていました。

　私は、「こども環境サミット2005」や「フィールドツアー

in郡上」に参加して、地域社会の環境意識向上を図るリー

ダーになりたいと思っています。それで郡上の旅行から

帰ったらすぐに、地元の小学校や中学校への訪問活動を

始めるつもりです。

内ヶ谷の自然を満喫するツアー参加者
（フィールドツアーin郡上）

中部電力の展示ブース
（こども環境サミット）

「出前教室」で事前学習をする
エコトークセッション参加の小
学生たち
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快適な暮らしサポートを通じて皆さまにご満足をお届けします
2005年度の取り組みハイライト③

お客さまのライフスタイルが変化し、安全・便利であること、

経済性に優れていること、加えて環境への影響が小さいことなど、

ニーズも多様化しています。

当社は、クリーンな電気を無駄なく利用できる高効率機器を

多くのご家庭でお使いいただくことで、

お客さまの経済性を高めるだけでなく、

地球温暖化の防止にも役立つと考え、

電気による便利で安心な暮らしのご提案を行っています。

オール電化を
選択されるお客さまが増えています

当社エリア内で
25万戸が採用

　厨房にＩＨクッキングヒーター、給湯にはエコ

キュートなど、空調・厨房・給湯の全てを電気でまか

なうオール電化は、効率的で清潔・安心な暮らしを

実現します。Ｅライフプラン（3時間帯別電灯）など

の料金メニューにより、光熱費を大幅に節約するこ

とができるため、オール電化を採用されるお客さ

まが増加しています。特にここ数年は、ご高齢の方

にも安心してお使いいただけること、環境共生の

面なども評価され、住宅新築時だけでなく、リ

フォーム時にオール電化を選択されるお客さまも

増えています。当社営業エリア内でオール電化を

採用いただいたお客さまは、2006年4月末で25

万戸を突破しました。
4

8

12

16

20

24

0
97 98 99 2000 01 02 03 04 05 06/4月

25.65
万戸

オール電化採用戸数（当社エリア内累計）
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安全が第一。
経済性も“スグレモノ”ですね。

新築を計画されているご夫婦（岐阜市在住）

奥様：今もコンビネーションタイプのクッキングヒーターを

使っていますが、こんなにも進歩したんですね。火力も強

くなったみたいで、今まで以上に料理が楽しめそう。掃除

やお手入れも分かって安心しました。今度はＩＨタイプの

クッキングヒーターにしてみようかしら。

ご主人：オール電化住宅は高くつくと思っていましたが、そ

うでもなさそうですね。日々の電気料金を考えると、オー

ル電化は経済性に優れていることがわかりました。それに

両親も同居しますから、安全が第一です。火を使わない、

環境面にも配慮したわが家の新築計画、さっそく設計士さ

んに相談してみます。

　岐阜支店には、ハウスメーカーやキッチンメー

カーなどにオール電化を推奨する女性だけの販売

チーム「スマイル」があります。このチームはメン

バー全員が主婦でもあり、オール電化の機器を実

際に毎日使っている点が強みです。その知識や経

験を十分に生かしながら、お客さまのライフスタイ

ルに合ったご提案を行うとともに、イベント出展の

企画づくりや諸行事での実演など幅広く活動して

います。ここではチーム「スマイル」の奮闘ぶりを

レポートします。

●イベント会場では…
火力に驚き、掃除の簡単さに納得。
　この日は、オープン間もない住宅資材メーカー

のショールームで一般のお客さまにIHクッキング

ヒーターをPRすることに。

　実際に新築やリフォームを検討されているお客

さまばかりで、朝から緊張の連続です。すでにＩＨ

クッキングヒーターをお使いの方も多く、トッププ

レートの汚れ落としに質問が集中。クリーム状の洗

剤とラップでピカピカになります、とアドバイスし、

「キッチンが清潔に保ててよい」と喜ばれました。

もちろん、経済性のメリットをアピールしたことは

言うまでもありません。

　ところで、今日の実演はパスタ。鍋にたっぷりの

お湯もあっという間に沸騰し、パスタもできあが

り。これにはお客さまも驚かれた様子で、「思った

よりずっと火力が強いから、中華とかいろいろな料

理ができそう」という奥様も。オール電化へのご

理解、手応えを十分に感じた1日でした。

女性スタッフだけの販売チーム“スマイル”による提案活動

お客さまに役立つ提案を目指して知恵を絞る「スマイル」のメンバー。
左から、岐阜支店営業部熊澤、松岡、岩田、林、宮前の面々。

ショールームでの実演。実際に見ていただくことが大事。

「スマイル」メンバーの声　
　オール電化の魅力をサブユーザーからエンドユーザーまで、

幅広く伝えていくのが私たちの仕事です。メンバーの職歴は異

なりますが、全員主婦なのが共通で、オール電化の良さを自分

の体験として語ることができます。そんな私たちのアドバイス

でお客さまに快適な暮らしをお届けできたら素敵ですね。お勧

めするときに重視しているのが「百聞は一見にしかず」というこ

と。まずはＩＨクッキングヒーターを使って調理を実体験してい

ただきます。「本当の良さを自分たちで発見する」がチームの

モットーです。
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快適な暮らしサポートを通じて皆さまにご満足をお届けします

●ハウスメーカーさまへご提案
地道なセールスが大切。
　イベントでの実演は、お客さまの声を直接お聞

きできる良い機会ですが、日頃のハウスメーカー

やキッチンメーカーへのセールスも大切です。こ

の日は、地元に展示場を持つハウスメーカーさま

を訪問。環境にやさしいエコキュートをお使いい

ただくお客さまに、市などから補助金が出る制度が

始まったことを説明しました。ハウスメーカーさま

からは近々開催されるイベントへの協力を依頼さ

れ、オール電化をアピールする企画をご提案する

ことに。

オール電化の輪を広げたい
　「スマイル」チームの活動の場は、ハウスメー

カーの新人セールスマンへのセミナーにまで広

がっています。新人の皆さんにオール電化を体験し

ていただき、そこから個々のお客さまへの輪を広げ

たいと考えているからです。

　ここで紹介した提案活動は、各地の当社支店・営

業所などでも取り組んでいます。当社は、「環境に

も貢献できる、快適な暮らし」をお届けし、皆さま

にご満足いただけるよう、これからも取り組んでい

きます。

ユーザーの視点で
オール電化を
お勧めしています

ミサワホーム東海（株）
岐阜北営業所
所長　中西　陽一　様

　私の担当エリアでは、オール電化を採用されるお客さま

が急増しています。きっかけは、中部電力さんと合同で開

催したお客さま向けのセミナーと、当社営業職員全員が受

講した「スマイル」の皆さんによるオール電化のレク

チャーでした。

　お客さまのオール電化に対する関心の高さが分かった

こと、そしてそうしたお客さまにどのようにお勧めしたらよ

いかノウハウを学んだこと。特にユーザーの視点に立った

「スマイル」の皆さんの説明は大助かりで、お客さまが知り

たいこと、あるいはまだご存じない情報などを適切にアド

バイスできるようになりました。

セミナーでハウスメーカーの新人セールスマンもIHを体験実習

オール電化で
お客さまの
夢を実現

大和ハウス工業（株）
岐阜住宅営業所　法人課
店長　古浜俊次郎　様

　最近では、新築のお客さまの多くがオール

電化を採用され、さらに一層関心が高まって

いるのを感じます。以前はこちらからオール

電化の話を切り出したものですが、今ではお

客さまから「ＩＨってどう？」「オール電化はお

得ってホント？」とご質問が。中部電力さんの

セミナーを受けているのもそうした質問に適切に答えた

いからで、「スマイル」の皆さんの実践的なレクチャーは

大変勉強になります。

　また、当社の見学会のコースに中部電力さんの電化プ

ラザを組み入れています。新築検討中のお客さまの「家を

建てる」という漠然としたお考えが、ＩＨの実演などを通し

て「快適で安全な住まい」といった具体的なイメージに変

わるんです。やはり実際に体験することは大切ですね。

　これからも安心安全な住まいとオール電化でお客さま

の豊かな暮らしに貢献する、そんなコラボレーションを続

けていけたらと思います。
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経営と経済報告

経営の4つの柱

コーポレート・ガバナンス

コンプライアンス

安定供給と安全

建設中の275kV幸田新三河線（2006年5月より運用開始）
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　中部地域を基盤とする「総合エネ

ルギーサービス企業グループ」とし

て、エネルギーをコアに新しい価値を

お客さまへお届けし、グループ全体で

持続的な成長を達成していきます。

　そのため、上に掲げる4つの柱の

もと、企業価値向上へ向けた取り組み

を加速していきます。

電気の販売目標

オール電化促進や空調・厨房・産業プロセスなどの電化推進などにより、

２００７年度末で２４億kWh相当分の需要の上積みを目指します。

ガス、ＬＮＧおよび分散型エネルギー事業の目標

ガス事業、ＬＮＧ販売事業および分散型エネルギー事業の三事業合計で、

2010年度に450億円程度の売上高を目指します。

財務目標

当社グループの総合力で以下の目標達成を目指します。

経営目標

　項目

  総資産事業利益率（ROA）※1

  経常利益

  設備投資額

  フリーキャッシュフロー※2

  有利子負債残高

　※1：総資産事業利益率（ＲＯＡ）＝事業利益（経常利益＋支払利息）／期首期末平均総資産
※2：フリーキャッシュフロー＝（営業キャッシュフロー）－（投資キャッシュフロー）

単体目標

４．５％以上

１，６００億円以上

１，７００億円以下

３，５００億円以上

３兆円以下

連結目標

４．５％以上

１，６５０億円以上

２，０００億円以下

３，６００億円以上

３．１兆円以下

目標年次

２００４～２００６年度の
３カ年平均

２００６年度末

経営の4つの柱

1.お客さまにご満足いただける販売活動の展開

2.安価で高品質なエネルギーサービスの安定的・継続的な提供

3.企業体力の増強と経営資源の戦略的な配分を通じた持続的な成長

4.企業の社会的責任（ＣＳＲ）を果たすための積極的な行動
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お客さまにご満足いただける販売活動の展開

　当社は、「総合エネルギーサービス

企業グループ」として、お客さまのご

要望に応じたさまざまなエネルギー

やサービスを提供することにより、み

なさまからお選びいただける企業、地

域社会の発展や豊かな暮らしを支え

る企業を目指します。

　2005年度に設定した「オール電化

促進や空調・厨房・産業プロセスなど

の電化推進などにより、2007年度末

で24億kWh相当分の需要の上積み

を目指す」との目標の早期達成に向

け、サービス内容の充実や積極的な

提案活動に努め、お客さまの多様な

ニーズに迅速・的確に、心を込めて、

お応えします。

お客さまから選ばれる
エネルギーサービスの
提供

ご家庭向けの販売活動

　「清潔」「安心」「快適」「経済的」

と多くのメリットに富むオール電化住

宅をはじめ、電気を通じ、お客さまの

豊かで快適な暮らしを積極的にサ

ポートします。

ビジネス向けの販売活動

　お客さまのビジネスパートナーと

して多様なニーズにきめ細かくお応

えし、電気に加え、ガスや分散型エネ

ルギーも組み合わせながら、お客さま

にとって最適なエネルギーサービス

多様なニーズにお応えする
サービス内容の充実と
積極的な提案活動

をお届けします。

ソリューションサービス※1のご提供

　コスト削減、電力の高品質化、環境

対策、エネルギー設備管理など、お客

さまのさまざまなニーズに、トータル

Look! P10～12

ガス、ＬＮＧおよび
分散型エネルギーサービス
のご提供

　エネルギー市場においては、環境

意識の高まりなどを背景に、重油から

天然ガスに燃料を転換する動きが進

んでいます。さらに、天然ガスを燃料

としたガス・コージェネも導入が進

み、ガスと分散型エネルギーが融合し

た市場が形成されつつあります。

　当社グループも、お客さまからの多

様なニーズにお応えするために、発

電所周辺に敷設されている当社ガス

導管を有効に活用したガス販売、タン

クローリーによるLNG販売、およびお

客さま敷地内における自家発の据付

や運転管理などを代行する分散型エ

ネルギーサービスなどのエネルギー

事業を展開しています。2005年度に

おけるこれらの事業の合計売上高は、

約250億円となっています。

　また、2006年7月には新たにエネ

ルギー事業部を設置し、お客さまのご

要望に応じて、サービスを一体的にご

提供する体制を整備しました。今後

は、これまで以上に広範囲かつ高いレ

ベルでのエネルギーソリューション提

案を実施していきます。

にお応えするソリューションサービス

を、グループ会社と一体となって提供

しています。

※1：ソリューションサービス　問題解決のためのアドバイ
ス、ご提案

ニーズ・ご相談
ご提案

お客さま

エネルギー供給ソリューション　
系統電源、ガス、LNG、分散型エネルギーなどを

組み合わせた
最適なエネルギーシステムのご提案

中部電力グループ

コスト削減
お客さまの利用形態に合わせた
エネルギー関連設備の最適化

設備工事から保守管理に至るトータルでの
ライフサイクルコスト削減など

エネルギー設備管理
受変電設備や

熱源設備等の運転・保守代行
最適な設備保全計画の策定サポートなど

環境対策
燃料転換（重油→天然ガス）

省エネ、ＣＯ2削減コンサルティング
エネルギー管理・計画業務代行など

電力の高品質化
停電時の被害最小化設計

瞬時電圧低下コンサルティング　
無停電電源装置の設置・運用サービスなど
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海外エネルギー事業の
積極的な展開

　当社は、これまで培ってきた技術力

や人材などの経営資源を有効に活用

し、新たな収益源を獲得していくため

に、地域社会や地球環境保全への貢

献、電力技術の維持・継承の観点も踏

まえつつ、海外におけるエネルギー

事業を推進してきました。

　今後、2010年度までの5年間を

「海外エネルギー事業の発展期」とし

て位置付け、これまでの取り組みを通

じて蓄積してきたノウハウやアライア

ンス（連携、協調関係）を基盤に、事業

の効率性を高めるとともにリスク管

理にも十分に留意しながら、一層積極

的に事業を展開していきます。

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

海外コンサルティング事業

タイ
ガス火力IPP事業

メキシコ
ガス火力IPP事業

カタール
発電・海水淡水化事業

米国
既設IPP分散投資事業

豪州
アデレード植林事業

タイ
籾殻発電事業

アジア
環境ファンド

2001年度に参画。2006年2月着工。

2003年度に三井物産（株）殿他と参画。2006年6月時点で試運転中。

2004年度に参画。2006年5月に一部運開、全機運開は2008年の予定。

2004年度に伊藤忠商事（株）殿と共に参画。これまでにガス火力発電所3地点の権益を取得。

2002年度、三菱製紙（株）殿をはじめ6社と共に参画。植林、用地買収を継続中。

2003年度、タイにおいて当社として初めてのバイオマス発電事業に参画。ピチット地点が2005年12月に
運開。

2003年度、ＥＳＣＯ事業を中心に複数の小規模案件を投資対象とするファンドに参画。インドの小水力案
件、タイのコージェネ事業等に投資。

主にアジアの国々における電力インフラ整備等のコンサルティングを展開。国際協力機構（ＪＩＣＡ）や世界
銀行等からも高い評価を受け、これまでに90件以上を受注し、毎年4億円程度の収益を計上。

発電事業

環境関連事業
（CDM/JI事業）

参画済みプロジェクト事例

1,400MW

525MW

1,025MW

―

―

20MW

―

―

プロジェクト 出力 概要

事業展開の方向性

　長期かつ安定的な収

益の確保が期待できる

「発電事業」、および収

益の確保とCO2排出権

の獲得が期待できる

「環境関連事業」を中心

に、これまでの知見や実

績などに基づき、対象事

業分野・地域を選択す

るとともに、優良案件に経営資源を集

中します。

　発電事業については、参画実績の

あるタイ・メキシコ・カタールを軸に

段階的に周辺国へ展開する一方、環

境関連事業については、京都議定書

批准国のうちCDM／JI事業※1の承

認に積極的な国を対象として事業展

開を図ります。

　コンサルティング事業では、収益確

保に加え、国内外のエネルギー事業

経営の4つの柱

との相乗効果が期待できる案件を重

点的に実施していきます。

　また、2006年2月には、新たなビジ

ネスチャンスの調査・発掘や既存プロ

ジェクトへの支援などを主な目的とし

てタイの首都バンコクに海外事務所

を開設するなど、運営体制の強化に

も取り組んでいます。

※1：CDM／JI事業　ＣＯ2排出権獲得を目的として、ク
リーン開発メカニズム（ＣＤＭ）、共同実施（ＪＩ）の発掘、調
査、事業参画を行うもの

タイの籾殻発電設備

海
外
投
資
事
業
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安価で高品質なエネルギーサービスの安定的・継続的な提供

　当社は2001年に、「2005年度を

ターゲットに自由化開始直前と比較し

て2割のコスト削減」を目標として設

定し、発電設備のスクラップ&ビルド

をはじめ、あらゆる分野での聖域なき

コストダウン・経営効率化を全社一丸

となって進めてきた結果、目標を達成

することができました。

　今後も、設備の形成・運用・調達と

ともに業務運営も含めたあらゆる面

で、さらなる創意工夫を凝らし、コスト

削減への取り組みを着実に推進して

いきます。

　さらに、将来にわたりエネルギーを

安心してお使いいただくため、エネル

ギーセキュリティや環境保全にも十分

配慮した最適な電源構成の実現な

ど、中長期的な観点から計画的に設備

形成を進めていきます。

設備形成・運用・調達
における効率化

　設備投資額は、ピークであった

1993年度の7,424億円に比べて、

2005年度には対象を厳選すること

などにより1,243億円まで抑制して

おり、2004～2006年度の3カ年の

投資規模目標「当社単体で年平均

1,700億円以下、連結ベースでは

2,000億円以下」の達成を引き続

き目指します。

　また、設備の運用や補修などに関

わる「オペレーション&メンテナンス

コスト」や「一般経費」についてもコ

ストダウン施策を着実に実行するとと

もに、発電分野における競争力強化に

向け、「燃料費」の抑制に努めます。

億円

20012001 0202 0303 0404 05年度05年度

1,279

2,193

2,678

3,468

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

1,243

設備投資額の推移(単体)

業務運営における効率化

要員目標の達成

　当社は、業界に先駆けて要員のスリ

ム化に取り組み、要員目標「2005年

度末までに社員数を16,600名程度

とする」を達成することができまし

た。生産性を表す「一人あたりの販売

電力量」も、国内電力会社の中で最高

レベルとなっています。

　今後も業務運営における効率化を

進め、高い労働生産性を維持してい

きます。

8,037

6,766

98 99 2000 01 02 03 04 05年度

千kWh/人

中部電力

9社平均

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

従業員一人当たりの販売電力量の推移

　

神島（三重県鳥羽市）の電力供給を、離島発電から系統電
力へ切り替えるため海底ケーブルを8km敷設。2005年
6月より送電開始。

通信線路設備・附帯事業の移管

　当社が保有する通信線路設備の一

部、および付随する設備保守などの

業務の一部、ならびに附帯事業（心線

貸付事業・FTTH事業）を、2006年1

月に関係会社である中部テレコミュ

ニケーション（株）に移管・統合し、グ

ループ全体での業務効率化および経

営資源の有効活用を図っています。
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経営の4つの柱

　中部エリアの電力需要は、経済の

緩やかな回復を受けた堅調な産業活

将来にわたり
エネルギーを安心して
お使いいただくための
取り組み Look! P24

動やオール電化住宅の普及などを背

景に安定的に増加するものと予想し

ています。

　このような電力需要に対応するた

め、①安定供給の確保、②競争を勝ち

抜くためのさらなる効率化の推進、③

2006年度電力供給計画の概要

　

販売計画　　　　　　　　　　　　　

　
2004年度
（実績）

1,267
（1,254）

2,443
2,545※1

（2,545※1）
《2,624》

2005年度
（実績）

1,306
（1,286）

2,556
（2,557）
《2,634》

2006年度

1,270

2,580

《2,658》

2007年度

1,274

2,600

2008年度

1,285

2,622

2009年度

1,299

2,644

2010年度

1,313

2,666

2015年度

1,388

2,784

2015／2004
年平均伸び率

0.8％
（0.9％）

0.8％
（0.8％）

（　）内は気温補正後を示す。《　》内は発電端を示す。　
※1：７月の最大電力

販売電力量
（億kWh）

最大電力［送電端］
（万kW）

　

　

　

2005年度
（実績）

2,556

2,849

293

11.5

2006年度

2,580

2,890

310

12.0

最大電力需給計画［送電端］　　　　　　　　　　　　　　　

　

最大電力（万kW）

供給力（万kW）

供給予備力（万kW）

供給予備率（％）

2007年度

2,600

2,902

302

11.6

2008年度

2,622

2,912

290

11.1

2009年度

2,644

2,907

263

10.0

2010年度

2,666

2,901

235

8.8

2015年度

2,784

3,054

270

  9.7

主要電源設備計画

　

　

　

　

　

　

地球環境保全への積極的な取り組み、

の3点を重点項目として、2006年度

電力供給計画を策定しました。

原子力

火力

水力

新エネ（風力）

自
社

他
社
受
電

原子力

水力

合計

2007～2010年度

新名古屋８号系列145.8
（2008/4～10）

１地点0.021
（2010年度）

３地点6.8
（2008年度）

川上0.12（2008年度以降）

152.741

2006年度 2016年度以降

上越２号系列118

1182006～2015年度合計　429.517

2011～2015年度

上越１号系列118
（2012/7～12）

１地点0.036
(2011年度）

大間20.4/138.3（2012/3）
敦賀３号61.52/153.8（2014/3）
敦賀４号61.52/153.8（2015/3）

徳山15.3　（2014年度）

276.7760

（単位：万kW）
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有利子負債残高と株主資本比率の推移（連結）

　
%億円

有
利
子
負
債
残
高

株
主
資
本
比
率

2001 02 03 04

株主資本比率

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

05年度
0

5

10

15

20

25

30

有利子負債残高

28.9

31,750

経営資源の戦略的な配分

　経営努力によって生み出されるフ

リーキャッシュフローを、コアである

エネルギー事業などの重点投資分野

へ戦略的に配分することにより、持続

的な成長を図っていきます。あわせ

て、「財務体質の改善」や「お客さま・

株主の皆さまへの還元」についても

適時適切な施策をとっていきます。

企業体力の増強と経営資源の戦略的な配分を通じた持続的な成長

　株主の皆さまにご満足いただくと

ともに、お客さまにより良いサービス

を安定的にお届けするためには、選

別を強める金融・資本市場からの評

価の向上と低コストでの資金調達が

不可欠です。

　当社は、経営環境の厳しさが増して

いく中で、グループ全体の総合力向

上を目指し、2004～2006年度を

ターゲットとする連結ベースも含め

た経営目標を設定しています。これら

の経営目標を確実に達成するととも

に、コアであるエネルギー事業分野

へ経営資源を戦略的に集中・再配分

していくことを通じて、金融・資本市

場からの評価と企業価値の向上に努

め、競争力のある総合エネルギー

サービス企業グループとして持続的

成長を達成していきます。

企業体力の増強

収益性・成長力の向上

　販売力の強化や、経営の効率化、徹

底したコストダウンの推進などによ

り、当社グループの経常利益は近年増

加し、総資産事業利益率（ROA）も安

定して推移しています。フリーキャッ

シュフローについても近年着実に向

上しています。なお、2005年度に一

時的に減少しているのは、「原子力発

電における使用済燃料の再処理等の

ための積立金の積立て及び管理に関

する法律」の施行に伴い、2,600億円

程度を外部に積み立てたという特殊

経常利益と総資産事業利益率の推移（連結）

　
%

経
常
利
益

億円

2001 02 03 04

総
資
産
事
業
利
益
率

総資産事業利益率

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

05年度
00

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

経常利益

5.5

2,196

フリーキャッシュフローの推移（連結）

　
億円

2001 02 03 04
0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

2,154

2,651

3,930

4,421

05年度

1,664

※

※２００５年度フリーキャッシュフローの緑色部分は、原子力
　バックエンド制度の変更に伴う外部積立相当額（２，６００
　億円程度）を示しています。

※総資産事業利益率（ＲＯＡ）＝事業利益（経常利益＋支払
　利息）／期首期末平均総資産

財務体質の改善

　当社グループは、これまで積極的に

有利子負債の圧縮に努め、2005年度

末には残高は3兆1,750億円まで削

減されました。株主資本比率も2002

年度末以降は20%を超え、2005年

度末には28.9%となりました。

要因によるものです。
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経営の4つの柱

グループの事業展開

　当社は、「エネルギー事業」をコア

領域に位置付け、電気に加えてガス、

LNGや分散型エネルギーもあわせた

「総合エネルギーサービス企業グ

ループ」として事業を展開するととも

に、コア事業の競争力・収益力を強化

し、ブランド価値を向上させるため、

「環境・暮らしサポート事業」、「ＩＴ事

業」にも取り組んでいます。

グループ経営の推進

環境・暮らし
サポート事業

エネルギー事業
〈コア〉

I T事業

　

事業展開の主な例

　
事業領域

環境・暮らしサポート

ＩＴ

家づくりコンサルティング

住宅性能評価・保証

不動産関連事業

スーパー銭湯

雇用促進事業

人工ゼオライトの製造・販売

きのこ（エリンギ）の生産・販売

地域密着型携帯情報サービス　“ポケッチュ！”

データセンター事業

電子認証事業

事業例

グループ事業体制の強化

　経営資源の集中と経営基盤の強化

をねらいとしたグループ会社の再編

を推進しており、今後もグループ全体

での効率的な事業体制の確立に向け

た取り組みを加速させていきます。

グループ企業の強化に向けた取り組み

　
  2001年10月

  2001年12月

  2002年10月

  2003年10月

  2003年10月

  2006年  1月

  2006年  1月

　

中部計器工業（株）と中部精機（株）の合併【新会社：中部精機（株）】

春日井小牧コミュニケーションテレビ（株）、シーテックＣＣＮｅｔ事業部と東名ケーブルテレビ（株）の事業統合

【新会社：中部ケーブルネットワーク（株）】

中電ビル（株）と（株）アスパックの合併【新会社：中電ビル（株）】

（株）シーティーアイと中電コンピューターサービス（株）の合併【新会社：（株）中電シーティーアイ】

中電静岡工営（株）と中電長野工営（株）の再編

永楽運輸（株）と大井川運送倉庫（株）の合併【新会社：中電輸送サービス（株）】

会社分割により、当社通信線路設備とＦＴＴＨ事業を中部テレコミュニケーション（株）（ＣＴＣ）へ移管

グループ経営管理の充実

　連結経営目標の確実な達成に向

け、グループ各社が設定した業績目

標の達成状況を、当社が客観的・定量

的に評価し、経営責任を明確化するこ

とを目的に、2005年度から「グルー

プ業績評価制度」を導入しました。

　また、当社と各関係会社の経営層

が、「グループ経営戦略会議」におい

て、業績目標達成に向けた施策につ

いて検討するなど、経営管理の実効

性をより高める取り組みを展開して

います。

光ファイバーインターネット“commuf@”（コミュファ）

　2002年11月から、当社が保有する光ファ

イバーケーブルを活用し、最大100Mbpsの

超高速インターネット接続サービスを提供す

るFTTH“commuf@”を名古屋市内で開始

しました。

　2006年1月には、電気通信事業の経営資

源を集中し、戦略的活用を加速させるため、

FTTH事業を関係会社である中部テレコミュ

ニケーション（株）（略称：CTC）へ移管し、当

社グループ全体での電気通信事業の新たな

展開を目指していきます。その一環として、

同月よりサービス提供エリアを名古屋市に

加えて愛知県岡崎市、一宮市、春日井市、日

進市、岐阜県岐阜市に拡大し、今後も東海地

方の主要都市に順次拡大していく予定で

す。

　2006年度末に累計9万件の需要獲得を

目指し、より多くのお客さまにサービスをご

利用いただけるよう積極的な事業展開に努

めていきます。

T O P I C S  2 0 0 5
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　CSRの取り組みを一層強化するた

め、推進部署として、2005年7月に

「CSR推進グループ」を経営戦略本

部に設置しました。

　また、2005年9月には、各部門長

をメンバーとする「CSR推進会議」を

CSR推進体制の強化

経営層への啓蒙活動「CSRトップセミナー」を実施

　2005年12月、当社役員をはじめとした経営幹部とグループ

企業のトップなど、約300名を対象に「CSRトップセミナー」を開

催しました。

　講師に環境監査研究会・代表幹事の後藤敏彦氏を招き、内外

のCSR情勢や社会が企業に求めるものなどについて講演してい

ただきました。後藤氏は「CSRは社会から見て企業への期待で

あり、企業にとっては社会からの信頼度である」、「CSRは企業の

意思決定そのもの」など、CSRの核心に迫る内容で明快に解説

され、参加者はCSRへの理解を一層深めました。

T O P I C S  2 0 0 5

企業の社会的責任（CSR）を果たすための積極的な行動

後藤敏彦氏によるCSRトップセミナー

設置し、CSRの諸テーマについて、経

営としての選択と優先順位付けを行

い、各部門の施策の進捗状況を相互

に確認し共有しています。

　CSRの推進にあたっては、自らの行

動を「社外の眼」に照らしてチェック

し、レベルアップしていくことが重要

です。ステークホルダーの皆さまから

寄せられる声に真摯に耳を傾けると

ともに、第三者機関による格付などの

客観的評価により、定期的に当社の取

り組みに関する課題を抽出していま

す。CSR推進会議では、これらの課題

への対応策を検討するとともに、中長

期的視点でステークホルダーの皆さ

まのご期待にさらに高いレベルでお

応えできるよう、先進的な取り組みを

目指していきます。

PDCAを通じたCSRの展開

　

CSR推進会議

　

社外コミュニケーション
ワーキンググループ

テーマ別ワーキンググループ

CSR推進会議

CSR調達
ワーキンググループ

社内コミュニケーション
ワーキンググループ

グループ展開検討
ワーキンググループ

全
体
会
議

常
務
会

取
締
役
会

PDCAによるスパイラルアップ

改
善
活
動

ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー

情
報
開
示

具
体
的
な
行
動

社
外
の
評
価
基
準
と
の
照
合
・
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
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コーポレート・ガバナンス※1強化のための経営機構等の改革

　当社では、よりよいコーポレート・ガ

バナンスを目指し、経営の効率性を

一層高めるため、2005年度を「経営

刷新の年」と位置づけ、同年6月に開

催した株主総会を経て、取締役員数

の削減をはじめとする「経営機構等

の改革」を実施しました。

　当社は、ステークホルダーの皆さま

から信頼される経営を目指し、これま

で以上に公正・透明の観点を経営の

中心に据え、コーポレート・ガバナン

スの一層の強化に努めます。

経営機構等の改革を実施

取締役員数の削減

　取締役会における審議の充実、経

営の意思決定の迅速化および取締役

に対する監督機能の強化を図るた

め、取締役員数を削減しました。（旧定

款：32名以内→新定款：20名以内）

執行役員制の導入および

本部長・統括への権限委譲

　経営の意思決定・監督と執行の分

離、業務執行の迅速化などを図るた

め、執行役員制を導入するとともに、

本部長・統括（執行役員）に大幅に権

限を委譲しました。

取締役の任期短縮と

取締役などへの定年制の導入

　取締役の経営責任および執行役員

の執行責任を明確化し、かつ経営環

境の変化に即応できる経営体制を構

築するため、取締役および執行役員

の任期を1年とするとともに、定年制

を導入しました。

取締役・監査役および執行役員の

選任・報酬決定手続の明確化

　取締役・監査役および執行役員の

選任の公正性、透明性を確保するた

め、各候補者の取締役会への提案は、

代表取締役全員の協議を経て社長が

決定する旨を明確にしました。また、

監査役候補者については、監査役の

独立性を強化するため、代表取締役

全員の協議に常任監査役が参加する

こととしました。

　取締役および執行役員の報酬につ

いても、同様の手続としました。

取締役会

執行役員

（20名以内）
意思決定・監督

特定分野
または部門等の
業務執行

副社長
（代表取締役）

常務取締役執行役員
（本部長・統括）

取締役執行役員
（本店部長・支店長等）

執行役員
（本店部長・支店長等）

社長
（代表取締役）

会長
取締役会議長
（代表取締役）

社内監査役
（3名）

社外監査役
（4名）

監査役会
（７名）

アドバイザリー
ボード

助言・提言

業
務
執
行
ラ
イ
ン

経営機構のイメージ

　

※社長および副社長は、原則として本部長・統括以下の特定分野または部門等の業務執行は行わず、
経営課題の解決および執行役員の業務執行の監督に主眼を置くこととし、これにより一定の経営の意
思決定・監督と執行の分離を図っています。

コーポレート・ガバナンス

経営機構等の改革で
実施した主な内容

アドバイザリーボードの創設

　当社および中電グループの諸課題

に関する社外の有識者からの助言・

提言を事業運営に反映させるため、

社長の諮問機関として学識経験者、

経済界、労働界、消費者、マスコミな

ど各分野の方々8名で構成する「中

部電力アドバイザリーボード」を創設

しました。

※1：コーポレート・ガバナンス　企業統治と訳され、企業
が適正で効率的な経営を行うための意思決定システム、組
織設計やチェック体制の整備と運用を言う。

2005年11月に開催した第１回アドバイザリーボード
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　お客さまや地域社会などから信頼

していただくためには、コンプライア

ンスの確立が不可欠です。このため、

2002年12月、社長を議長とする「コ

ンプライアンス推進会議」を設置し、

当社および中電グループ全体のコン

プライアンス推進に取り組んでいま

す。

　今回制定した「CSR宣言」にも、事

業運営にあたっての基本的な姿勢と

して、法令・ルールの遵守と企業倫理

の重視、公正・誠実な行動を明示しま

した。

コンプライアンス※1の推進

中部電力グループにおける
コンプライアンス推進

　2003年4月、「中電グループ・コン

プライアンス推進協議会」（35社加

盟）を設置し、グループ会社のコンプラ

イアンス推進に取り組んでいます。

　これまで当社は、各社の研修に講

師を派遣するなど、それぞれの自律

的な取り組みに対し支援を行ってき

ましたが、今後は、さらに各社のニー

ズにあったサポートを充実・強化して

いきます。

※1：コンプライアンス　法令、社内ルールおよび企業倫理
の遵守

コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
推
進
会
議

コンプライアンス・マネージャー（CM）

コンプライアンス・チーフマネージャー（CCM）

本店室部長・支店長

支店の部長、第一線事業場の長など

各職場の課長・グループ長

中電グループ・コンプライアンス推進協議会

関係会社各社

従 業 員

従 業 員

コンプライアンス・リーダー（CL）

コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
推
進
会
議

コンプライアンスの推進体制

　

中部電力８つの行動規範

社会からの高い信頼と支持を得る

「良き企業市民」を目指して 
【コンプライアンスの徹底】

  法令・社内ルール・企業倫理を遵守します

【公正・誠実な企業活動】

  お客さま、取引先、地域の皆さまには、公正・誠実に対応します

【適正な情報管理・公開】

  情報の取り扱いは厳正に、情報公開はタイムリーに行います

【健全な企業風土の確立】

  人権を尊重し、健全な企業風土をつくります

【政治・行政等との健全な関係の保持】

  事業活動の適正さに疑いを招くような行動は厳に慎みます

【資産の適正管理・活用】

  会社の資産は適正に管理し、目的に従って使用します

【環境の保全】

  地球環境の保全に努めます

【安全・衛生、保安の確保】

  労働安全・衛生、および保安の確保・維持に努めます

当社における
コンプライアンスの推進

　コンプライアンス推進会議のもと、

各部門や事業場での自律的な活動の

展開のため、全社的な推進体制を構

築するとともに、基本方針「中部電力

コンプライアンス宣言」や「8つの行

動規範」などを定め、コンプライアン

ス経営を推進しています。

　具体的には、意識の向上と業務にお

ける実践に向けて、コンプライアンス

事例集の配布や、各職場に配置したコ

ンプライアンス・リーダ－を対象とした

ケースメソッド研

修、全従業員を対

象とした eラーニ

ングの実施など、さ

コンプライアンスなくして信頼なし、信頼なくして発展なし

中部電力コンプライアンス宣言

コンプライアンス

まざまな啓発活動を実施しています。

　また、2005年度より、推進責任者で

あるコンプライアンス・チーフマネー

ジャー（CCM）らによる自部署従業員

へ向けての意思表明を行い、コンプラ

イアンスに関するCCM自身の考えを

周知しています。

http://www.chuden.co.jp/torikumi/compliance/chuden/sengen.html
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電源ベストミックスへの
努力

安定供給と安全

　電力の安定供給という公益的使命

を果たすためには、発電所や送電線、

変電所などを一体のシステムとして

計画的に建設・運用することが必要で

す。当社は皆さまのご理解とご協力

のもと、円滑な設備の建設や保守・運

用に努めています。

　当社のこうした取り組みを支える

のが「安全」です。電気をお使いいた

だくお客さまに「安全」に電気を使っ

ていただくこと、また、台風や地震な

どの自然災害時でも電気による事故

や災害がないよう「安全」確保に全力

をあげて取り組みます。さらに、当社

従業員や関係者が「安全」に働くこと

のできる環境を整え、事故を未然に

防止する「労働安全」も非常に大切で

あると考えます。すべての設備はこう

した安全への取り組みに支えられて

初めて安定して運用していくことが

できると認識しています。当社は、こ

れからも安全を最優先し、安定供給を

果たしていきます。

安定供給の確保

　お客さまのもとへ高品質なエネル

ギーサービスを、将来にわたって安定

的・継続的にお届けするためには、自

社の電源設備の開発はもとより、他社

開発電源からの受電や卸電力取引市

場からの調達など複数の選択肢を十

分に比較検討し、効率性とともにエネ

ルギーセキュリティや環境保全なども

考慮のうえ、バランスのとれた最適な

電源を確保することが重要です。

　当社は、この基本的な考え方に基

づき2006～2015年度の10年間で

他社受電を含め400万kWを超える

電源を開発する計画です。Look! P18

原子力への
積極的な取り組み

　原子力は、エネルギーセキュリティ

や地球環境保全などの観点から大変

優れた電源です。浜岡原子力発電所

の各ユニットについて、適時適切な点

検・補修などを行い、一層の活用を図

ります。さらに原子力発電の割合を高

めていくため、他社原子力電源からの

受電を積極的に活用するとともに、自

社の原子力開発が円滑に進むよう努

力を傾注していきます。

万全な流通設備の建設

　流通設備についても、安定供給、

経済性および環境保全に配慮し、新

技術導入や設計合理化などによる

一層のコストダウンを進めつつ、停

電および瞬時電圧低下件数を減少

させるための対策を計画的に実施

していきます。

世界最高水準の電気

　高度な生産技術、快適で豊かな生

活、そして発展する情報社会を支え

ていくために、高品質の電気は欠か

せないものです。

　当社はこれまで、電気を発電しお客

0

45

70

80

1520

40

60

80

100
分 

当社 アメリカ イギリス フランス 

出典：当社以外は電気事業連合会調べ　中部電力：２００４年
度、フランス２００１年、イギリス、アメリカ：２００３年
※２００４年度当社の停電時間については、台風等の自然災
害の影響により前年度(２分)に比べ増加しました。

お客さま一軒当たりの年間故障停電時間

さまにお届けするまで一貫した供給

体制のもと、時々刻々と変化する電

力需要に対応して、電圧や周波数の

変動のない高品質な電気を安定的か

つ継続的にお客さまのもとへお届け

することはもちろん、落雷など自然災

害による故障停電を少なくするため

の設備の建設・維持に努めてきまし

た。

　こうした日々の取り組みの結果、当

社の電気の品質は世界最高水準と

なっています。
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災害に強い設備形成

電力系統のネットワーク化

　当社供給エリア内の電力系統は、

各発電所から伸びる送電線と、これら

を連系させる環状の送電線により網

　お客さまに安心して電気をお使い

いただくために、日頃から電気をお届

けするまでの各過程における「災害

に強い設備形成」に努めるとともに、

万一、災害が発生した場合に備えた

「早期復旧に向けた防災体制」を整

えています。特に、当社の供給エリア

内では、東海地震、東南海・南海地震

といった大規模地震発生の可能性が

あり、地震対策を中心とした防災対策

の強化にも努めています。

設備形成・運用の安全確保

目状のネットワーク

を構築しています。

万一、災害などによ

り一部の送電線が

使用できなくなった

場合でも、連系する

他のルートから速や

かに電気をお届け

することが可能に

なっています。

他の電力会社との

連系

　電力系統は、隣接

している他の電力

会社と連系して、災

害などによる電力不

足時には相互に電

力供給の応援を行

える体制を整えています。

24時間の監視体制

　中央給電指令所および給電制御所

は、24時間体制で時々刻々と変化す

るお客さまの使用電力に合わせて発

電電力量を調整する

とともに、送電線や変

電所を介してお客さ

まへお届けする電気

の流れを監視・制御し

ています。万一、災害

などが発生した場合

には、停電の範囲や

時間を最小限に止め

るよう、速やかに送電

系統の切り替えなど

の操作を行います。

電力設備の多重化

　一般的に送電線は

2回線以上で構成さ

れており、変電所は複数台の変圧器が

設置されています。故障などにより設

備が使用できなくなった場合でも、他

の健全な設備を使用して速やかに電

気をお届けできるように多重化した

設備構成となっています。

電力設備の耐震対策

　電力設備は各設備の特性などを考

慮し、耐震対策を行っています。

　送電用鉄塔では、地震による荷重

に比べ台風時などの強風荷重の方が

大きくなります。このため、強風に対

して十分な強度を持つように設計し

ており、地震動に対しても十分な強度

を持っています。

　変電設備の設置にあたっては、地

盤の強度や機器などの耐震性を十分

に検討したうえで設計しています。

　浜岡原子力発電所は、厚い壁を多

く規則正しく配置するとともに、重心

を低くするなど、極めて安定度の高い

構造とし、ゆれの少ない岩盤に基礎を

直接設置しています。

鉄塔に昇っての品質検査

定期的な点検により変電設備の適正作動を確認
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　東海地震が想定されている地域で浜岡原

子力発電所を運営している当社は、地元の皆

さまにご安心いただくことを第一に考えてい

ます。このため、国による耐震指針改訂の審

議を契機に、耐震上の余裕を高めることを目

的として、自主的に耐震裕度向上工事を実施

しています。

浜岡原子力発電所の耐震安全性

　浜岡原子力発電所は、現状でも、想定東海

地震（マグニチュード8.0）を上回るこの地域

で過去最大の安政東海地震（マグニチュード

8.4）による地震動に余裕をみた600ガルの

地震動（岩盤上における地震の揺れ）に対し

ても、耐震安全性を確保しています。

耐震安全性に対する考え方

　これまでも当社は、現行の耐震指針策定前

に建設された1・2号機の耐震安全性の確認

や、2001年に中央防災会議から示された想

定東海地震の地震動（395ガル）を用いた1

～5号機の耐震安全性の確認などを行い、常

に最新の知見を反映し、その信頼性の向上に

努めてきました。

耐震裕度向上工事の実施について

　当社は、耐震上の余裕を向上させることが

重要との観点から、耐震上の余裕を持たせた

目標地震動を設定して、必要に応じた工事を

実施しています。

【目標地震動】

　耐震裕度向上の目標地震動は、現行の基準

地震動（600ガル）に対して、中央防災会議に

よる想定東海地震の地震動を考慮し、短周期

側および長周期側に余裕をみて、さらに全体

に3割程度の余裕を持たせ、約1,000ガル

（岩盤上における地震の揺れ）とします。これ

は、中央防災会議による想定東海地震の地震

動（395ガル）に対して2～3倍となります。

【工事の内容】

　耐震裕度向上工事では、耐震設計上重要な

施設を対象に目標地震動に対する評価を行い、

必要な工事を実施していきます。現在、実施中

および実施予定の工事は以下のとおりです。

●配管サポート改造工事（4号機）

●電路類サポート改造工事（4号機）

●燃料取替機レールガイド改造工事（4号機）

●原子炉建屋天井クレーン支持部材改造工事

　（4号機）

●油タンク改造工事（4号機）

●土留壁背後地盤改良工事（4号機）

●配管ダクト周辺地盤改良工事（3～5号機）

●排気筒改造工事（3～5号機）

【工事期間】

　3～5号機のすべての工事が完了するのは、

2007年度下期の予定です。

　また、1・2号機の工事は、炉心シュラウド※2

の取り替え工事にあわせて実施します。屋外

施設の改造設計などにより工事着手が遅れる

見通しのため、当初2008年3月までの予定と

していた1・2号機の停止期間を2011年3月

まで延長します。

※国の原子力安全委員会における耐震指針改訂審議の
結果、指針が改訂され、今回の耐震裕度向上工事以外の
追加工事が必要になった場合、その指針に基づき必要な
対応を実施します。
※1：耐震裕度　この地域で想定される地震に対する施
設の耐震性の余裕
※2：炉心シュラウド　原子炉圧力容器内に燃料集合体
（炉心）を取り囲むように配置されている構造物。原子炉
内の冷却水の流れを分離するしきり板の役割をする。

浜岡原子力発電所の耐震裕度※1の向上工事について

※応答スペクトルは、地震動が構築物にどのような揺れを生じさせるかをグラフに示したものです。
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中央防災会議による想定東海地震の地震動
395ガル

想定東海地震の地震動の2～3倍

全体に約3割の
余裕を考慮

地震動の応答スペクトルによる比較

　

豪雪の中で電気を守る

　2005年12月から翌年1月にかけては各地

で記録的な豪雪に見舞われ、雪による倒木な

どにより当社設備への被害を受けました。

　長野支店エリアでも北部地域で配電線へ

の被害が集中しましたが、営業所間やグルー

R E P O R T  2 0 0 5

プ会社の応援などにより、迅速な停電復旧、

倒木処理、電柱上の冠雪落としなどに全力で

取り組みました。

飯山営業所での冠雪落とし作業。
安全に万全を期して実施しました。
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早期復旧に向けた
防災体制

防災体制

　災害発生時などの情勢に応じて、3

段階の非常体制を発令し、事業場ごと

に非常災害対策本部を設置します。

　非常体制が発令された場合、あら

かじめ定められた対策要員は、夜間・

休日を問わず直ちに出社し、決められ

た任務に従事します。

　東海地震の予知に対しては、「東海

地震注意情報」・「警戒宣言」が発表・

発令された段階で、全社に地震警戒

体制を発令し、地震災害警戒本部を

設置します。

　災害発生に備え、日頃から国・地方公

共団体や他の機関などとの緊密な連

携を図り、協力体制を確立しています。

防災対策

非常事態と発令基準

　

  体　制

  第一次非常体制

  第二次非常体制

  第三次非常体制

  地震警戒体制

発令基準

災害の発生が予想される場合または発生した場合

相当程度の被害が予想される場合または発生した場合

甚大な被害が予想される場合または発生した場合

「東海地震注意情報」が発表された場合または「警戒宣言」が発令された場合

対策本部

非常災害対策本部

地震災害警戒本部

国・県
災害対策本部 自衛隊

消防

経済産業省
経済産業局

他電力会社
中部電力

非常災害対策本部
（各支店等）

警察

気象台

報道機関

その他機関

中部電力
非常災害対策本部
（本店）

早期復旧に向けた取り組み

　災害などの発生時には、グループ会

社が所有するヘリコプターを、空から

の情報収集、資機材や人員の輸送な

どに利用する体制も整えています。

　また、無線装置や光ファイバーケー

ブルなどの各種通信網を独自に保有

するほか、主要事業場間には衛星通

信ネットワークがあり、本支店間など

と非常災害対策本部間の情報連絡に

利用します。

　災害発生に伴う停電発生時には、病

院や避難所などの重要施設に対する

緊急送電を行うことがあります。

　発変電所および災害時の防災拠点

となる建物は、その機能が発揮でき

るよう、耐震対策を進めています。

実戦的な訓練の実施

　災害発生時における各従業員の果

たす役割をあらかじめ定めています

が、従業員がその役割をよく認識し、実

際に迅速かつ的確な対応ができるよ

う、日頃からさまざまなケースを想定し

た訓練を繰り返し実施しています。

川越火力発電所の自衛消防隊による消火訓練

お客さまへの
停電情報などの提供

ホームページへの緊急情報掲載

　災害発生時などには、報道機関な

電気を安心してお使いいただくために

「でんきの安心百科」

　お客さまに電気を安全・便利に使っ

ていただくために、「でんきの安心百

科」を作成しています。停電や災害時

の対応方法や、日常生活でも電気機

器を安全に効率よく使う方法などを

紹介して一般のお客さまに配布して

います。

でんきの安心百科

どを通じて、迅速な停電情報の提供に

努めています。特に、台風による広域

停電など大規模災害発生時には、当

社ホームページに緊急情報として停

電情報を掲載しています。
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安定供給と安全

グループ全体での
安全衛生活動

　従業員の安全と健康は、企業の重

要な存立基盤のひとつです。当社は、

従業員が安全で健康に仕事ができる

職場づくりに努めています。

労働安全

　中部電力グループ全体での労働福

祉の健全な発展を図ることを目的に、

「中部電力関連会社安全衛生協議

会」を組織し、幅広い安全・衛生活動

を展開しています。

　安全衛生協議会を年に4回程度開

催して、グループ会社相互の連絡を

密にするとともに、安全衛生管理など

に関する啓蒙・啓発活動によって、グ

ループ会社における災害防止・疾病

予防に努めています。

安全・衛生活動方針

　当社では、安全・衛生管理を総合的

に推進するため、「全社安全衛生委員

会」を開催し、各支店や各主管部署か

らの意見をもとに、全社にわたる安全

衛生活動の方向性を毎年協議・決定

しています。

　また、各支店・事業場では、全社大

での方針に基づき、支店安全衛生活

動方針および事業場安全衛生業務実

施計画を策定し、年度ごとに「計画・

実施・評価・改善」の管理サイクルを

展開することにより、効果的な安全衛

生諸施策を展開しています。

全社安全・衛生活動方針（2006年度）

１．安全

（１）従業員

　　「交差点事故」の撲滅

（２）委託検針

　  「転倒・つまずき災害」の撲滅

（３）請負

　  「基本ルールを遵守しないことによる災

　  害」の撲滅

２．衛生

メンタルヘルスケアの充実

○一次予防（健康増進・発症予防）

○二次予防（早期発見・早期治療）

○三次予防（職場復帰の促進・再発防止）

「ゼロ災」に向けた取り組み

　人道的理念、経済的理念、企業責任

の3つの視点から、安全衛生に関する

社内規程や指針、諸制度を定め、それ

に基づいた諸施策を展開しています。

社有車運転認定制度の運用

　社有車を運転する場合には、所定

の訓練などを受け、認定を取得する

社内資格制度を1979年から導入し

ています。また、認定取得後、定期的

にフォロー教育を行い徹底した安全

運転管理を実施しています。

安全運転トレーナー制度の運用

　各事業場に交通安全指導の専門教

育を受けた「安全運転主任トレー

ナー」を配置し、事業場内の交通安全

指導を行うキーマンとして交通安全

に関する諸施策を展開し、事故防止

の徹底を図っています。

請負会社に対する安全指導の徹底

　請負災害の撲滅に向けて、安全担

当部署と工事担当部署などで構成す

る「請負安全対策会議」を適宜開催し

ています。請負者に対する災害防止

の指導方針を策定し、安全指導を徹

底しています。　

度数率※1、強度率※2

心の健康づくり活動の推進

　2005年度は、引き続きメンタル疾

患対策を最重要課題として取り組み

ました。具体的には、二次予防（早期

発見、早期治療）として、産業保健ス

タッフなどによる職場巡回での情報

把握と対応、三次予防として、メンタ

ル休務者の早期職場復帰支援体制の

適切な運用などに取り組みました。そ

の結果、増加を続けていたメンタル

疾患者数は、2005年度には増加傾向

に歯止めがかかっています。2006年

度は、二次・三次予防の定着を図りつ

つ、一次予防（発症予防）にも取り組

み、諸施策を展開していきます。

※1：度数率　労働時間１００万時間当たりの労働災害によ
る休業１日以上の死傷者数を示すもので、災害の発生頻度
を表す指標。
※2：強度率　労働時間１０００時間当たりの労働災害によっ
て失われた労働損失日数を示すもので、災害の軽重の度
合いを表す指標。
２００５年度の当社数値は従業員死亡災害の発生による。
※3：速報値　なお全国は暦年
出典：厚生労働省調査

　

2004年度

2005年度

度数率 強度率

当社

0.18

0.27

全国

1.85

1.95※3

当社

0.004

0.232

全国

0.12

0.12※3



環境報告

中部電力グループ環境宣言

地球環境対策の推進体制

アクションプラン

事業活動と環境負荷

環境会計

指針1 資源を有効に活用します

指針2 環境への負荷を低減します

指針3 環境管理レベルを向上します

指針4 環境についてコミュニケーションを深め

地域や世界との連携を強化します

中部電力環境懇話会

29

当社が保有する岐阜県郡上市内の内ヶ谷山林。この森を舞台に市民参加型の森林活動を展開。
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社会 環境資源

環境負荷

環境ビジョン
中部電力グループは、

地球環境の保全をとおして「持続的発展が可能な地域づくり」に貢献します。

～環境文化を共有できる企業グループへの変革～

連携

エネルギーを中心とする
様々な商品や

サービスをお届けします

中部電力
グループ

環境への負荷を低減します
●CO2をはじめとする温室効果ガスの

　積極的な削減を進めます

●循環型社会を目指し
ゼロエミッションに挑戦します

環境管理レベルを向上します
●環境への影響を的確に認識し
　環境経営を徹底します

●環境に配慮した行動が
　自発的にできる人材を育成します

資源を有効に活用します
●再生可能エネルギーの実用化と

　開発を進めます

●エネルギーの効率的な利用を進めます

環境について
コミュニケーションを深め

地域や世界との連携を強化します
●環境とエネルギーに関する

　双方向コミュニケーションを強化します

●従来の枠組みを超えて
　幅広い人々と連携し共に行動します

指針１

指針３

指針４

指針２
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地球環境対策の推進体制

　地球環境問題へ積極的に対応する

ため、1990年4月に環境・立地本部

長を委員長、各部門の長を委員とし

た「地球環境対策推進会議」を設置

し、地球環境保全に関する基本方針

や行動目標、具体的な施策の審議・調

整などをしています。

　具体的には、2004年4月に制定し

た中部電力としての具体的な取り組

みとその達成時期を明示した「アク

ションプラン」に基づき、その達成状況

を評価、次年度以降の取り組みなどを

各部門が相互にチェックし、PDCAサ

各本部・各部 発電本部

営業所 原子力発電所

ご意見

点検・報告

連携

（総括）

地球環境対策推進会議 中部電力グループ環境対策会議基本方針行動目標の策定基本方針行動目標の策定

計画・実行・教育計画・実行・教育

経営考査室

火力発電所電力センター

環境部

中部電力環境懇話会社　長

支店

グループ企業

第３１回地球環境対策推進会議

地球環境対策推進会議

第２６回中部電力環境懇話会

　環境管理レベルの向上を目指し

て、1993年に当社の環境施策全般に

ついて社外有識者の方から直接社長

がご意見を承る「中部電力環境懇話

会」を設置しています。

　毎年2回程度開催し、環境活動の

取り組み内容について評価・指導・助

言をいただき環境施策に反映してい

ます。

中部電力環境懇話会 　グループ企業の結束強化と環境対

策の向上を図ることを目的として、

2001年4月に「中部電力グループ環

境対策会議」を設置しました。環境問

題に関する情報の共有化や意見交換

の他、環境啓発見学会やテーマ別勉

強会の実施を通して環境対策を推進

しています。

継続
的改
善

方針・施策の策定

地球環境対策推進会議

方針・施策の展開

各本部・各部

達成状況の評価

地球環境対策推進会議
改善策の決定

地球環境対策推進会議

中部電力グループ
環境対策会議

地球環境対策の推進体制PDCAサイクル

イクルを通して継続的な改善を図っ

ています。

Look! P60

第１０回中部電力グループ環境対策会議
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細目行動目標

再生可能エネルギーの実用化と開発の更なる推進♯1

（「電気事業者による新エネルギー等の利用に関する特別措置法（RPS法）」の
計画的かつ確実な達成　導入目標：2010年度で17.8億kWh）
◎自社風力、小水力発電の開発量の拡大、未利用エネルギー発電（バイオマス等）の実用化

指針 長期目標《2013年度頃》
環境文化共有企業への変革

中期目標《2008年度頃》
中部電力環境文化の定着

ゼロエミッションを目指した活動の推進

PCB含有機器の全量処理

国内および海外における事業に関連したエリアで
の自然保全活動の展開
◎炭鉱跡地での植林

資源を有効に活用します

再生可能エネルギーの
実用化と開発の推進

エネルギーの
効率的な利用

環境への負荷を低減します

廃棄物の削減、再利用、再生利用量を増やして
社外埋立処分量を削減

低濃度ＰＣB含有柱上変圧器の
確実な処理の推進

事業エリアを中心とした自然保全活動を積極的に推進
◎エコパーク（碧南発電所地域共生施設）、
　当社が保有する森林の保全

2005年度実績 今後の取り組み

P38

P39

P41

P41

P42

P44

P45

P47

P47

P48

P50
P57

P50

★送配電損失率5％以下の維持

CO2をはじめとする
温室効果ガスの
積極的な削減

循環型社会を目指しゼロエミッションに挑戦※3

発電所の
環境保全対策
の推進

化学物質管理の徹底

自然との共生に
配慮した
活動の展開

原子力発電の推進※1

火力発電所の
熱効率向上

送配電損失率の低減

CO2排出量の削減※2

SF6ガス回収率の向上

SOx排出量の削減※2

NOx排出量の削減※2

一般公衆の
実効線量の削減

PCB処理の推進

自然保全活動の推進

植樹活動の推進

安全性確保を前提に原子力発電設備の最大利用（設備利用率85％）
および原子燃料のリサイクル推進
◎プルサーマルの実施（２０１０年度まで）

継続的な改善により国内最高の水準を達成（総合熱効率41.9％以上）
◎発電所所内電力の低減、世界最高水準の設備を導入

★世界で最高の水準を維持

★世界で最高の水準を維持

★0.001ミリシーベルト／年未満を維持

★毎年16,000本の苗木を社外へ配布

★高回収率（撤去時：99％以上、点検時97％以上）の維持

自己
評価

2010年度までに原単位20％削減（1990年度比）♯2

※1：設備利用率は、定期検査の有無などの影響で毎年変化します。この影響を排除するため、
長期的な期間（5ヶ年平均）で算出します。

※2：CO2は使用電力量当たりの排出原単位、SOx、NOxは発電電力量当たりの排出原単位。

※3：請負会社排出分（当社が発注する工事において発生した廃棄物）を含めた社外埋立
処分量（中間処理後の埋立量も含む）を産業廃棄物・副生物発生量の1%未満にす
ること。

※4：3R　廃棄物の発生抑制（Reduce）、再使用（Reuse）、再生利用（Recycle）

♯1：目標を変更　再生可能エネルギーの実用化と開発の推進：目標値を明確化
♯2：目標を変更　CO2排出量の削減：中期目標（2005年）を経過したため、長期目標のみとした。

アクションプラン《指針1―2》

風力発電などからの余剰購入の増加により、利用量4.2億kWhを達成
（風力、太陽光、バイオマス、廃棄物、小水力：自社開発および購入）
自社風力発電所の開発計画を策定
グループ企業が風力発電所の運転を開始

浜岡1・2号機の長期停止により、設備利用率54.9％（単年度63.1％）
（2004年度全国の原子力発電所（53基計）68.9 ％）

効率的な運用に努めたものの、冬季の電力需要増加や渇水等の影響により、
総合熱効率41.36％（2004年度10電力汽力計40.09％）

効率的な送配電設備の運用により4.66％（2004年度10電力計5.2％）

浜岡1・2号機の長期停止、渇水による水力発電電力量の減少等により、
原単位は1990年度比2.4％の削減にとどまり0.453kg-CO2/kWh
中期目標「2005年までに原単位18％削減（1990年度比）」は未達成

回収装置の導入と管理技術の向上により、撤去時99.6％、点検時99.2％

社外埋立処分量は前年度から0.1万ｔ減少し0.8万ｔ
シーキュラス、ランドプラスＺ等による石炭灰の有効利用

全電源0.04g/kWh
火力0.06g/kWh
（2002年：欧米0.7～3.9g/kWh、2004年度：日本0.2g/kWh）

全電源0.06g/kWh
火力0.09g/kWh
（2002年：欧米0.6～2.0 g/kWh、2004年度：日本0.3 g/kWh）

放射性物質の適正な管理により、0.001ミリシーベルト/年未満
（浜岡原子力発電所周辺）

低濃度PCB絶縁油処理施設のトラブルによる処理遅延
柱上変圧器の容器・部材処理施設の着工と
高濃度PCB機器の処理計画策定

鉄塔撤去工法の開発により、工事時の樹木伐採量の削減
景観シミュレーションの本格運用
内ヶ谷山林で森林指導者の育成と森林体験学習を実施

苗木配布18,700本（1985年から累計288,600本）

2008年度に自社風力発電を開発（3地点、6.8万kW）
経済性や供給安定性等の課題を克服しつつ、事業用風力発電や小水
力発電等の開発・導入に向けた取り組みを推進
積極的な余剰購入を継続し、再生可能エネルギーの普及を促進

安全を最優先に、原子力発電設備の更なる利用率向上を推進
わが国の方針を踏まえ、原子燃料のリサイクルを推進

効率の高い発電プラントの優先的な運用
新名古屋8号系列（2008年度）、上越1号系列（2012年度）の着実な
開発

引き続き高い水準を維持

高効率ＬＮＧ火力機の着実な開発による総合熱効率の向上
自社風力の開発を始めとした再生可能エネルギー発電の推進
京都メカニズムを活用したクレジットの調達

引き続き高い水準を維持

社外埋立廃棄物の削減に向け経済性を考慮し更なる3Ｒ※4の推進
シーキュラス等の販路拡大

引き続き高い水準を維持

引き続き厳正に管理

低濃度PCB絶縁油の確実な処理と柱上変圧器の容器・部材処理施
設の着実な建設ならびに高濃度PCB機器の確実な処理

引き続き自然や景観に配慮した設備形成を推進
内ヶ谷山林を中心に森を守る活動を継続実施

引き続き緑豊かな地域づくりを支援

自己評価 レベル5
〈長期目標達成〉

レベル4
〈中期目標達成〉

レベル3
〈当年度目標達成〉

レベル2
〈目標未達成〉

レベル1
〈改善が必要〉 ★：維持・管理目標　◎：具体的な取り組み例

掲載
ページ
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細目行動目標

指針 長期目標《2013年度頃》
環境文化共有企業への変革

中期目標《2008年度頃》
中部電力環境文化の定着

社会と共に歩むため信頼の絆を構築
◎社会と共に考え社会の期待に応える行動の実践

地域と共にエコな街づくり
◎森林保全活動をとおした河川流域との連携
◎当社の技術やノウハウ等を活用したコンサル事業の
　実施とエコタウン事業などへの協力
◎環境に関する市民講座の開設

中電グループの叡智を結集し
世界の人々と地球規模で環境保全活動を実施
◎地球環境保全に関わる国際プロジェクトの立ち上げ

開かれた双方向コミュニケーションの強化
◎グループ企業も含めた積極的な情報公開の推進
◎環境報告書から社会性までも含めた報告書への進化
◎「ステークホルダーミーティング」など
　幅広い意見交換会の開催
◎事業参観ツアーの実施

新たな連携組織をとおした幅広い人々との活動を実践
◎新たな連携組織の設立およびNPO等と協働による
　森林保全活動の実施
◎子供たちへの環境教育の充実
◎エネルギーの効率的な利用をはじめとした
　エコライフスタイル提案の充実
◎コンサル事業をとおして、中電グループが保有する
　技術を積極的に発信

中電グループが保有する技術を基に各国の環境レベ
ル向上に寄与
◎途上国に対するCO2削減を目的とした
　プロジェクト（CDM）の実施
◎メタンガスの回収と発電への利用支援
◎バイオマスエネルギーの発電技術開発支援

掲載
ページ

中電グループにおける環境経営システムの定着
◎中電グループで環境経営システムを活用

グリーン調達の連携拡大による
環境配慮型製品の社会への浸透
◎他企業と協調して統一指標の作成

地域社会において
自発的に環境配慮行動ができる人材の育成
◎家庭と地域で積極的に環境活動ができるリーダー
　「環境案内人」を育成
◎森林ボランティア活動システムの構築

中電グループにおける環境マネジメントシステム導入
率100％※1

◎全グループ企業における環境管理活動の展開
◎より有効で効率的なＥＭＳへの向上と
　環境経営システムの確立
◎環境経営に資する内部環境会計および
　環境指標の確立

グリーン調達の推進
◎事務消耗品等のグリーン調達率１００％
◎資機材における環境評価基準の策定
◎グループ企業におけるグリーン調達の推進
◎取引企業への啓蒙活動の推進

環境に配慮した業務・生活スタイルの定着
◎環境に配慮した業務の啓発と
　ボランティア指導員の育成
◎グループ企業への環境教育の充実
◎従業員家庭でのエコライフの推進

環境管理の徹底

グリーン調達の推進

地域との連携

世界との連携

環境への影響を
的確に認識し
環境経営の徹底

環境に配慮した行動が自発的に
できる人材の育成

環境とエネルギーに関する
双方向コミュニケーションの強化

従来の
枠組みを超えて
幅広い人々と連携し
共に行動強化

環境管理レベルを向上します

環境についてコミュニケーションを深め地域や世界との連携を強化します

※1：中部電力は ISO14001および、ISO14001（自己宣言）、グループ企業は環境活動評価プログラムを含む。
※2：PCF：世界銀行炭素基金、JGRF：日本温暖化ガス削減基金

2005年度実績 今後の取り組み自己
評価

P30
P31
P51

P52

P21
P53

P8
P21
P56
P75

P8
P56
P68

P8
P59

アクションプラン《指針3―4》

再構築したＥＭＳを全支店へ水平展開しＥＭＳ導入率97％
中電グループ（36社）で、新たに5社が環境方針を策定（計33社）、
5社がＥＭＳを構築（計14社、導入率39％）
グループ共通の環境シンボルマーク「エコンプ」を制定

事務消耗品のグリーン調達率は94％
資機材の環境評価を開始、グリーン調達ガイドラインの発行

中電グループの経営層に対して「ＣＳＲトップセミナー」を開催
環境教育トレーナー経験者は累計1,920名、ｅラーニングの受講率は97％
従業員の自発的活動を促進するため「中電ECOポイント活動」を実施
グループ企業へ環境教育教材を配付するとともに講習会を開催

ＣＳＲ推進体制の確立とＣＳＲ報告書の発行準備
事業活動を参観して理解いただく「バックヤードツアー」を実施
電気事業連合会の一員として、愛・地球博に「ワンダーサーカス電力館」を
出展・運営（来場者数374万名）
「家族でつくるエコ地図コンテスト」を実施

「森への招待状」と名付けた市民参加型の森林活動を実施
こども環境サミット参加者に日本の文化や自然を体験する機会を提供
出前教室（687回）、職場・施設見学会（240回）を実施
エコキュートを普及（契約台数約3．9万台、累計約9．4万台）
環境パートナーシップ・ＣＬＵＢの一員として、「愛・地球博」での
「バックヤードツアー」と「エコ・トークセッション」を実施
グループ企業がESCO事業をとおして環境や省エネルギーの対策を推進

タイ国籾殻発電所（2万ｋＷ）の運転開始
ＰＣＦ、ＪＧＲＦ※2を通じ、世界的な温暖化防止活動に貢献
オーストラリア炭鉱地等での環境植林を実施
ＵＮＥＰ（国連環境計画）主催の「こども環境サミット2005」を支援

中電グループ全企業で環境方針・行動目標を策定
グループ企業のＥＭＳ導入率向上に努める
環境評価手法、環境経営に資する環境指標の確立に努める

事務消耗品購入時の更なる意識啓発を実施
資機材の環境評価データの蓄積
グループ企業のグリーン調達率向上に資する施策を検討

生協等と連携し家庭や地域での環境活動に結びつく施策を検討
中電ECOポイント活動の充実
グループ企業が従業員に行う環境教育の推進

ステークホルダーダイアログ、バックヤードツアーを継続実施
中電独自のトークセッションを中部５県で開催
引き続きウェブサイトの内容を充実

市民参加型の森林活動「森への招待状」を継続実施
市民団体と協働した環境イベント「ちゅうでんエコの輪」活動の展開
ＮＰＯと協働事業（記念日植樹券プレゼント等）を継続実施
出前教室、職場・施設見学会等を継続実施
エネルギーの効率的な利用から、引き続きエコキュートを普及
引き続き環境パートナーシップ・ＣＬＵＢの活動を推進
引き続きESCO事業をとおして環境や省エネルギーの対策を推進

タイ籾殻発電事業の国連ＣＤＭ理事会へのプロジェクト登録
PCF、JGRFへの出資継続と、途上国への温室効果ガス削減プロジェクト
の推進による、世界的な温暖化防止活動への貢献
引き続きオーストラリア炭鉱地等での環境植林を実施

自己評価 レベル5
〈長期目標達成〉

レベル4
〈中期目標達成〉

レベル3
〈当年度目標達成〉

レベル2
〈目標未達成〉

レベル1
〈改善が必要〉 ★：維持・管理目標　◎：具体的な取り組み例
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環境会計

　経営効率化と環境保全の両立を図

るとともに、環境保全への取り組み姿

勢や具体的活動内容を理解していた

だくため、環境会計の充実を図ってい

ます。

環境保全コスト

　環境保全のための投資額は187億

イドライン2005年度版」（環境省）を

参考に、分類方法、算定基準など当社

独自の考え方を取り入れています。

対象期間

2005年4月1日～2006年3月31日

集計範囲

当社全事業場

円、費用額は1,633億円で、設備投資

額および営業費用全体に占める割合

は、それぞれ、15.1%、9.4%となっ

ています。

2005年度の集計結果

集計にあたっての前提条件

　準拠したガイドライン「環境会計ガ

　

　

　

　

分類

地球環境保全

地域環境保全

資源循環

環境負荷の少ない製品などの購入

管理活動

研究開発

社会活動

環境損傷対応

合計

設備投資額全体額に占める割合

電気事業営業費用に占める割合

主な項目

地球温暖化防止、オゾン層保護

大気汚染防止、水質汚濁防止など

省資源、産業廃棄物対策、放射性廃棄物対策

電気自動車、低公害車など

環境保全組織人件費、ISO14001認証費用など

環境に関する研究開発

国際協力、景観対策、緑化、自然保護など

公害健康被害補償制度による汚染負荷量賦課金

投資額（億円） 費用額（億円）

算定基準

環境負荷の発生防止、抑制または回避、影響の除去、発生した被害の回復またはこれらに資する取り組みのための投資額および費用額を対象としています。

●設備投資額のうち、環境保全を目的とした支出額を投資額として計上しています。

●減価償却費、設備リース費、維持運営費などの投資に伴う費用については、設備の種類別に耐用年数などによる比率を用いて集計し、費用額として計上しています。

環境保全効果

　前年度に比較し、CO2排出原単位は0.003kg-CO2/kWh増加し、社外埋立処分量は、0.1万トン減少しました。

分類

地球環境保全

地域環境保全

資源循環

社会活動

地球温暖化防止

大気汚染防止

産業廃棄物対策

一般廃棄物対策

景観対策

緑化

項目

CO2排出原単位

新エネルギーからの電力購入量

SF6回収率（点検時）

SOx排出量（全電源）

NOx排出量（全電源）

社外埋立処分量

古紙回収率

電線類地中化整備延長

発電所の緑地面積

2004年度

　分類

地球環境保全

資源循環

環境保全に伴う経済効果

地球温暖化防止

産業廃棄物対策

項目

火力総合熱効率変化による燃料費削減など

石こう、石炭灰などのリサイクル売却代、変圧器などの再使用による費用削減

数値目標をはじめとした環境負荷の抑制・回避、環境の改善を明らかにする指標で、環境保全コストと対応関係にあるものを対象としています。

石こうなどのリサイクルによって得られた収益および環境保全対策による費用の増減を対象としています。

2005年度

0.450kg-CO2/kWh

37,696万kWh

99.3%

0.03g/kWh

0.06g/kWh

0.9万t

92.2%

58km

244.7万km2

0.453kg-CO2/kWh

47,002万kWh

99.2%

0.04g/kWh

0.06g/kWh

0.8万t

91.7%

40km

244.6万km2

2004年度

▲19億円

66億円

2005年度

▲17億円

80億円

増減

2億円

14億円

2004年度

4

8

27

1

1

0

163

0

204

15.9％

―

2005年度

7

22

27

3

1

0

128

0

187

15.1％

―

増減

3

14

0

2

0

0

▲35

0

▲17

▲0.8％

2004年度

87

674

207

2

24

69

603

9

1,676

―

9.8％

2005年度

99

629

217

2

20

67

589

9

1,633

―

9.4％

増減

12

▲45

10

0

▲4

▲2

▲14

0

▲43

―

▲0.4％

※四捨五入の関係で合計が合わないことがあります。



指針１ 資源を有効に活用します

　再生可能エネルギーは、自然を利

用しているため、エネルギー密度が

小さく発電出力が安定しないなどの

課題もありますが、化石燃料の消費量

削減や環境負荷の低減に寄与しま

す。

　また、2003年4月から施行された

「電気事業者による新エネルギー等

の利用に関する特別措置法」（RPS

法）※ 2に基づき、再生可能エネル

ギーの導入促進に努めています。

※1：再生可能エネルギー　太陽光や風力、バイオマス、水
力など枯渇することのないエネルギー源のこと。一定地域
で１年間に得られるエネルギー量が限定される代わり、半
永久的に使用し続けることができる。
※2：電気事業者による新エネルギー等の利用に関する特
別措置法（RPS法）　電気事業者に太陽光、風力、バイオ
マス、中小水力（水路式、１，０００kW以下）等の新エネル
ギーの一定量以上の利用を義務づける制度。

風力発電

水力発電

エネルギー事業において、化石燃料をはじめとする多くの天然資源を消費するため、

再生可能エネルギーの実用化と開発や

エネルギーの効率的な利用を積極的に推進しています。

バイオマス燃料の
燃焼試験

環境報告

再生可能エネルギー※1の実用化と開発の推進

38

　事業用風力発電の開発導入に向

け、複数の地点で風況や周辺環境へ

の影響を含めた調査を実施しており、

このうち3地点（6.8万kW）について

は、2008年度の運転開始を目指して

います。また、グループ企業の（株）

シーテックが2006年2月から三重県

　

太陽光発電

風力発電

燃料電池発電

太陽光・風力・燃料電池発電設備設置状況（２００５年度末）

　
導入数（事業所）

49

３

１

導入出力（kW）

550

267

105

　182カ所、522万kWの水力発電

所を保有しており、水資源の有効活用

を図っています。さらに維持放流や未

利用落差を利用した効率的な水力発

電の開発を推進していきます。

　愛知県と共同で下水処理に伴い発

生する汚泥からのバイオマス燃料製

造と火力発電所での燃焼試験を

2006、2007年度に実施します。下水

道の普及により汚泥の発生量が増加

していくと見込まれ、その有効利用の

促進を目的としています。

　愛知県の衣浦東部浄化センターで

汚泥を炭化してバイオマス燃料を製

造します。当社は、隣接する碧南火力

発電所で燃焼させ発電用ボイラーな

どへの影響の有無などについて調査

します。

0

10,000

20,000

22,191 22,650
26,223

34,361

47,002

30,000

40,000

2000 01 02 03 04 05年度

50,000
万kWh

廃棄物

風力

太陽光

37,696

太陽光・風力・廃棄物発電からの余剰電力購入量

再生可能エネルギー
購入量

　事業場へ太陽光発電などの発電
設備を設置するとともに、再生可能エ

ネルギーである太陽光・風力発電な

どからの余剰電力を購入するなど、さ

まざまな取り組みを行っています。

愛・地球博での
燃料電池実証研究

　愛・地球博会場において、溶融炭酸

塩形燃料電池（MCFC）、固体酸化物

形燃料電池（SOFC）の実証研究を実

施しました。

　（独）新エネルギー・産業技術総合

開発機構（NEDO）の「新エネルギー

等地域集中実証研究」に参加し、万博

会場内のレストランから収集した生ご

みからのメタン発酵ガスを燃料とし

た250kW級MCFCコージェネレー

津市の「ウインドパーク美里」（1.6万

kW）で営業運転を開始しています。
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中部グリーン電力基金のしくみ

賛同者 賛同者

賛同者 賛同者

賛同者

設備への助成

寄付

参加者にはグリーンラベルを送付
寄付金や助成の実績などをお知らせ

中部電力（株）

中
部
グ
リ
ー
ン
電
力
基
金

（
財
）中
部
産
業
活
性
化
セ
ン
タ
ー
が
運
営

地方公共団体などの
太陽光発電設備

学校の環境教育用
自然エネルギー
発電設備

寄付

　2000年10月、「中部グリーン電力基金」がスタートしました。自

然エネルギー発電の普及にご賛同いただけるお客さまから寄付金

（500円/口・月）を募り、その普及促進に役立てる制度です。2005

年度末時点で426件、490口のご賛同をいただいています。寄付

金をお預かりするうえで、透明性を確保するため、（財）中部産業活

性化センターが運営主体となっています。

　当社は、ホームページなどで基金の概要についてご案内するとと

もに、お客さまからの寄付金とほぼ同額の寄付金を毎年度拠出する

など、基金の運営に協力しています。

中部グリーン電力基金

MCFCコージェネレーションシステム

エネルギーの効率的な利用

　原子力発電所の設備利用率の向

上、原子燃料のリサイクル、火力発電

所の熱効率向上など、エネルギーの

効率的利用に積極的に取り組んでい

ます。

原子力発電所の
設備利用率の向上

　安全を大前提に、原子力発電設備

の効率的な利用に取り組んでいます。

　浜岡原子力発電所の設備利用率は

3～5号機は、順調な運転により87.2

%でしたが、1・2号機の耐震裕度向

上工事などによる長期停止により発

電所全体では54.9%（至近5カ年平

均。単年度は63.1%）となりました。

浜岡原子力発電所の設備利用率の推移

　

原子燃料のリサイクル

　わが国では、原子燃料サイクルを原

ション設備を設置し、「長久手日本

館」、「NEDOパビリオン」の使用電力

と空調エネルギーの一部を供給しま

した。

　この実証研究は、中部国際空港近

接部の中部臨空都市において引き続

き実施されています。

　今後も、安全を最優先に浜岡原子

力発電所を運転・管理し、皆さまの信

頼と期待にお応えしたいと考えてい

ます。

63.1

54.9

2000 01 02 03 04 05年度

%

0

20

40

60

80

100

5カ年平均

単年度

　また、「ワンダーサーカス電力館」

では、30kWのSOFCコージェネレー

ション設備を設置し、電力館の使用電

力と空調エネルギーの一部を供給し

ました。万博会場という特殊な環境に

もかかわらず、4,000時間近い安定し

た連続運転ができました。

子力政策の基本にしています。

　使用済燃料を再処理しウラン資源

を有効に利用することで、原子力によ

るエネルギーの長期的な確保が実現

できます。エネルギー資源の少ない

わが国にとって、エネルギーの安定供

給確保のために原子燃料のリサイク

ルは非常に大きな意義があります。ま

た、使用済燃料を再処理することによ

り、使用済燃料全体をそのまま廃棄物

にすることなく、そこから放射能レベ

ルの高い廃棄物を分離して処分する

ことで、廃棄物の量を減らすことがで

きます。
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指針１ 資源を有効に活用します

安全を最優先に、浜岡原子力発電所でのプルサーマル計画を進めます。

地元の皆さまの

ご理解をいただきながら

　当社は、浜岡原子力発電所４号

機で、2010年度からプルサーマ

ル※1を実施したいと考えていま

す。

　2006年3月、当社はプルサー

マル計画の重要な手続きである

「原子炉設置変更許可」を国へ申

請しました。それに先立ち、2005

年9月から12月には、地元４市の

全戸を対象に当社従業員が訪問・

対話活動を実施し、発電所の状況

およびプルサーマル計画の概要などを説明

させていただきました。また、計90回におよ

ウラン鉱石 イエローケーキ※１

六フッ化ウラン

ウラン鉱山 製錬工場

転換工場 ウラン濃縮工場

再転換工場

成型加工工場

MOX燃料工場

原子力発電所

燃料集合体

MOX燃料使用済燃料

使用済燃料

再処理工場

回収ウラン

放射性廃棄物※2

（高レベル）

使用済燃料中間貯蔵施設

高レベル放射性廃棄物
処分施設

高レベル放射性廃棄物
貯蔵管理施設

六フッ化ウラン

二酸化ウラン

二酸化ウラン
（劣化ウラン）

再利用
（回収ウラン・
プルトニウム）

※１：ウラン鉱石を製錬して不純物を取り除いたものの通称で、黄色の粉末でケーキのように見えるため
※2：使用済燃料の再処理時にウランとプルトニウムを回収した後に残る放射性物質濃度が高い廃液をガラスで固化したもの

当社従業員による地元世帯の全戸訪問による対話活動

２００５年１１月に実施された公開討論会

原子燃料のリサイクル

ぶ地区説明会や公開討論会など、広くご意見

を伺う活動を実施しました。これからも地元

の皆さまのご理解をいただきながらプルサー

マル計画を進めてまいります。

プルサーマルの必要性

　エネルギー資源に乏しく、かつエネルギー

消費の多いわが国が、CO2排出量削減などの

地球温暖化問題にも対応しながら、将来にわ

たり安定してエネルギーを確保していくため

には、原子力発電の推進ととも

に、原子燃料サイクルの確立やプ

ルサーマルの推進が必要不可欠

です。プルサーマルを含めた原

子燃料サイクルの推進は、わが国

の原子力利用の基本的方針と

なっています。

プルサーマルの安全性

　安全性に関しては、プルサーマ

ルで使用するMOX燃料の特性

は十分に把握されており、既存の

発電所で安全に使用することが

できます。MOX燃料を全燃料の

3分の1程度まで使用しても、現在のウラン燃

料と基本的に同じ安全設計・評価が可能であ

るとされています。

※1：プルサーマル　原子力発電所の使用済燃料を再処
理して回収した「プルトニウム」を、ウランに混ぜて、再
び燃料（ＭＯＸ燃料）として「サーマルリアクター」（既存
の原子力発電所である軽水炉）で利用することを意味す
る言葉です。
浜岡原子力発電所4号機では、2010年度の定期点検
で、新しい燃料の一部をＭＯＸ燃料とする予定で、順次使
用していき、最大で全燃料の3分の１程度をＭＯＸ燃料と
する予定です。
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最新鋭コンバインド
サイクル発電の採用

　火力発電所の熱効率向上は、発電

用燃料の使用量やCO2排出量など

の削減につながります。

　当社は、高効率コンバインドサイク

ル発電の導入、高効率火力発電プラン

トの効果的な運用などにより、熱効率

向上に努めています。

　火力総合熱効率は1997年度から

2001年度まで5年連続全電力会社

第１位を達成するなど、高い水準と

なっています。

　2005年度の火力発電の総合熱効

率は41.36%となりました。

※1：熱効率　消費した燃料の熱エネルギーのうち、実際に
送電できる電気となった割合を示すもので、火力発電所の
効率的利用度をはかる目安。

　2005年7月、最新鋭の高効率LNG

火力発電所である新名古屋火力8号

系列（145.8万kW、愛知県名古屋

市）を着工し、2008年度の運転開始

を予定しています。発電効率約51%

の1500°C級ガスタービンによるコ

ンバインドサイクル発電方式を採用

し、燃料費の削減およびCO2排出量

の抑制を図ります。

　また、同じく高効率LNG火力発電

所である上越火力発電所1号系列

（118万kW、新潟県上越市）が2012

年度に運転開始予定です。

新名古屋火力8号系列完成予想図（手前、奥は7号系列）

　送電電圧の高電圧化や低損失型変

電設備の採用などの対策を積極的に

行い、送配電損失の低減に努めてき

ました。1993年以降の送配電損失率

は5%未満と高い水準を維持してい

ます。

　2005年度の送配電損失率は4.66

%（10電力会社のなかでもトップク

ラス）となりました。

当社火力総合熱効率（発電端）

火力発電設備熱効率

渥美3号（70万kW）

尾鷲三田3号（50万kW）

10社平均熱効率
（1988年度まで9社）

39.5

39.01

39.10

41.81

41.84

39.6
40.4

41.8
42.6 

48.5
48.6

41.36

51.0

75 8570 80 90 95 2000 05 10年度
30
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40

45
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55
％

知多4号（70万kW）

四日市4号系列（56万kW）
（1100°C級コンバインドサイクル）

川越3号系列（165万kW）
（1300°C級コンバインドサイクル）

新名古屋7号系列（145.8万kW）
（1300°C級コンバインドサイクル）

新名古屋8号系列（08年予定）
（1500°C級コンバインドサイクル）

（2001年度）

火力発電設備熱効率・火力総合熱効率の推移（高位発熱量基準）

送配電損失率の比較

出典：海外電気事業統計２００５年版（海外電力調査会）より作
成  中部電力：２００５年度、日本：２００４年度、その他は２００３年
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日本北欧アメリカフランス イギリス
アイルランド

ドイツ中国インド

43.4 43.9
42.8

35.6
37.0 37.2

33.3

28.6

火力発電設備熱効率の主要国との比較

（低位発熱量基準）（2002年）

　

※外国では低位発熱量基準が一般的であり、日本のデータ
（高位発熱量基準）を低位発熱量基準に換算。なお、低位発
熱量基準は高位発熱量基準よりも5～10％程度高い値と
なる。
出典：UPDATED COMPARISON OF POWER
EFFICIENCY ON GRID LEVEL（2005年）（ECOFYS社）
/電気事業連合会 資料
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指針2 環境への負荷を低減します

地球温暖化防止への取り組みは重要な経営課題のひとつです。

当社は、発電設備の効果的な運用をとおして

電力1kWh当たりのCO2排出量の低減を積極的に進めています。

また、事業活動に伴って排出される産業廃棄物についても循環型社会の実現を目指し、

ゼロエミッションに挑戦しています。

地球温暖化の防止

CO2排出量の削減　　　
　　　　　　　　

　電力使用によるCO2排出削減は、

電力をお届けする当社の取り組みと、

電力の効率的な利用推進などお客さ

まの取り組みが必要です。お客さま

がご使用になる電力1kWh当たりの

CO2排出量（CO2排出原単位）の削

減は、地球温暖化防止の観点から当

社が果たすべき使命だと考えていま

す。電気事業連合会では1996年に

「電気事業における環境行動計画」を

策定していますが、当社も「2010年

度におけるCO2排出原単位を1990

年度比20%削減」という目標を掲

げ、達成に向け各種の取り組みを推

進しています。

ＣＯ2排出原単位の削減

　電力の使用に伴うCO2排出量は、

お客さまの電力使用量と1kWh当た

りのCO2排出量（CO2排出原単位）

を掛け合わせて算出します。

　このうち、お客さまの電力使用量は

天候やお客さまの電力使用状況など

により増減することから、当社では自

らの努力が反映できるCO2排出原単

位の削減を目標としています。

　2005年度のCO2排出原単位は、

浜岡原子力発電所1・2号機の長期停

止、渇水による水力発電量の減少な

どにより、1990年度比2.4%の削減

にとどまり、0.453kg-CO2/kWhでし

た。CO2総排出量は5,911万 t-CO2

となりました。

　今後も、目標の達成に向けて、安全

を最優先に原子力発電所の設備利用

CO2排出量の推移
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（0.371）

0.453

CO2排出量

電力使用によるCO2排出量

1kWh当たりの
CO2排出量 電力使用量＝ ×

率の向上、高効率LNG火力機の着実

な開発による火力発電の熱効率の向

上、送配電損失率の低減、再生可能エ

ネルギーの導入、京都メカニズムの

活用などを積極的に推進していきま

す。

お客さまの
協力を得て進める対策

●再生可能エネルギーからの電力購入

●効率的エネルギー利用の支援

●省エネ、エコライフの提唱

中部電力の取り組み
（自らが進める対策）

●原子力発電所の設備利用率の向上

●火力発電の熱効率の向上

●送配電損失率の低減

●未利用エネルギーの開発・活用

●再生可能エネルギーの導入

●京都メカニズムの活用

●ＣＯ２以外の温室効果ガス排出抑制

地球温暖化防止対策
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京都メカニズムの活用

　地球規模で温暖化対策を進めるた

め、クリーン開発メカニズム（CDM※1）

や共同実施（JI※2）の活用を積極的

に進めています。

　日本政府のCDMプロジェクト承認

を受けたタイ籾殻発電事業では

2005年12月に運転を開始しました。

　また、これまで世界銀行炭素基金

（PCF）やアジア初の温室効果ガス削

減ファンドである日本温暖化ガス削減

基金（JGRF）に各1,000万ドルを出資

するなど、途上国などの温室効果ガス

削減プロジェクトに投資しています。

※１：CDM/Clean Development Mechanism＝ク
リーン開発メカニズム　先進国が、途上国において行われ
る温室効果ガス排出削減のプロジェクトを共同して行い、
それによって達成された削減分を先進国の削減分としてカ
ウントできる仕組み。
※2：JI/Joint Implementation＝共同実施　先進国
（附属書Ⅰ国）同士が共同で温室効果ガス排出削減のプロ
ジェクトを実施し、それによって達成された削減分を投資
国が自国の削減分としてカウントできる仕組み。

電気事業における環境行動計画

　電気事業連合会関係12社※１は、自ら達成

すべき目標とその達成のために必要となる

取り組みを掲げて、京都議定書採択（1997年

12月）に先立ち1996年11月に「電気事業に

おける環境行動計画」を策定、公表しました。

　環境行動計画では、「2010年度における

使用端CO2排出原単位を1990年度実績か

ら20%程度低減（0.34kg-CO2/kWh程度

まで低減）するよう努める」としています。

　電気事業としては電気の供給面・使用面で

の対策を積極的に進めていますが、以下の対

※破線は２００２～２００４年の原子力の長期停止等の影
響がない場合の試算値
出典：電気事業連合会

策を強化し引き続き目標達成に向けて最大

限取り組んでいくこととしています。

●安全確保と信頼回復を前提とした原子力発

電の推進

●火力発電熱効率のさらなる向上と火力電源

運用方法の検討

●京都メカニズムの活用

※1：電気事業連合会関係12社　電気事業連合会10
社（北海道、東北、東京、中部、北陸、関西、中国、四国、九
州、沖縄電力）および電源開発、日本原子力発電

電気の安定供給と環境

　わが国はエネルギーのほとんどを海外から

の輸入に頼っており、電力を安定的に確保す

るには水力、石油・石炭・LNGなどの火力、原

子力といった電源を組み合わせて発電を行う

ことが必要です。

　当社では、お客さまに電気を安心してお使

いいただくため、電源開発にあたっては経済

性、環境負荷特性、技術的な運転特性を総合

的に勘案し、各電源をバランスよく組み合わ

せています。

　地球温暖化防止の観点から、発電に際して

CO2を排出しない原子力発電は最も有効な

対策です。

　一方、石炭火力発電はCO2排出の多い発

電方式ですが、石炭は他の化石資源より資源

量が豊富で、燃料の供給安定性や経済性に優

れており、将来にわたって石炭の有効利用は

不可欠です。当社では、最新の高効率の発電

設備や排煙脱硫・脱硝装置などの環境対策技

術を採用し、環境保全に配慮した石炭利用を

進めています。

　さらに、当社をはじめ電気事業者ではLNG

火力と比べても遜色のない熱効率を目指す

石炭ガス化複合発電（ IGCC）の研究を共同

で進めています。

発電方式別CO2排出量
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発電燃料の燃焼に加え、原料の採掘から諸設備の建設・
燃料輸送・精製・運用・保守などのために消費される全
てのエネルギーを対象としてCO2排出量を算定。
原子力発電については、現在計画中の使用済燃料国内
再処理・プルサーマル利用（１回リサイクルを前提）・高
レベル放射性廃棄物処分などを含めて算定。
出典：（財）電力中央研究所

出典：BP統計2005、URANIUM2003
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　1999年6月に社内方針「フロンな

どの使用および排出抑制に関する基

本方針」を制定し、オゾン層破壊物質

であるフロン類の他、温暖化物質の

HFC、PFC、SF6の排出抑制、回収・再

使用などを行っています。

　HFCは、主に建物空調の冷媒とし

て使用していますが、機器の設置・修

理時の漏えい防止、回収ガスの再使

用などにより大気への排出抑制に努

めています。

　PFCは、変圧器の冷媒や絶縁媒体と

して液体の状態で使用しているため、

大気へ排出することはありません。

CO2以外の
温室効果ガス※１の削減

点検時におけるＳＦ６回収率

40

60

80

100%

99 2000 01 02

86.0

95.9

03 04 05年度

98.1 99.0 98.4 99.3 99.2

フロン類SF6排出量

  物質名

  HFC

  SF6

排出量

176t-CO2

約5万t-CO2

物流に関する
温室効果ガス削減対策

オフィスにおける
省資源・省エネ活動の推進

　低燃費車などの低公害車の採用、

アイドリングストップの励行、従業員の

通勤や出張における公共交通機関の

原則利用の徹底などにより、物流にお

ける温室効果ガス削減に努めていま

す。社有車の車両用燃料は1998年

度比で13%の削減となりました。

　また、海外からの燃料輸送におい

ても、タンカーの効率運航に努めて

います。

　石炭輸送では、大型船舶の使用を

推進し、輸送効率の向上を目指してい

ます。効率輸送の推進により2005年

度は、約1万トンの輸送燃料を節約

し、3万トンのCO2排出を削減したこ

とになります。

　LNGタンカーでは、輸送中にタン

ク内で気化した天然ガス（BOG:Boil

off Gas）も無駄にせずに、タンカー

の燃料として活用しています。

　オフィスで使用する電気、生活用水

などについては、事業場ごとに目標を

掲げて削減に努めてきました。省エ

ネ・省資源活動の2005年度実績は、

1998年度比で電気9.8％、水9.6％

の削減となりました。

　また、2005年6月には国が進める

地球温暖化防止「国民運動」である

「チーム・マイナス6%」に参加し、

愛・地球博で行われた「クール ビズ

コレクション」（環境省関連イベント）

で当社社長と従業員2名がモデルと

して出演しました。

クールビズコレクショ
ンに出演する川口社長
（当時）と当社従業員

99.6%、点検時99.2%の高い回収

率を達成しました。

※1：温室効果ガス　主に燃料の燃焼に伴う二酸化炭素
（CO2）、有機物の発酵などによるメタン（CH4）、工場で
の生産活動に伴う一酸化二窒素（N2O）、冷蔵庫などで使
用される代替フロンのハイドロフルオロカーボン類
（HFCS）、パーフルオロカーボン類（PFCS）、電気の絶
縁を保つために使用される六ふっ化硫黄（SF6）の6種
類。

　SF6は、主に電力機器の絶縁媒体と

して使用していますが、SF6の温室効

果はCO2の23,900倍と影響も大き

いことから、回収用の機材を開発する

とともに、点検・補修時のSF6回収・再

使用を徹底しています。2005年度

も、効率の良い回収に努め撤去時

オフィスの電気、車両燃料使用によるCO2排出量

　

  オフィスの電気使用

  車両燃料

CO2排出量

約5万t-CO2

約1万t-CO2

当社石炭専航船「龍城丸」
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廃棄物の削減

ゼロエミッションへの挑戦

石炭灰の有効利用

　石炭灰には、細粒、軽量、強度を増

すなどの優れた材料特性がありま

す。限りある資源を有効に利用する

ために、当社はさまざまなリサイクル

方法をとっています。

シーキュラス

　石炭灰に新たな価値を付加して高

度利用を図ることを目的に、碧南火力

発電所（愛知県碧南市）構内で人工ゼ

オライトを製造しています。

　人工ゼオライトは、ケイ素やアルミ

ナを主成分とする石炭灰に、苛性ソー

社外埋立処分量の内訳

　

95 96 97 98 99 2000 01 02 03 04 05年度

万t

0

25

50

75

100

125

150

社外埋立処分量

廃棄物発生量

産業廃棄物処理・リサイクルの流れ

　

資材
燃料 Reduce

Reuse

Recycle

●機器の長寿命化
●工法改善　など

●ケーブルドラム
●梱包材
●保温材
●計器類　など

●石炭灰（自社建設資材）
●金属くず（再生電線）　など

●石炭灰（セメント原料、土地造成材など）
●石こう（セメント原料、石こうボードなど）
●コンクリートくず（道路路盤材など）
●アスファルト（再生アスファルトなど）
●金属くず（金属）　など

●汚泥の一部
●建設廃材の一部
●廃プラスチックの一部　など

IN OUT
リサイクル量136.6万t

自社埋立処分量3.3万t
社外埋立処分量0.8万t

発生廃棄物量
141.3万t

※０１、０２年度に碧南火力発電所４・５号機が営業運転を開始
したことにより、石炭灰などの廃棄物発生量が増加しま
した。

　

　

　

　

　

　

産業廃棄物、副生物の発生量およびリサイクル量（２００５年度）

　

石炭灰

重原油灰

石こう

汚泥（固化したものを含む）

廃プラスチック類

金属くず

ガラス・陶磁器くず

建設廃材

その他※3

合計

　

（単位：万t）

発生量

93.1

0.4

29.3

7.3

0.3

2.0

0.2

8.3

0.5

141.3

リサイクル量

93.1※2

0.4

29.3

3.4

0.0

2.0

0.0

8.0

0.3

136.6

社外埋立処分量

0.0

0

0

0.1

0.2

0.0

0.2

0.2

0.1

0.8

自社埋立処分量※1

0

0

0

3.3

0

0

0

0

0

3.3

人工ゼオライト製品　粉体と粒状品

※１：自社埋立処分量は石炭灰とともに埋立用材として利用しているもの。
※２：これまで埋立用材として利用している石炭灰は自社埋立処分量として整理していましたが、港湾法上の計画に基づいて
行われる埋立において石炭火力発電所から出る石炭灰は、土地造成材に該当するとの見解が国から出されたため、リサイク
ル量に集計することとしました。
※３：廃油、廃アルカリなど
※四捨五入の関係で合計が合わないことがあります

産業廃棄物発生量・社外埋立処分量の推移

　

0

0.05

0.10

0.15

0.20

0.25
万t

社外埋立処分量
合計
0.8万t

請負会社排出分

当社排出分

廃
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク

汚
泥

ガ
ラ
ス
・
陶
器
く
ず

建
設
廃
材

金
属
く
ず

そ
の
他

当社排出分
0.1万t

請負会社排出分
0.7万t

　当社は2004年度からゼロエミッショ

ン を目標に掲げ、請負会社排出分を含

めた廃棄物の発生抑制（Reduce）、再

使用（Reuse）、再生利用（Recycle）

の3Rを基本にさまざまな取り組みを

展開しています。

　2 0 0 5 年度の廃棄物発生量は

141.3万トンとなり、3Rの推進により

社外埋立処分量は前年度より0.1万

トン削減し、0.8万トンとなりました。

　引き続き社外埋立廃棄物の有効活

用について検討を進め、ゼロエミッ

ションへ向けた取り組みを展開して

いきます。
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指針2 環境への負荷を低減します

ダムに漂着する落葉を腐葉土に

　岐阜支店加茂電力センターの川辺

ダム管理所では、ダムに漂着する落葉

から腐葉土を作る「落葉破砕分別機」

を製作し、地域のみなさまに提供して

います。

　ダムには落葉や流木などが漂着し

ます。これらの塵芥を有効活用して、

腐葉土を製造し、美濃加茂市主催の

「みのかも環境フェア」で配布したり、

腐葉土で育てたカブトムシを地元小

学校に提供しました。また、流木を白

川村の「森の発電所」に燃料として供

給しました。

放射性廃棄物の管理

　原子力発電所から発生する廃棄物

のうち、放射線を出すものが「放射性

廃棄物」です。浜岡原子力発電所の

放射性廃棄物は、含まれている放射

性物質の種類や濃度などに応じた方

法で処理され、生活環境に影響を及

ぼさないように処分されます。

　気体および液体廃棄物の一部は放

射能を測定し、安全を確認して、排気

筒から大気へ、放水口から海へ放出し

ています。それに伴う周辺への影響

は自然放射線の約 5 0分の 1以下

（0.05ミリシーベルト /年）になるよ

う管理しています。

　発電所内の固体廃棄物貯蔵庫に、

2005年度末時点で34,986本（ドラ

ム缶相当）の低レベル放射性廃棄物

を安全に保管しています。また、

1992年度から青森県六ヶ所村の低

レベル放射性廃棄物埋設センター

（日本原燃（株）殿）へ19,693本を搬

出しました。これらは同センターにお

いて、放射性物質を閉じこめるための

対策を施し、地下に埋設（覆土4m以

上）されます。

放射性廃棄物の処理例

　

ろ過

蒸発・濃縮液体

気体

固体

放射能を測定し
安全を確認する

放射能を測定し
安全を確認する

発電所内に安全に保管する

六ヶ所村
低レベル
放射性廃棄物
埋設センター

冷却用海水と
ともに海へ放出

排気筒から
放出

ドラム缶内に固化する焼却・圧縮・溶融

フィルタ

ダを加えアルカリ処理して製造され

る灰色微粉末の無機材料です。吸着、

陽イオン交換、触媒などの機能を持つ

多孔質の結晶体で、悪臭ガスの吸着

や脱臭、重金属を含む排水の浄化、土

壌改良などの環境改善をはじめとす

る幅広い用途に利用できます。

　製造した高品質な人工ゼオライト

は、商品名「シーキュラス（商標登

録）」として販売し、家庭用の空気清

浄機や園芸用土壌改良資材などに活

用されています。

　また、人工ゼオライトと石炭灰の一

種であるクリンカアッシュを混合した

農業向け土壌改良材「ランドプラス

Ｚ」を開発し、販売しています。「ラン

ドプラスＺ」は、肥料や水を保持する

力、透水性、通気性に優れた上に、酸

性土を改良する特性を持っています。

プラッシュを利用した排気口

食用菊のハウス栽培。左側にランドプラスＺを施用、右側は
未施用

石炭灰混合プラスチック

「PLASH」の開発

　2004年から石炭灰をプラスチック

製品の原料として有効利用した「石

炭灰混合プラスチック原料（PLASH：

プラッシュ）」を三菱重工業（株）殿と

共同開発し、製造販売しています。

　より幅広い用途での活用を目指し

て、新たにガラス繊維を添加して強

度を高めた製品や、環境に配慮して

リサイクル材を用いた製品を開発し

ました。
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発電所の環境保全対策の推進

火力発電所の環境保全対策

　関係自治体との環境保全協定など

に基づき、大気汚染や水質汚濁、騒音・

振動などの防止対策を実施するとと

もに、その対策や効果を監視・観測す

るなど、周辺環境に配慮しています。

発電所では、周辺環境のモニタリング

調査を実施し、環境への影響について

問題のないことを確認しています。

　火力発電所では、大気保全をはじ

め、排水、騒音・振動などさまざまな環

境保全対策を行っています。発電電

力量当たりの SOx（硫黄酸化物）、

NOx（窒素酸化物）排出量は世界で

最も優れた水準に達しています。

温排水
環
境
保
全
対
策

硫黄酸化物対策

窒素酸化物対策

ばいじん対策

排水対策

温排水対策

騒音防止対策

振動防止対策

再資源化対策

処理対策

悪臭防止対策

景観保全対策

発電所建設中対策

保安対策

漏油対策

大気汚染

水質汚濁

騒音・振動

産業廃棄物

その他

タービン建屋

排煙測定装置

蒸気タービン

復水器

発電機
ボイラ バンカー

微粉炭機

電気式
集じん装置

電気式集じん装置

集合煙突

硫黄酸化物の除去

ばいじんの除去

窒素酸化物の除去

排煙の常時監視

排水の浄化

排水の常時監視
水温上昇の低減

放水流速の低減

窒素酸化物の低減

石炭粉じんの飛散防止漏油防止

資源の有効活用

騒音の防止

排煙監視カメラ

排煙脱硫
装置

排煙脱硝
装置

ボイラ建屋

変圧器建屋 家庭・工場へ

開閉装置変圧器

取水口

放水口

表層放水

排水測定装置総合排水処理装置

排水

海

海

緑地

送電鉄塔

貯炭場

リクレーマ

しゃ風フェンス

石炭灰の有効活用

スタッカ

コンベア
（防じん構造）

アンローダ
（揚炭機）

コンベア
（防じん構造）

散水装置

石炭船

オイルフェンス

散水

カーテンウォール

深層取水

発電所の環境保全対策（石炭火力の例）

環境に関する
法令・条例・協定の遵守

　2005年度は、環境に関する法令・

条例に違反した事例はありませんで

したが、公害防止協定値の超過が1件

あり、再発防止策を講じました。

浜岡原子力発電所周辺の
放射線管理

　日常生活のなかには、さまざまな放

射線や放射性物質があります。宇宙

線や土壌・食物などに含まれる放射性

物質から受ける「自然放射線」の量

は、1人当たり年間約2.4ミリシーベ

ルト※1（世界平均）です。原子力発電

所周辺にお住まいの皆さまが原子力

発電所から受ける放射線量は、法令

で年間1ミリシーベルト以下に定めら

れています。

　浜岡原子力発電所から放出された

放射性気体、液体廃棄物の量から評

価した 2 0 0 5年度の実績は、年間

0.001ミリシーベルト未満でした。

※１：ミリシーベルト　放射線による人体への影響を示す単位。

アメリカ イギリス ドイツ フランス 日本 中部電力
0

1

2

3

4
g/kWh

SOx排出量

NOx排出量

0.06 0.09

火力発電所のSOx・NOx排出量の主要国との比較

　

出典：「図表で語るエネルギーの基礎」（電気事業連合会）
より作成
中部電力：２００５年度、日本：２００４年度、その他は２００２年

　四日市火力発電所において、2006年1

月に生活排水処理装置放流水の大腸菌群

数が590個 /cm3と四日市市との公害防

止協定値(200個/cm3)を超過しているこ

とが判明しました。　

　関係各行政に報告するとともに、原因を

調査した結果、同装置には異常はないこと

を確認し、サンプル水に異物が混入した可

能性が最も高いと推定されたため、異物

などの落下防止策を講じました。

生活排水処理装置放流水での
大腸菌群数の超過
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指針2 環境への負荷を低減します

化学物質の管理

PRTR対象物質の使用状況

　火力発電所などの給排水処理や化

学分析などに薬品を使用しています

が、従来からマニュアルなどに基づい

て管理を行っています。

　また、「特定化学物質の環境への排

出量の把握等及び管理の改善の促進

に関する法律」（PRTR法：1999年7

月制定）に先立ち、1997年からPRTR

自主調査を開始し、対象物質の環境

への排出が少ないことを確認してき

ました。

　今後も、社内管理手引などに基づ

き、厳正な管理を行うとともに、運用

方法改善、代替物質・技術の導入など

によりPRTR対象物質の排出量削減

に取り組みます。

ダイオキシン類の排出抑制

　ダイオキシン類の排出を抑制する

ため、小型焼却炉243基（1997年9

月時点）を2005年度末までに順次廃

止し、「ダイオキシン類対策特別措置

法」の対象となる特定施設は、研究用

のものだけとなりました。この特定施

設は、法律に基づき適正に維持管理し

ています。

排出量削減の取り組み

　塗料に含まれるトルエンやキシレ

ンなどの大気への排出量を削減する

ため、これらの対象物質を含まない、

または含有量の少ない塗料への変更

について検討しています。2005年度

に行った火力発電所内の塗装工事の

一部に、トルエンやキシレンをほとん

ど含まない塗料を採用しました。今後

も同様の検討を継続するとともに、設

備の塗装インターバルの見直しや塗

料の塗布回数の見直しなど排出量削

減に向けた取り組みを進めていきま

す。

PRTR対象物質の調査結果（２００５年度）

　

　　

物質名

エチルベンゼン

キシレン

ＨＣＦＣ２２５

スチレン

ヒドラジン

ハロン１３０１

ベンゼン

りん酸トリス

ダイオキシン類

  取扱量

    6.0 t　　

    11.7 t　　

    2.7 t　　

     5.4 t　　

     6.4 t　　

     7.7 t　　

     891.7 t　　

     4.5 t　　

―   　　

主な用途

塗料に含有

塗料に含有

ドライクリーニング

放射性廃棄物固化剤に含有

ボイラー給水処理剤

冷熱発電用熱媒体

火力発電用燃料に含有

タービン制御油

小型焼却炉などからの排出

 大気

6,000 kg　

11,700 kg　

    2,700 kg　

        0 　　

      1.2 kg　

        0 　　

        0.0 　　

        0 　　

0.20mg-TEQ

排出量

0　 　

        0　 　

        0　 　

        　0　 　

        0　 　

        0　 　

        0　 　

    4,500 kg　

0.00016mg-TEQ

水域

     0 　　

     0 　　

0 　　

     0 　　

    17.1kg　

　　0 　　

     0 　　

0 　　

     0 　　

移動量

大気への排出 
20 t

水域への排出 
0.02 t

廃棄物としての移動 
5 t

燃料に含まれるベンゼン 
塗料に含まれるキシレンなど 

給水処理剤のヒドラジン タービン制御油のりん酸トリスなど 

燃料、塗料に含まれる 
キシレンなど 

燃料、材料などに含まれる化学物質 
取扱量 936 t

消費など  911 t

PRTR対象物質の消費・排出（２００５年度）

　

※ダイオキシン類を除き、事業場における年間取扱量1t以上の第一種指定化学物質（特定第一種指定化学物質は0.5t以上）について集計。
※ダイオキシン類は各異性体の毒性が異なるため、2,3,7,8四塩化ジベンゾ・パラ・ジオキシンの毒性に換算して合計した毒性等量（TEQ）により表す。

PCB（ポリ塩化ビフェニル）
処理

　当社ではPCB使用機器（高濃度

PCB）と極微量のPCBが誤混入した

再生絶縁油※1を使用した柱上変圧

器を保有していますが、PCBの製造・

輸入・使用が禁止された1974年以

降、厳重に管理・保管しています。

　このうち、大量に保管している低濃

度PCB絶縁油の無害化処理について

は、名古屋港9号地（名古屋市港区）

内の社有地に「絶縁油リサイクルセン
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土壌汚染対策

　当社では、土壌汚染に関連する法・

条例を遵守し、土壌汚染の防止に努

めています。2005年度には、新たに

2件の土壌汚染が確認されましたが、

条例に基づき汚染範囲の土壌を掘

削・搬出し、適切な処理を行いまし

た。

　今後は、土壌汚染によるリスクを回

避するため、社内方針に基づき、自主

的な土壌汚染調査を実施していく予

定です。

絶縁油リサイクルセンター

ター」を建設し、2005年2月から運

転を開始しました。「絶縁油リサイク

ルセンター」は低濃度PCB絶縁油を、

「廃棄物の処理及び清掃に関する法

律」により認定された脱塩素化分解

法の一つであるアルカリ触媒分解法

により安全・確実に無害化する施設

で、処理後はリサイクル油としてタン

クローリーにより出荷します。

当社所有地の土壌調査について

　当社が所有する旧矢田南倉庫土地（名

古屋市東区矢田南）の建物解体工事を行

うにあたり、土壌調査を行ったところ、分

析結果の一部に環境基準を超える「鉛及

びその化合物」が検出されました。この

ため、名古屋市の指導により汚染範囲の

土壌を掘削・搬出し、適切に処理しまし

た。

R E P O R T  2 0 0 5

　一方、低濃度PCB含有柱上変圧器

の容器・部材処理については、西名古

屋火力発電所（愛知県海部郡飛島

村）敷地内に処理施設を設置すべく、

現在建設工事を進めています。本施

設「変圧器リサイクルセンター（仮

称）」は2007年度下期の運転開始を

予定しています。また、PCB使用機器

（高濃度PCB）については、外部委託

により処理を進めることとしていま

す。

※1：再生絶縁油　一部の柱上変圧器に使用、1989年に
極微量のＰＣＢの誤混入が判明（低濃度ＰＣＢ絶縁油）

絶縁油リサイクルセンターの火災

　2005年8月13日、絶縁油リサイクルセン

ター低濃度PCB無害化処理施設において火

災が発生し、午前9時40分、消防により鎮火

が確認されました。低濃度PCB絶縁油を無

害化処理する容器本体と排出弁の接合部分

に挟み込まれているガスケット※が、高温・高

アルカリにより劣化・損傷し、接合部分から低

濃度PCB絶縁油が漏洩、発火に至ったもの

と推定しました。

R E P O R T  2 0 0 5

　当社では、石綿の使用状況などの

調査・把握に努め、適宜石綿に関する

取り組み状況を公表しています。

　石綿を含有する吹き付けについて

は防音材、断熱材、耐火材として一部

の建物に使用していますが、石綿の

除去などの対策を計画的に実施して

います。石綿を含有する製品につい

ては発電設備の保温材、シール材な

どの一部に使用していますが、成形品

であり通常使用時には飛散性はない

ため、定期検査や修繕工事にあわせ

て順次非石綿製品に取り替えていく

予定です。

　今後も、国の石綿対策の動向や関

係法令などを踏まえ、石綿問題に関し

て適正に対応していきます。

　また、社員やグループ会社の従業

員の石綿に関する労災認定について

は、1名の方が労災認定を受け、2名

の方が労災申請中です（2006年5月

現在）。

石綿の使用状況

　このため、ガスケットを高温・高アルカリ

状態に耐えられる仕様の製品に交換し、仮

に、接合部分から低濃度PCB絶縁油が漏洩

しても空気に触れないよう、接合部分を区

分し、内部に不活性ガス（窒素）を注入する

などの対策を講じました。なお、この事象に

よる外部への絶縁油の漏出および、けが人

はありませんでした。
※：配管等の接合部分から液体が漏洩するのを防ぐた
めに、接合部分に挟み込む薄板状の部品。

変圧器リサイクルセンター（仮称）
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自然との共生に配慮した活動の展開

緑化対策

　当社は山林や発電所敷地内など緑

地を約2,300ha所有しています。

　火力・原子力発電所では、自然に近

い森林の形成を目指して緑化を行っ

ています。緑化にあたっては、地域の

植生と調和した樹種を選定するとと

もに、鳥類などの好む食餌植物を取り

入れて陸生動物の生息環境の保全に

努めています。

　設備形成にあたっては、自然環境保

全に向け、周辺の自然環境や都市景

観に配慮し、さまざまな取り組みを

行っています。

苗木の配布

　緑豊かな地域づくりを支援するた

め、苗木を学校や公園など公共施設

に配布しており、2005年度末に配布

累計が約28.9万本となりました。

　知多・知多第二火力発電所では、知

多市岡田北部地区で実施された植樹

活動に協力しました。この植樹活動

は、「どんぐりの森」プロジェクトとし

て同地区の土地区画整理組合が主催

したもので、知多・知多第二火力発電

所が400本の苗木を寄贈しました。

知多市岡田北部地区での植樹

生物多様性への取り組み

バイオテレメトリー技術の確立

　水力発電用ダムなどの河川構築物

が河川魚類などの生態系に与える影

響についての調査技術の開発に努め

ています。その一環として河川魚類

に小型発信器を装着し、その行動を

解析する技術（バイオテレメトリー）

を確立しました。従来、河川魚類の行

動把握は、魚にアンカータグなどの標

識を付けて放流し、再度捕獲する方

法が用いられていますが、放流地点と

再捕獲地点が把握できるのみでし

た。しかし、本技術では、小型河川魚

類に対しての個体ごとの行動を昼夜

を問わず把握することが可能です。

この調査は、グループ企業の（株）テ

クノ中部が実施します。

ヘリコプターによる鉄塔撤去工事で

樹木の伐採量を削減

　グループ企業の（株）シーテック、新

日本ヘリコプター（株）と共同でヘリ

コプターによる鉄塔撤去用搬送補助

装置を開発しました。山岳地の鉄塔

撤去工事では、鉄塔を上部から少しず

つ解体し、解体完了後にヘリコプター

や索道を使って撤去材料を運搬する

ことが一般的でした。この装置により

鉄塔を吊り上げて平地まで運搬する

平地までヘリコプターで運搬した鉄塔

景観への配慮

　発電、変電、送・配電などの電力供

給設備の建設・維持にあたっては、経

済性を考慮しつつ地域景観との調和

を図っています。

　発電所では、煙突や本館などの形

状・色彩を景観シミュレーションで評

価したうえで選定しています。

　自然公園や景勝地など自然景観の

優れた地域を経過する送電線につい

ては、周辺環境と融和するよう、着色

塗装や低光沢化処理した鉄塔、着色

がいしなどを採用しています。

　また、電柱などの架空配電線設備

については、建設後のイメージを簡易

に視覚化し、周辺の景観に与える影響

を検討できる景観シミュレーションシ

ステムを開発し、2005年秋から本格

運用しています。

ことで山地での作業スペースの縮小

が可能となり、樹木の伐採量が最大で

8～9割削減できました。さらに、鉄

塔上部における高所作業の削減が図

れるなど、安

全面、コスト

面において

も大きな効

果が確認で

きました。

指針2 環境への負荷を低減します



Environmental Performance

環
境
報
告

環
境
管
理
レ
ベ
ル
を
向
上
し
ま
す

経
営
と
経
済
報
告

社
会
報
告

51

指針3 環境管理レベルを向上します

企業が環境経営を実践する上で、環境管理を確実に推進することは重要です。

環境管理体制を整備するとともに、

環境マネジメントシステムの導入や環境教育の充実、

グリーン調達の推進などにより環境経営に努めてきましたが、

更なる環境管理レベルの向上を目指した取り組みを行っていきます。

環境経営

環境マネジメントシステム※１
の構築状況

　企業が持続的発展を遂げるために

は環境保全と経済活動を同時に実現

することが重要です。

　安定的かつ低廉なエネルギーの供

給に努めるとともに、地球環境の保全

に配慮した企業活動を展開すること

が当社の使命であり、これを確実に実

践することが当社の「環境経営」であ

ると考えます。

　この環境経営への取り組みを確実

に実施するため、社長を中心とし、各

部門や支店を横断する推進体制を構

築しています。

安定的に
エネルギーを
お届けする

安定的に
エネルギーを
お届けする

低廉な
エネルギーを
お届けする

低廉な
エネルギーを
お届けする

環境に配慮した
エネルギーを
お届けする

環境に配慮した
エネルギーを
お届けする

安定的に
エネルギーを
お届けする

低廉な
エネルギーを
お届けする

環境に配慮した
エネルギーを
お届けする

　1998年1月に「環境管理規程」を

制定し、事業場における環境方針と行

動目標の策定を促進してきました。

　その結果、2005年度末には、ISO

ISO14001認証取得事業場（２００５年度末）

　

  本店

  支店

　

知多・知多第二火力発電所
浜岡原子力発電所
工務技術センター
技術開発本部

静岡支店管内（14事業場）
長野支店管内（14事業場）
岡崎支店管内（13事業場）

環境マネジメントシステム
社内認証制度

　環境マネジメントシステムの全社

展開を図るため、1999年度から社内

認証制度を導入し、グループ企業で

環境部 

制度の主管 

審査業務の 
委託契約 

年度受審計画報告 

審査実施 
依頼 

審査結果 
報告 
 

審査の実施 

認定証の交付 

受審の意志表明 

発電所・営業所など 

環境マネジメントシステムの 
構築・運用 

（株）テクノ中部 

審査の実施 

支店など 

受審計画の調整 
審査結果の判定 
社内認証 

1

2

3

4

5

6
7

社内認証制度

環境マネジメントシステム構築率の推移

98 99 2000 01 02 03 04 05年度
0

20

40

60

80

100
%

97

14001認証取得事業場を含めて、約

9割の事業場が環境マネジメントシス

テムを構築しており、「環境負荷の低

減」や「PDCA手法の導入」などの環

境管理活動は定着してきました。

　また、2004年度から環境マネジメ

ントシステムの再構築を進め、2005

年度末までに全支店で完了しました。

　再構築では、当社の事業活動に直

結した環境管理の推進、管下の事業

場毎の従来システムを支店一括で構

築するなど有効性と効率性を目指し

たシステムにステップアップしまし

た。

※1：環境マネジメントシステム（EMS）　自社の活動や
提供する製品・サービスが環境へどのような影響を与え、
または与える可能性があるかを把握して、環境に関する方
針や目標を設定し、自主的に取り組む組織的な仕組み。

ある（株）テクノ中部が審査登録機関

と同レベルの審査を実施していま

す。

　また、この制度は、2004 年11月改

訂の ISO14001で認められている

「自己宣言について組織外部の人又

はグループに確認を求める」（「JISQ

14001」より抜粋）に該当します。
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指針3 環境管理レベルを向上します

グリーン調達
ECONPマークの制定

　2005年7月、中部電力グループ一体

となった環境経営の推進と環境ブラン

ド構築に活用するため、環境シンボル

マークと名称を制定しました。

　当社およびグループ企業における環

境マネジメントシステム（ISO14001）

導入事業場で使用しています。

事務消耗品などの
グリーン調達

　コピー用紙や文房具などの市販一

般品については、社会一般に認知され

たエコマークなどの評価基準を準用

しグリーン調達を実施しており、2005

年度のグリーン調達率は94%となり

ました。今後、さらに従業員の環境意

識向上を図り、事務消耗品のグリーン

調達率100%を目指します。

　2003年度に「中部電力グリーン調

達」を導入し、当社を含め当社の事業

活動に関連する企業が一体となった

循環型社会構築に向けた取り組みを

推進しています。また、2006年度か

らはより一層CSRに配慮した調達を

進めています。

取引先の
環境管理状況調査

　取引先の環境への取り組み状況を

把握し、当社の事業活動に関連する

企業全体としての環境への取り組み

の向上を図るため、2002年度から取

引先の調査を実施しています。2005

電力用資機材の
グリーン調達

　電力設備に関わる環境負荷を低減

するため、電力設備を構成する電力

用資機材のグリーン調達を進めてい

ます。2005年7月には「グリーン調

達ガイドライン」を発行し、取引先と

の協力関係のもと電力用資機材の環

境側面に着目し、製品の改善などに努

めています。

　取り組みの一つとして、電力用資機

材を対象に、取引先から環境配慮へ

の改善提案（グリーン提案）を募集し

ています。2005年度は1件の応募を

いただき、グリーン製品として認定し

ました。

グリーン提案の実績
（グリーン製品として認定）

会社名：昭和電工（株）殿

品名：エコアン（ECOANN）

提案内容：

液化アンモニア（主に火力発電所で使用）

の原料の一部を化石燃料から使用済みプラ

スチックに変更し、従来に比べ省資源化し

た。

2005年度グリーン調達実績

　

※1：電子調達システムによる購入分

  品目

  コピー用紙

  プリンタ用トナー

  その他事務消耗品※1

  総合

実績

100%

100%

76%

94%

年度は、取引先約1,240社に対して、

環境マネジメントシステム構築状況

や化学物質の管理体制などに関する

調査を行いました。

環境管理活動の定量的評価の研究

　2003年度から環境管理活動が事業に

与える効果を定量的かつ統合的に把握す

る手法の開発を目的に研究を実施してい

ます。

　2004年度には、事業活動から発生する

環境負荷を「日本版被害算定型影響評価

手法（LIME）」による統合化を行い、販売

電力量あたりの環境負荷指数を算出する

とともに、環境貢献活動を「仮想市場評価

法（CVM）」により評価し、販売電力量あ

たりの環境貢献指数として算出しました。

　2005年度は、環境負荷について発電分

野から流通分野まで拡げるなどの改良を

行い、より事業活動に近い形で負荷指数を

算出しました。

　また、環境貢献活動についても環境負

荷と同様の手法により評価を行い、消費者

の購買意識に近い分析が可能となりまし

た。本研究は、日本福祉大学の坂上助教授

のご指導をいただきました。

　今後は、実際の事業活動への適用を目

指して研究を継続します。

R E P O R T  2 0 0 5

環境（ECO）と音符（ONP）を組み合わせた「ECONP
（エコンプ）」マーク

Look! P70
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環境教育

　従業員に対する環境教育は、日常

業務の中のOJT※1で行うことを基本

としています。

　また、これを補完するために、環境

教育トレーナー制度による環境教育

や新入社員への環境教育、全従業員

を対象にしたeラーニングによる環

境教育を実施しています。

　さらに、各部門における集合教育に

おいても、部門特有の環境教育を実

施しています。

※1：OJT/On the Job Training　職場で教育訓練す
る方式。

環境教育の体系

項　目

基礎知識の
修得　
社内体制
環境方針
行動目標など

時代に応じた
環境知識の
修得　
行動目標の実績
地球環境問題の
動向など

部門特有の
環境知識の
修得　
廃棄物処理
環境法令など

入社１年目

２年目以降

新
入
社
員
教
育

各
部
門
研
修

環
境
教
育
ト
レ
ー
ナ
ー
に
よ
る
教
育

ｅ
ラ
ー
ニ
ン
グ
に
よ
る
教
育

環境教育トレーナー制度

　各事業場で選任された環境教育ト

レーナーに対して環境部が養成講習

会を開催し、各トレーナーがこの講習

会で習得した知識をもとに事業場の

従業員に環境に関する意識啓蒙教育

を実施する制度です。

　1998年度から導入され、2005年

度は218名のトレーナーが養成講習

会を受講しました。これまで、のべ

1,920名がトレーナーを経験し、ここ

で得た環境知識を業務や部下指導に

活用しています。

環境教育トレーナーによる環境教育の体制

環境教育トレーナー
（任期：１年）

本店各室・部長
事業場の長

全従業員

環境部
養成 報告

報告

選任

教育

1

2

3

4

5

eラーニングによる
環境教育

　2002年度より全従業員を対象に、

eラーニングを活用した環境教育を

実施しています。この eラーニング

は、社内の通信ネットワークを活用し

た教育システムで、従業員各自が空

いた時間に学習でき、また、繰り返し

学習により理解が深められるメリット

があります。

　このため、eラーニングによる環境

教育に対する意識が年々深まり、

2005年度は97%の受講率となりま

した。

中電ECOポイント

　従業員による環境に配慮した自発

的な活動の促進を図るため、12月の

「地球温暖化防止月間」の取り組みの

ひとつとして、「中電ECO（エコ）ポイ

ント活動」を実施しました。

　この活動は、従業員が日頃から職

場や地域・家庭などで取り組む、清

掃活動、環境家計簿、環境に関する

講演会への参加や資格の取得など

の環境活動に対し、ポイントを付与

するものです。

　2005年12月～翌年2月までの期

間中、従業員の約1割にあたる1,555

名が参加しました。

　活動の成果について、社内周知す

るとともに、高ポイント獲得者には

内ヶ谷山林における森林活動で製作

したベンチなどを贈呈しました。

　この活動は、今後も引き続き実施し

ていきます。

全従業員を対象にしたeラーニング
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指針3 環境管理レベルを向上します

グループ企業の取り組み

中部電力グループ共通の
環境理念と環境ビジョン

　2004年4月、グループ共通の環境

理念と環境ビジョンからなる「中部電

力グループ環境宣言」を制定してい

ます。

環境管理のレベルアップ

　中部電力グループは、「総合エネル

ギーサービス企業グループ」として

事業を展開するとともに、「環境・暮ら

しサポート事業」や「 IT事業」にも取

り組んでいます。これら全ての事業活

動において、地球温暖化の防止や循

環型社会の実現などの地球環境保全

を企業の社会的責任と認識し、グ

ループ一体となった環境経営への取

り組みを推進しています。

中部電力グループ
環境対策会議

　2001年4月、グループ企業の結束

強化と環境対策の向上を図ることを

目的に「中部電力グループ環境対策

会議」（2005年度末現在、当社を含

め36社参加）を設置しました。

　2005年度は、2回開催し、グループ

共通の環境活動ガイドラインの制定

に向けた検討を実施しました。

環境方針・行動目標の制定

　グループにおける環境マネジメン

トシステム導入率100%を目指し、グ

ループ企業各社が事業特性に応じた

環境方針と行動目標の策定に取り組

み、2005年度末現在、33社（導入率

92%）が環境方針・行動目標を策定

しています。

　また、環境マネジメントシステム

（EMS）は、2004年度に比べ5社増

環境方針・行動目標の策定状況

環境マネジメントシステムの構築※1状況

　

環境教育の実施状況
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エコアクション21※2

ISO14001

加し、14社（導入率39%）が構築し

ています。

環境教育

　グループ企業従業員の環境教育

を支援するため、2005年度には環

境教育講習会を実施しました。また、

当社のeラーニングなどの環境教育

教材をグループ内のイントラネットに

掲載するとともに教材を配布しまし

た。さらに、グループ企業の環境教

育に講師として参加しました。この

結果、環境教育実施企業は2005年

度に比べ 15社増加し、32社になり

ました。

事務消耗品のグリーン調達

　事務消耗品については、2005年度

末で33社がグリーン調達を導入して

います。

　2005年度のグループ全体のグ

リーン調達率は70%となりました。

※1：ISO14001、ISO14001（自己宣言）、環境活動評
価プログラムを含み1社1事業所以上で算定
※2：ISO14001をベースに環境省が策定した環境活動
評価プログラム
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グループ企業の環境負荷（2005年度、集計対象：当社を除くグループ企業35社）

PRTR実績

　　

物質名

ハロン１３０１

ＨＣＦＣ２２５

トルエン

エチレングリコールモノエチルエーテル

キシレン

スチレン

2004年度主な用途

冷熱発電用熱媒体

部品洗浄

塗料に含有

※事業場における年間取扱量１ｔ以上の第一種指定化学物質（特定第一種指定化学物質は０．５ｔ以上）について集計

　　

　

資源循環

管理活動

社会活動

合計

1社当たりの平均環境コスト（費用額）

主な項目

減量化・リサイクル

処分・処理

減量化・リサイクル

処分・処理

環境保全対策組織の人件費、環境教育・研修

ISO14001・社内認証の取得・維持

緑化・自然保護活動

産業廃棄物対策

一般廃棄物対策

組織対策

認証取得・維持

緑化・自然保護

（単位：百万円）

分類
2005年度

97

705

39

142

977

71

111

2,140

61

※百万円未満四捨五入のため合計値が合わないことがあります。

グループ企業の環境保全コスト（2005年度、集計対象：当社を除くグループ企業35社）

中部電力グループでの環境保全コスト（費用額）の集計を行っています。

　

物質名

電力使用量

水使用量

車両燃料使用量

燃料使用量

2005年度 物質名

産業廃棄物

古紙

SOx排出量

NOx排出量

CO2排出量

2005年度

2002年度からグループ全体での環境負荷データの把握に取り組み、

各社の自主目標に基づき環境負荷の低減に努めています。

6,663万kWh

13,734万kWh

水道：64万m3、工業用水：13万m3

ガソリン：4.4千kl、軽油：2.9千kl

2.8千kl

1,967万m3

リサイクル量：5.5万t

リサイクル量：1,209t

石油

ガス

排出量：6.5万t

排出量：1,687t

4.0t

48.4t

15万t-CO2

※電気使用量、車両燃料使用量、燃料使用量から算定

グループ企業の取り組み

シーエナジー

　「総合エネルギーサービス企業」と

して、お客さまの環境対策や省エネ

ルギー対策などをESCO事業でサ

ポートし、2005年度末で、83件、

178,195kWのご契約をいただいて

います。

　天然ガスコージェネレーションシス

テム、太陽光発電装置、燃料電池など

新エネルギーを活用したシステムを

コージェネレーション設備

トーエネック

　（株）トーエネックでは、省エネ診

断、省エネ設備導入のための設計・施

工、保守・運転管理、事業資金の調達

多数採用いただき、CO2排出などお

客さまの環境負荷低減に貢献してい

ます。

などの包括的なサービスを提供する

ESCO事業を展開しています。

　2006年1月には、（株）名古屋銀行

殿とともに実施した「（株）名古屋銀

行 高針ビルESCO事業」が（財）省エ

ネルギーセンター主催の「優良

ESCO事業表彰」の銅賞を受賞しまし

た。同事業では、照明、空調機の省エ

ネルギー設備やコージェネレーション

設備の導入により、年間の省エネル

ギー量は12,873GJ（原油換算値337

ｋl）、CO2排出削減量は145.7ｔ-CO2

となりました。

オフィス

工場

2005年度

取扱量（t）

7.0

2.5

8.2

1.7

5.2

1.1

 排出量（kg）

7,000

2,500

7,400

170

3,800

160

移動量（kg）

0

0

750

1,500

1,400

920

取扱量（t）

9.1

1.7

10.6

1.8

4.8

1.3

 排出量（kg）

9,100

1,700

9,900

180

3,500

190

移動量（kg）

0

0

700

1,600

1,300

1,100

費用額

2004年度

60

683

85

152

652

77

118

1,827

51
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指針4 環境についてコミュニケーションを深め
　　　地域や世界との連携を強化します

環境コミュニケーション

エコライフ※1倶楽部

　環境問題や地球環境に優しい暮ら

し方について皆さまと一緒に考える

ため、2003年3月より当社ホーム

ページ内で「エコライフ倶楽部」を運

営しています。

　テレビや雑誌で活躍中の「エコライ

フの達人」からのメッセージ、身の回

りの品を使って作るリサイクル雑貨、

食材をムダなく使う料理レシピやお

客さまから寄せられた暮らしのアイデ

ア（2005年度の1年間で876件）を

ご紹介し、アクセス数は月平均1.9万

件に達しています。

　2005年8月には、「エコライフに

チャレンジ！」と題して家電製品を上

手に使う方法をマスターしていただ

く3,000家族を募集しました。参加

者からは、「今まで一人で節約してい

ましたが、「エコライフにチャレンジ！」

に参加すると宣言したら、家族が少し

協力してくれるようになりました。」

などの感想をいただきました。

※1：エコライフ　環境のことを考えながら豊かに暮らす生
活のこと。

積極的な情報公開と双方向コミュニケーションの強化により、

当社の取り組みをご理解いただき、信頼していただけるよう努めています。

また、地球環境問題の解決にあたっては、地域の皆さまや国境を越えた

世界各国との連携も必要なことから、地域との連携を推進するとともに、

エネルギーや環境に係わる海外研究機関との情報交換や

海外技術協力に積極的に携わっていきます。

ウェブサイト「エコライフ倶楽部」
https://link.chuden.jp/ecolife/

URL

　12月には名古屋市内のデパートで

「ちゅうでんエコキッチンスタジオ」

を開催し、IHクッキングヒーターを使

い、パーティーなどおもてなしにぴっ

たりのエコメニューを紹介しました。

ちゅうでんエコキッチンスタジオ

バックヤードツアー

　2006年3月、消費者団体や学生の

方に、当社の環境への取り組みをご理

解いただくため、「碧南火力発電所に

おける石炭利用」をテーマに、陸揚げ

された石炭が発電利用されるまでに

施される各種環境対策に加え、発電

に伴い発生する石炭灰のリサイクル

について一貫したプロセスを見学し

ていただきました。見学会後には参

加者と意見交換を実施しました。

次世代層向けウェブサイト
「エコランド」

　未来を担う子供たちに向けて、楽し

く遊びながら環境問題を学べるウェ

ブサイト「エコランド」を1999年12

月から開設しています。

　さまざまな地球環境問題について

わかりやすく解説したり、質問コー

ナーを通して全国のお子さまの疑問

にお答えしています。また、当社にお

ける環境への取り組みの紹介のほ

か、家庭で実践可能なCO2削減のア

イデアなどを「楽しく、わかりやすく」

紹介しています。

バックヤードツアー

ウェブサイト「エコランド」
https://link.chuden.jp/kids/ecoland/index.asp

URL

　2006年1月には、環境について楽

しみながら学ぶエコツアーを女性レ
じ

ポーターなどが案内する「エコロ路の

旅」のウェブサイトを開設しました。

ウェブサイト「エコロ路の旅」
https://link.chuden.jp/ecolife/ecotour/index.asp

URL

https://link.chuden.jp/ecolife/
https://link.chuden.jp/ecolife/ecotour/index.asp
https://link.chuden.jp/kids/ecoland/index.asp
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地域との連携

「森への招待状」

　岐阜県郡上市大和町内ヶ谷に

1,100万m2の広大な森（内ヶ谷山

林）を保有しています。この森を舞台

として、「私たちは森を育て、人を育

て、自然と共生できる社会を目指しま

す。」をテーマとする「森への招待

状」と名付けた市民参加型の森林活

動に取り組んでいます。

　この活動では、森を守る活動や自

然とふれあう体験等を広く一般にご

提供し、環境保全を実践できる人材が

広く社会に育っていくことを目的とし

ています。

　2005年度には、従業員・OBの有志

を中心に設立したＮＰＯ法人「水とみ

どりを愛する会」や地元のNPO法人

「コミシス大和」、「メタセコイアの森

の仲間たち」などと協働し、「森林ボ

ランティアの育成」や「森林体験学

習」など、28回（のべ308名が参加）

の活動に取り組みました。

写真立て作り

水とみどりを愛する会

TEL（052）880-6678

環境NPO団体との
協働事業

　NPO法人「中部リサイクル運動市

民の会」と協働して、1999年から小

学生対象の環境教室、2001年から記

念日植樹券プレゼントに取り組んでい

ます。

中部リサイクル運動市民の会

TEL（052）339-5541

環境教室

　名古屋市とその近郊の小学生30

名を対象に、2005年12月から3回シ

リーズで実施しました。参加した子供

たちは、楽しみながらエネルギー・環

境の大切さを学びました。

記念日植樹券プレゼント

　「ちゅうでんハートつながるキャン

ペーン」の一環として、抽選で5,000

名のお客さまに「記念日植樹券」をプ

レゼントしました。

　この植樹券は、お客さま自身やご家

族の記念日に苗木に交換できるほか、

植樹を進めている国内外の市民団体

への寄付も可能です。2005年度は、

一部の当選者の方に愛知県長久手

町、岐阜県白川村での植樹など実際

に植樹活動に参加いただきました。

http://www.es-net.jp
URL

http://www.wa.commufa.jp/~m-midori/
URL

環境エネルギー塾

　21世紀を担う若者と環境に関する

幅広い意見交換を行っています。

　2005年度は、愛知県内の大学生、大

学院生などの9名の皆さんと、環境と

エネルギーについて一緒に考える「環

境エネルギー塾」を10回にわたり開

催しました。参加者からは、「環境報告

書の制作者サイドの話や企業内での環

境教育の話が聞けて良かった」、「環境

問題について、自分なりの意見が持て

るようになったのが収穫だった」など

の意見をいただきました。

環境エネルギー塾

　人と地球に優しい環境通貨の社会

実験として愛・地球博で取り組まれた

EXPOエコマネーにパートナーシップ

企業として参加・協力しました。当社

では、でんきの科学館での環境学習

などへの参加者に対し、EXPOエコマ

ネー引換証を発行しました。

　また、2005年11月、名古屋市金山

地区にて活動が再開され、当社も引

き続き参加・協力を行っています。

EXPOエコマネー

http://www.es-net.jp
http://www.wa.commufa.jp/~m-midori/
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指針4 環境についてコミュニケーションを深め
　　　地域や世界との連携を強化します

地元企業と協力した
環境先進地づくり

　2000年2月、当社を含め地元企業

14社が環境啓発団体「環境パート

ナーシップ・CLUB（EPOC）」（2005年

度末、314社が参加）を設立しました。

　2005年度は、愛・地球博において、

「バックヤードツアー」、「エコトーク

セッション」などを開催し、当社も積極

的に参加・協力しました。

　2006年度からは当社の川口会長

が会長に就任しています。

お客さまのエネルギー利用
効率化の推進

　電気の使用に伴うCO2排出量の削

減は、お客さまのご協力なしでは進め

ることができません。お客さまに高効

率機器をお奨めするなど、お客さまの

エネルギー利用の効率化に努めてい

ます。

電気式ヒートポンプ空調機の普及

　京都議定書目標達成計画において

地球温暖化防止の切り札として「ヒー

トポンプ技術」が掲げられ、官民挙げ

ての普及に取り組んでいます。

　当社も「エネルギーソリューショ

ン」をキーワードとした販売活動を展

開する中で、省エネ・環境性に優れた

電気式ヒートポンプ空調機のご提案

を行い、2005年度は1,775件、約19

万kＷのご採用をいただきました。

エコキュートの普及

　家庭で消費するエネルギーの約3

分の1は給湯に使用されています。

この給湯エネルギーを削減し、家計と

地球環境に貢献できる自然冷媒

（CO2）ヒートポンプ電気給湯機「エ

コキュート」の普及拡大に取り組んで

います。

貯湯タンクユニット

膨張弁

圧縮機
（コンプレッサー）

熱交換器

ヒートポンプユニット

高温

給水

給湯

低温低温低温

熱交換器

電気のパワー1

空気からの
吸熱パワー2

お湯を作る
3のパワー

電気のパワー1

空気からの
吸熱パワー2

CO2を使って
空気の中から
「熱」を吸収します。

空
気
熱

空気熱

熱を吸収した
冷媒（CO2）

冷媒（CO2）

この熱で、
約90℃のお湯
を沸かします。

水CO2

お湯

これを電気の力で
圧縮すると、
グーッと高温に
なります。

CO2

電気のパワー1

空気からの
吸熱パワー2

お湯を作る
3のパワー

省エネがさらに進み
最近では電気を4倍
に有効利用できる
タイプもでています。

「エコキュート」のしくみ

低コスト・多機能デマンド
管理システムの開発

　無線型ロードカーブ※１測定器と、監

視制御ソフトを組み合わせた低コスト

で多機能なデマンド管理システムを日

置電機（株）殿と共同開発しました。

　お客さまにとっては、特に一番電気

を使用する夏場のピーク電力を抑え

ることができ、省エネルギー対策や経

済性において特に効果的です。

※1：ロードカーブ　時刻や季節によって変化するお客さま
の需要電力を時間ごとに連続的に表すもの。

　積極的な販売支援活動の展開とお

客さまのご支持により、普及数は

2005年度には約3.9万台、販売開始

から累計で約9.4万台となりました。

無線型
ロードカーブ測定器

高圧メータ
５０，０００pulse/kWhに適応

電気を効率よく

お使いいただくために

　当社ではさまざまな機会を捉えて、お

客さまに省エネ情報を提供しています。

地球温暖化防止のため、電気を効率よく

お使いいただくようお願いしています。

●検針票での前年同月使用量の表示

●「でんきを上手につかうためのQ&A」、

「エコレポート」などの冊子配布

●お客さまへのソリューション活動にお

ける省エネコンサルティング

●「ENE-WAY」などの省エネ機器の展

示会や省エネセミナーの開催

●「エコライフ倶楽部」、「エコランド」な

どのホームページによるPRなど

Look! P8

ENE-WAY2005
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世界との連携

　火力発電所などにおける環境対策

で積み重ねた経験と技術を活用した

コンサルティングなどを通して各国の

環境レベルの向上に協力しています。

　また、環境関連海外事業などにも

積極的に取り組んでいます。

タイ籾殻発電事業への参画

　海外におけるCO2排出権の獲得を

期待した環境関連事業の一つとして、

タイ北中部の穀倉地帯に籾殻を燃料

とする小規模火力発電所を複数開発

する「タイ籾殻発電事業」に参画して

います。そのプロジェクトの第一地点

であるピチット県（バンコクの北約

320km）の籾殻火力発電所（出力2

万kW）が、2005年12月に営業運転

を開始しました。当社としては、国内

外を通じて初のバイオマス発電事業

です。

海外コンサルティング事業

　政府開発援助（ODA）に関する案

件や国際機関からの案件などを受託

し、電気事業の発展・整備を進める途

上国への技術支援を行っています。

　具体的には、電源開発計画の策定、

電力設備建設に係る設計支援および

施工監理、運転・保守技術、環境管理

技術の提供などです。

　1996年に海外コンサルティング事

燃料の調達先における
取り組み

　発電所や事業場における環境保全

対策に加えて、燃料の調達先におけ

る取り組みも進めています。

オーストラリア炭鉱跡地での植林

　火力発電所の燃料を調達している

オーストラリアのキャンバーウェル炭

鉱跡地において、豊田通商（株）殿と

共同で、CO2吸収量の向上および植

林コストの抑制策の確立を目的とし

た環境植林の実現化に関する研究を

実施しています。

　また、同炭鉱跡地内の隣接地におい

ては、2004年に引き続いて、2005年

10月にも植樹ボランティア活動を実

施しました。当社およびグループ企業

の従業員、OBとその家族22名が参加

し、ユーカリの苗木を植樹しました。

植樹ボランティア活動

カタールでの海水淡水化事業

　カタールの首都ドーハの北東

80kmに位置するラスラファン工業

地区内において、出力102.5万kW

の天然ガスコンバインドサイクル発電

国際交流の推進

　途上国を対象とした研修生の受入

や社員の派遣を通して、環境保全や

エネルギー効率の向上、原子力発電

の安全確保のための国際交流を推進

しています。

研修生受入・専門家派遣の実績

　

※（　）内は人数

  研修生受入件数

  専門家派遣件数

2005年度

19（137）

16（16）

業を開始してから、これまでに31カ

国で94案件（2005年度末）を実施

しています。

　また、世界の環境先進企業のトップ

で構成する「持続可能な発展のため

の世界経済人会議（WBCSD）」に加

入しています。

2006年5月に一部営業運転を開始したカタールの発電
設備

設備と日量27.3万トンの海水淡水化

プラントを建設し、運営するプロジェ

クトを進めています。

　中東のカタールでは河川や地下水

に乏しく、必要な水資源のほとんどを

海水淡水化に頼っています。当社は

カタールから火力発電燃料として

LNGを購入しており、このプロジェク

トを通じて、一層の友好関係を構築し

ていきたいと考えています。
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中部電力環境懇話会

　当社の環境施策全般について、社

外有識者の方から社長がご意見を直

接承る「中部電力環境懇話会」を

1993年から設けています。

第26回中部電力環境懇話会

　2005年11月の第26回環境懇話

会では、「グループ企業の環境への取

り組み」を議題としてご意見をいただ

きました。また、グループ企業の中電

ウイング（株）の環境への取り組みな

どを視察しました。

委員からの主なご意見

●風力発電を進めるにあたっては、地

元との関係、鳥類（猛禽類、渡り鳥）

への配慮を重視し、十分な事前調

査をお願いしたい。

●指針4「環境コミュニケーションと

連携」について、グループ企業各社

の取り組みをもっと分かりやすく

PRした方がよい。

●火力熱効率向上や運転技術の方が

環境への影響が大きい。これらの

エネルギー供給の本業をしっかり

やってほしい。

●電線の地中化は、他業種と連携し

て、計画的に進めてほしい。そうす

れば、道路工事が少なくなり、地域

の方々の生活への影響を小さくで

きる。

●こども環境サミットは、社長が参加

したことで（会社のトップが自ら

中電ウイングの視察

やっているということが）、大きな

PRになった。このように、PR活動

を難しく考えず、既存の材料を有効

に使うことを考えてほしい。

第27回中部電力環境懇話会

　2006年5月の第27回環境懇話会

では、2005年度の環境保全への取り

組み結果についてご意見を伺いまし

た。

委員からの主なご意見

●CO2排出原単位は、18%削減の

目標に対して2.4%しか削減されて

いない。2010年

度に20%削減の

目標達成は難しい

のではないか。

●原子力発電の設備

利用率が低いが、

耐震裕度向上の

ため安全を重視し

積極的に停止して

いるなどの表現を

奥野信宏（座長）

尾関さゆり

北田敏廣

國村恵子

久野和宏

倉　剛進

志田直正

田島　暁

徳留信寛

中村浩志

朴　恵淑

架谷昌信

原　徹夫（副座長）

堀下　猛

水尾衣里

山本一良

中部電力環境懇話会委員の方 （々２００６年５月現在）（敬称略）

中京大学大学院教授

（社）消費生活アドバイザー・コンサルタント協会  中部支部理事

豊橋技術科学大学  エコロジー工学系教授

名古屋市水辺研究会  代表

愛知工業大学  工学部電気学科教授

（財）国際環境技術移転研究センター  専務理事

静岡英和学院大学  副学長

（株）中日新聞社  論説主幹

名古屋市立大学  医学部公衆衛生学教室教授

信州大学  教育学部教授

三重大学  人文学部教授

愛知工業大学  教授

岐阜大学  応用生物科学部教授

日本労働組合総連合会  愛知県連合会会長

名城大学  人間学部助教授

名古屋大学  大学院工学研究科教授

してもよいのではないか。

●中部電力のバックヤードツアーに

参加したが、事業活動を実際に見

ることにより、理解が深まり信頼が

醸成されると感じた。

●環境コミュニケーション活動につ

いて、次世代層を主体に取り組まれ

ているが、団塊の世代が退職する

ことから、高齢者向けの取り組みが

あってもよい。

第27回中部電力環境懇話会
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ステークホルダーの皆さまとの
コミュニケーション

　　

お客さま

株主・投資家

地域・社会

取引先

従業員

新名古屋火力発電所構内の地域共生施設「名古屋港ワイルドフラワーガーデン ブルーボネット」
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ステークホルダーの皆さまとのコミュニケーション

　当社は、事業活動に関わるすべて

の方々、「お客さま」「株主・投資家」

「地域・社会」「取引先」「従業員」な

ど、ステークホルダーの皆さまとのコ

ミュニケーションを通じていただいた

さまざまなご意見やご期待に対して、

一つひとつ誠実にお応えしながら、持

続可能な社会の構築に積極的に取り

組んでいます。

コミュニケーションツール
　ステークホルダーの皆さまに対し

て必要な情報はその都度プレス発表

するとともに、コミュニケーションの

ためのツールとして冊子やパンフ

レットを用意しています。また同時に

ホームページにおいて皆さまのお役

に立つ情報を掲載・開示しています。

お客さま

株主・投資家

取引先 従業員

地域・社会
《未来を担う世代》

経営全般

環境

会社案内

情報誌

財務情報

ホームページ

ＣＳＲ報告書
「経営・経済」「環境」
「社会」のＣＳＲ全般に
ついて活動状況をまと
めた報告書。
年１回発行

経営の目指すもの
経営環境と経営の方向
性、および具体的な課
題と取り組みをまとめ
た年度別経営計画。
年１回発行

エコレポート
環境問題、特に地球温暖
化防止を中心にまとめた
パンフレット。
年１回発行

Ｗａｙ（会社案内）
会社概要を分かりやす
く紹介したレポート。
当社志望の学生向け
にも配付。
年１回発行

交流
地域社会や文化面の
話題を紹介する文化
情報誌。
年２回発行

enchanté
アンシャンテ
著名人のインタビューや
季節の料理のレシピ、エ
コライフやエネルギーに
ついての情報を紹介す
る生活情報誌。
年４回発行

アニュアルレポート
経営財務データを主に
会社の概況をまとめた
レポート。
年１回発行

インベスターズ
データブック

事業データや財務
データを時系列に
まとめたレポート。
年１回発行

ホームページ
http://www.chuden.co.jp/

link chuden
https://link.chuden.jp/
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お客さま

　当社は、お客さまにご満足いただけ

るサービスの提供を目指し、お客さま

満足度（CS）向上のためさまざまな

取り組みを強化しています。直接お客

さまと接する受付センターや各営業

所においては、親切・丁寧な対応、迅

速・的確な業務処理に努め、また、お

客さまニーズを的確に把握し、きめ細

かで目配りのきいたサービスの実現

を目指しています。

　当社からの情報発信とともに、積極

的にお客さまからの声をお聴きする

ことに努め、サービスと業務の改善に

取り組んでいます。また、お客さまの

大切な個人情報の適切な取り扱いに

努めています。

　お客さまからお寄せいただいた貴

重な声を、全従業員が共有できる「お

客さま対応システム」を社内ネット

ワーク上で運用しています。

　このシステムを活用し、業務の改善

やお客さまに一層ご満足いただける

サービスの向上につなげています。

　営業所の窓口や電話などで、お客

さまからのご意見・ご要望をいただく

と、システムに登録するとともに、部

門横断の検討会や担当部門での詳細

な検討を行い、業務改善やサービス

向上に迅速に反映しています。ご意

見などに対する社内での検討の進捗

状況をいつでも見ることができ、迅速

ホームページの
リニューアル

　2005年10月、「全てのお客さまに

とっての使いやすさの向上」を目的

に、お客さま向けホームページを全面

お客さまの声をお聞きする
アンケート調査の実施

　「お客さま対応システム」とは別

に、当社側から継続的にお客さまのご

要望や当社に対するイメージなどを

お聞きするアンケート調査も実施し

ています。

　当社エリア内全県の約1,000名の

お客さまを対象に、中部電力の印象、

電気料金やオール電化に関する意

見・要望などをお聞きしています。

　2005年9月に実施した調査では、

な対応に役立てています。

　従業員はこのシステムを利用する

ことで、お客さまがどのようなご意

見やご要望をお持ちなのかを知るこ

とができ、それに対する当社側の検

討結果や回答を共有することができ

ます。

お客さまの
ご意見・ご要望など

●お電話
●ご来店、訪問時
●インターネット

応対した
従業員

登録

お客さま

業務の改善や
新サービスの検討
（各部門）

お客さまへ
よりご満足
いただける

サービスの提供

お客さま対応
システム

（全従業員で共有）

お客さま対応システム

CS向上を目指して

電話の向こうの
お客さまの気持ちになって

　名古屋受付センターは、名古屋支店、静岡支

店の営業エリアを受け持って、主としてお客さ

まからの電気の利用や廃止のお申し込みの電

話受け付けを行っています。それ以外にも多

様なお申し出事項への一次対応を行います。

　社員である私の役割は、委託会社のオペ

レーターの方々と当社の営業所窓口の間に

入って緊密な連携を図ることです。日頃から

どちらともコミュニケーションをとって、いざ
そご

というとき齟齬のない対応ができるようにし

ています。

　電話をかけてくださるお客さまの顔が見え

ない中で、どこまで相手の気持ちになって相

手の求めるものをイメージできるかが大事だ

と思います。一本の電話のもつ影響力の大き

さを考え、真剣勝負でやっています。こちらと

しては当たり前の対応をしたつもりでした

が、お礼のお手紙を頂戴したときは感激しま

した。トラブル事例はもちろんですが、ほめて

いただいたり、お礼を言っていただけた事例

も共有して、みんなのやる気を盛り上げてい

ます。

販売本部営業部 名古屋受付センター
主任　　野村　美佐子

リニューアルしました。

　今回、企業情報などを掲載する基

本サイトとは区分して、「当社が提供

するサービスに特化して掲載したサ

イト」として、登録制のウェブサイト

「 link chuden」を設けました。料理

のレシピや掃除のウラ技など、生活に

役立てていただける情報やイベント・

プレゼント情報など、お客さまごとの

ニーズに応じた情報やサービスを提

供しています。
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個人情報の保護

　公益的使命を担う当社にとって、個

人情報を適正に取り扱い、その保護を

図ることは重要な責務です。従来から

個人情報保護に関する諸取り組みを

実施し適正管理に努めています。

　2005年4月の「個人情報保護に関

する法律」の施行を受けて、一層個人

情報の適正な取り扱いが確保される

よう、基本方針を策定のうえ、推進体

制・社内ルールの整備、全従業員教育

の実施などに取り組んでいます。

基本方針の策定

　当社は、2005年4月、個人情報保

護に向けた基本姿勢を明確にした

「個人情報保護基本方針」を定め、個

人情報の保護に積極的に取り組むこ

とを宣言するとともに、当社が取得・

保有する個人情報の利用目的や、開

示などに関する手続き方法もあわせ

て公表しています。

http://www.chuden.co.jp/info/privacy/
URL

情報管理体制

　

情報管理ポケットブック

社長
本店

部門

支店

事業場

個人情報保護管理者
〈社長の指名〉

本店総務部
情報管理推進箇所

本店各室部
部門情報管理推進箇所

情報管理責任者

情報管理責任者

支店総務部
情報管理担当箇所

事業場総務グループ
情報管理担当箇所

課・グループ

情報管理責任者

課・グループ

課・グループ

電力会社に望むこととして、「電気料

金の引き下げ」が75%、「事故・災害

時の早期復旧」が44%あったほか、

「CO2削減をはじめとする地球環境

問題への積極的な取り組み」が27%

などとなっています。これらの結果

は、社外の専門家の協力も得て詳細

に分析し、全社の営業活動に生かして

いきます。

全社的な推進体制の確立

　社長が指名する「個人情報保護管

理者」のもと、本店総務部を「情報

管理推進箇所」とし、各部門や支店・

事業場に「情報管理担当箇所」を設

置、また各職場には個人情報に関す

る「情報管理責任者」を置き、個人情

報保護を推進する全社的な体制を

構築しています。

社内ルールの整備

　2005年4月施行の「個人情報保護

規程」をはじめとして、個人情報の取

り扱いに関する規程類を整備してい

ます。

　また、最近の個人情報漏えい事例

も踏まえ、パソコンのセキュリティ向

上、情報の社外持ち出しの制限など、

適切に個人情報を取り扱う環境整備・

ルールの徹底を図っています。

教育の実施

　当社全従業員に対して、社内報やイ

ントラネット、あるいは個人情報保護

に関するeラーニングの受講によっ

て、意識改革および制度内容の徹底

を図っています。また全従業員は、情

報管理に関する社内のルールをまと

めた「情報管理ポケットブック」を常

時携帯しています。

個人情報の漏洩事故発生と再発防止

　当社においても、残念ながら、2005

年度16件の、個人情報の紛失または

盗難などの事例が発生しました。

　対象となったお客さまへは、直ちに

謝罪し、事実を説明するとともに、被

害の拡大を防ぐため、マスコミへの公

表を行いました。

　また、全従業員に対して具体的な

状況を周知して注意喚起を行い、一

層の個人情報の適正管理に努めてい

ます。

http://www.chuden.co.jp/info/privacy/
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株主・投資家

株主の構成

　2006年3月31日現在の総株主数

は34万7,931名です。所有者別の株

式分布では、個人株主が38.2%、金融

機関が41.2%などとなっています。

　当社は、IR（Investor Relations）活

動を通じて、株主・投資家の皆さまへ

の適時適切な情報開示により、高い透

明性を確保するとともに、双方向コ

ミュニケーションの充実に努め、信頼

の獲得に努力しています。

情報開示

　証券取引法などの法令や上場して

いる証券取引所の定める適時開示規

則に沿って情報開示を行うとともに、

株主・投資家の皆さまにとって有益と

判断される情報についても、ホーム

ページを始めとしたさまざまな I R

ツールを通じて積極的な情報発信を

行っています。

　決算内容に関しては、「決算短信」

はもとより、よりわかりやすい決算情

http://www.chuden.co.jp/corpo/ir/
URL

株主・投資家との
コミュニケーション

　四半期ごとの決算説明会を開催す

るとともに、経営層が直接国内外の株

主・投資家を個別に訪問し、双方向の

コミュニケーション活動を展開してい

ます。

 http://www.chuden.co.jp/inquiry/index.html
URL

静岡で開催した女性対象の会社説明会

報の開示のために補足資料「決算に

ついて」を作成しています。

　また、経営・財務情報を主に会社の

概況をまとめた「アニュアルレポー

ト」の発行に加え、事業・財務データを

時系列に掲載した「インベスターズ・

データ・ブック」を作成、提供すること

により、株主・投資家の皆さまの利便

性にも配慮した情報開示を行ってい

ます。

　半期ごとに作成している当社事業

に関する報告書については、すべて

の株主の皆さまに送付しています。

　すべての株主・投資家の皆さまへ

の公平な情報開示の観点から、決算

説明資料、アニュアルレポートなど主

要な資料・出版物につき、日本語と英

語での同時開示に努めています。

　また、当社の事業活動への理解を

深めていただくために、発電所など当

社施設の見学会や、個人投資家向け、

女性向けなど対象別の会社説明会を

きめ細かく開催しています。

　ホームページ上では経営・財務情報

を開示しているだけでなく、株主・投

資家の皆さまから電子メールによる

お問い合わせを受け付けています。

SRI評価機関からの評価

　モーニングスター社（日本）のSRI

株価指数であるMS-SRI（モーニング

スター社会的責任投資株価指数）構

成銘柄150社に選定されています。

主なＩＲ活動（２００５年度実績）

株式の所有者別分布状況

東京: 4回　名古屋: 2回

2回

119件（31件）※1

7回

10回

10回

決算説明会

スモールミーティング

個別ミーティング

施設見学会

個人投資家説明会

IRイベントへの出展

※1：（　）は海外機関投資家訪問

IRツール

政府・地方公共団体
0.6%

総株式数
782,153,165

証券会社
1.0%

その他法人
5.8%

自己名義
0.0%

金融機関
41.2%

個人・その他
38.2%

外国法人など
13.2%

http://www.chuden.co.jp/corpo/ir/
http://www.chuden.co.jp/inquiry/index.html
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社会への貢献

　2005年12月から、幼稚園や小・中

学校などを対象として、保護者の携帯

電話へメールの情報発信を簡単に行

うことができる「きずなネット」サー

ビスの提供をはじめました。これは、

大雨など警報発令時の子供たちの下

校のお知らせや不審者情報などの緊

急情報を、学校から、予め登録された

保護者により早く確実に伝えることが

できるサービスです。

　中部地域を事業基盤とする当社

は、地域の皆さまとの双方向のコミュ

ニケーションを重視し、地域のお役に

地域の安全に役立つ
情報提供サービスへの
取り組み

　最近、子供が犯罪に巻き込まれる

ケースが増えるなど、日常生活での

安全確保が地域の重要な課題になっ

ています。中部電力では、グループが

持つ設備と技術を生かして、地域社

会における安全の向上に貢献してい

ます。

「きずなネット」で配信されるメールのイメージ

「ポケッチュ！」※1を利用した
地域密着型携帯情報サービス
の提供

「パトネットあいち」エリア拡大

　2005年から愛知県警と共同で実

施している事件・事故情報配信サービ

ス「パトネットあいち」の対象エリア

を、2006年1月より、それまでの名古

屋市と周辺地域から愛知県全域へ拡

大しました。このサービスは、「ポケッ

チュ！」を利用し、身の回りで発生した

事件・事故情報を携帯メールに配信

するものです。多発する犯罪などへ

の注意喚起に役立ち、暮らしの安全に

貢献できるサービスです。

名古屋市災害緊急情報

　2006年4月から名古屋市と共同

で、「災害緊急情報」の提供を開始し

ました。「ポケッチュ！」を利用し、名古

屋市が発表する避難勧告や避難勧告

準備情報等の速報や、安全に役立つ

防災情報を携帯メールに配信します。

※1：「ポケッチュ！」　名古屋・東海エリアの便利情報など
を、携帯電話を使って情報発信する当社運営のサイト。

電柱を活用した携帯電話向け
位置情報サービス
「ここデンチュ」

　携帯電話でインターネットに接続

し、電柱に掲示された管理番号などを

入力することにより、現在位置の情報

や地図などを提供するサービス「ここ

防犯パトロール隊で
地域の安全を守るお手伝い

　岡崎支店では、2004年5月からグ

ループ会社の協力を得て、支店エリ

ア内全事業場とグループ会社による

「中部電力企業防犯パトロール隊」を

結成して、地域の防犯活動に取り組ん

でいます。当社とグループ会社は、従

業員が業務上、車や徒歩で地域内を

移動することが多いため、犯罪行為や

不審者などを見かけた場合に、速やか

に警察に通報するなど、組織的に防犯

に協力しています。2006年3月には

こうした活動が評価され、岡崎市地域

安全功労団体として表彰されました。

　さらに、刈谷営業所、刈谷電力セン

ター、東部変電所では、非常時の子供

の避難場所である「子供110番の

デンチュ」の試行を開始しました。

2006年2月から2007年3月までの

試行予定で、全営業エリアを対象に無

料で利用していただけます。

　場所連絡や確認手段として便利に

ご活用いただけるサービスです。

「ここデンチュ」

立つ活動を積極的に行うとともに、地

域と協調したさまざまな取り組みを

実施しています。これからも信頼関係

の構築に努め、地域社会の持続的な

発展に貢献していきます。
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家」として警察に登録しています。

　また、豊田市および愛知県豊田加茂

事務所と、道路の損傷や廃棄物の不

法投棄などを発見した場合の「通報

に関する覚書」を締結し、地域の安全

確保と環境保全に協力しています。

会社施設を公開し
地域のものづくりや
福祉などに貢献

ＭＯＴスクールを開校

　グループ企業の（株）中電シー

ティーアイは、（株）アイさぽーと殿と

共同で、2005年11月から「MOT

（Management Of Technology:技

術経営）スクール名古屋校」を当社の

東桜会館※2で開校しました。

　MOTは技術と経営に精通した経営

者育成をねらったもので、「ものづく

り」の盛んな中部地域での関心は高

く、当社も当社施設を活用して「もの

づくり企業のための経営学」を学ぶ場

を提供することは地域経済の一層の

発展に寄与するものと考えています。

※2：東桜会館　中部電力創立５０周年を記念して建設され
た施設で、会議室、ギャラリー、体育館などがあり、一般に開
放し利用していただいています。

ブルーボネットを活用した
園芸福祉の取り組み

　「名古屋港ワイルドフラワーガーデ

ン ブルーボネット」は、2002年4月、

新名古屋火力発電所の緑地の一部を

公開し、地域に親しまれる開放型の庭

園として誕生しました。ワイルドフラ

デイサービスセンターと連携したフラワーアレンジメント講座

大学との連携により
技術をはじめ
多面的に貢献を模索

三重大学との
産学連携協定締結

　2005年9月、国立大学法人三重大

学と産学連携に関する包括協定を締

結しました。これは、従来からのエネル

ギー・環境など、主として理工学系の研

名古屋大学エコトピア科学
研究所との連携

　当社技術開発本部と名古屋大学エ

コトピア科学研究所は、双方の研究開

発の強化・加速や研究・技術者の育成

への貢献を目的に2004年10月に研

究開発に係わる連携実施協定を締結

し、これまでに具体的なテーマについ

て共同研究などの取り組みを行って

います。

　2005年度には、共同研究と技術指

導などを合わせて７件名について取り

組みを実施しました。

ワーを基調とした、22のさまざまな

ガーデンがあり、花のあるライフスタ

イルを提案しています。花や緑による

「癒し」「リフレッシュ」を求めて、

2005年度は約10万人の方にご来園

いただきました。

　人を元気にする花と緑の力を活用し

「健康と福祉」に役立てるのが「園芸

福祉」活動です。ブルーボネットには、

多くの社会福祉施設の方にもご来園い

ただき、デイサービスセンターや障が

い者施設との連携による園芸講座、園

芸福祉士養成のための講座、シンポジ

ウムやイベントの開催など園芸福祉活

動を積極的に実施しています。

　また、「花と緑を活かした健康増進

地域づくり」の推進に向け、地方自治

体、社会福祉団体や大学、企業、NPO

などと連携し、愛知県下への活動拡

大に取り組んでいます。

究・調査における同大学との協力関係

を、人文社会学系も含めた幅広い分野

における緊密な連携活動とすることに

より、地域社会の持続的な発展に貢献

することをねらいとしたものです。

　具体的な活動については、両者で協

議会を設け、「三重大学文化フォーラ

ム」への参画や、風力発電の共同研究

など、幅広く検討・実施していきます。

ボランティア組織
「豆電球クラブ」の活動

　社会貢献活動の一環として、1991

年11月、全従業員を対象としたボラ

ンティア組織「豆電球クラブ」を結成

し、さまざまな活動を行っています。

　結成以降、災害被災地での支援活

動をはじめ当社事業場周辺や公共施

設の清掃活動などを実施しています。

特に2005年度は、「愛・地球博」にお

いても多くの従業員がボランティア

活動を行いました。
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　地域の将来を発展させ未来を担う

のは子どもたちです。この子どもた

ちに、環境やエネルギー問題に対し

て関心を持ち、行動してもらうきっか

けとするために、当社施設を活用した

環境・エネルギーに関する教育支援

などを多彩に実施しています。

未来を担う世代

職場見学・施設見学

　小中学校などからの要望により、当

社社員が学校などへ出張し、「電気実

験教室」「環境・エネルギー教室」を

開催しています。

●687回（25,462名）（2005年度実施）

常滑西小学校で行われた「電気実験教室」

出前教室

　小中学校などからの要望により、営

業所や発電所などでの見学会を開催

しています。

●240件（4,061名）（2005年度実施）

PR展示施設見学

　環境やエネルギー、科学について

楽しく学べる展示施設があり、地域の

皆さまにご利用いただいています。

電気こどもシリーズ
（壁新聞）

　子どもたちの「科学する心の育

成」の一助となるよう「なぜだろう」

「どうしてだろう」を切り口に、当社創

立の1951年から発行し、当社営業エ

リア内の小学校や図書館など約

3,400カ所へ年10回、無料で送付し

ています。

（２００６年５月末）

開館（営業）
時間主な施設名

でんきの科学館

浜岡原子力館

川越電力館「テラ４６」

へきなん たんトピア
（電力館・ヒーリングガー
デン・エコパーク）

知多電力館

名古屋港
ワイルドフラワーガーデン
ブルーボネット※２

住所･電話番号　

〒４６０-０００８
名古屋市中区栄２-２-５　
TEL（０５２）２０１-１０２６

〒４３７-１６９５
静岡県御前崎市佐倉５５６１　
TEL（０５３７）８５-２４２４

〒５１０-８５８７
三重県三重郡川越町大字亀崎新田字朝明８７-１
TEL（０５９）３６３-６５６５

〒４４７-０８２４
愛知県碧南市港南町２-８-２
TEL（０５６６）４１-８５００

〒４７８-００４６
愛知県知多市北浜町２３　
TEL（０５６２）５５-８３１１

〒４５５-００２８
名古屋市港区潮見町４２
TEL（０５２）６１３-１１８７

※１：ヒーリングガーデン・エコパークへの入園はPM４:００まで
※２：入園料●大人３００円●６５歳以上２００円●小中学生１５０円●６歳未満無料●障害者２００円●３０人以上の団体は１０％割引
※３：季節によって異なります

AM９:３０～

PM５:３０

AM９:００～

PM５:００

AM９:００～

PM４:４０

AM９:３０～

PM５:００※１

AM９:００～

PM４:３０

AM９:３０～

PM５:００※３

休館日

毎週月曜日（ただし祝日･
振替休日の場合は翌日）、
第３金曜日、年末年始
（ただし春・夏休み中は無休）

毎月第３月曜日（ただし
祝日･振替休日の場合は翌日）、
年末年始

毎週月曜日（ただし祝日･
振替休日の場合は翌日）、
第３金曜日、年末年始

毎週月曜日（ただし祝日･
振替休日の場合は翌日）、
年末年始

毎週月曜日（ただし祝日･
振替休日の場合は翌日）、
年末年始

毎週月曜日（ただし、祝日、振替
休日の場合は翌日）、海の日、１２
月２４日、１２月２７日～２月末日

でんきの科学館で科学を学ぶ子どもたち

主なPR展示施設および地域共生施設

　

PR展示施設のご案内
http://www.chuden.co.jp/manabu/pr/index.html

URL

http://www.chuden.co.jp/manabu/pr/index.html
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愛知教育大学との連携

　2006年3月、愛知教育大学との連携で、

当社のPR展示館である「でんきの科学館」

を活用して、小学生対象の授業演習を行い

ました。

　これは、学生の実践的な指導力の向上を

図るための同大学の授業の一環として導入

されたもので、教官の指導のもと、学生たち

が工夫こらした授業演習に取り組みました。

　教員養成課程の中で、企業のPR展示館

を利用した授業演習が単位取得対象となる

のは、愛知教育大学としては初めてのこと

です。

小学生サイエンスクラブ
「エルゴン友の会」

　科学やエネルギーに関心を持って

もらうため、小学校3年生から6年生

を対象に無料の会員制クラブ「エル

ゴン友の会」を運営しています。科学

の最新情報などを掲載した会報誌

「エルゴン」を定期的に送付し、電気

やエネルギー・環境などをテーマにし

たイベントも各地で開催しています。

●会員数約13,000名（2006年3月末）

https://link.chuden.jp/kids/erugon/index.asp
URL

「米村でんじろうのおもしろ実験室」で盛り上がる会場

ラグビー部による高校生・
中学生へのラグビー指導

　当社ラグビー部は、1996年以来毎

年、地元の高校のラグビー部員らを招

いて交流会を実施し、共に汗を流しな

がら技術指導などを行っています。

　日頃は、芝生を張った本格的な施

設での練習機会が少ない高校生たち

が、良い環境の下で、社会人選手との

交流によって、より高い技術を習得す

ると共に、ラグビーの楽しさを体感で

きるように、継続して実施しているも

のです。

　2006年4月には、愛知県内の4つ

(財)ちゅうでん
教育振興財団の活動

　21世紀のわが国を担う子どもたち

が心身共に健全で情操豊かに成長す

ることを願い、2001年6月、（財）ちゅ

うでん教育振興財団を設立しました。

　全国の小・中学校を対象に、教育実

践への助成を行う「ちゅうでん教育振

興助成（46件計1,485万円）」や教

育成果の論文に対し表彰を行う「ちゅ

うでん教育大賞（6件）」、小学生を対

象にした「リサイクル工作コンクール

（70件表彰）」、全国から児童文学作

品を公募し、優秀な作品を表彰する

「ちゅうでん児童文学賞（ 4 件表

彰）」、および芸術文化事業として「絵

本原画展」を実施しています。
（　）内はすべて2005年度実績

地元高校のラグビー部員への技術指導 http://www.chuden-edu.or.jp/
URL

（財）ちゅうでん教育振興財団

TEL（052）932-1741

第4回ちゅうでん教育大賞表彰式

　中部電力のPR展示館を利用した授業演

習は、大変エキサイティングなものとなりま

した。学生たちは電気やエネルギーを題材

に、手作りで実験やゲーム形式のワーク

ショップを通じて、熱のこもった指導に取り

組んでいました。

　今回のように、大学と企業の連携は、人と

して魅力・活力にあふれた教員を養成する

大変良い機会になると思います。

の高校から約150名のラグビー部員

を当社の日進総合運動場グラウンドに

招き、技術指導や練習試合を行いまし

た。このほか、2005年度からは、同県

内の中学生を対象に、毎月2回程度

（各回約40名が参加）の「ラグビース

クール」も実施するなど、スポーツを

通じて地域の未来を担う若い人たちを

支援するための活動を行っています。

愛知教育大学
野田　敦敬　教授

T O P I C S  2 0 0 5

エルゴン友の会のご案内は、下記URLへ。

https://link.chuden.jp/kids/erugon/index.asp
http://www.chuden-edu.or.jp/
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　取引先の皆さまとのコミュニケー

ションや公正かつ誠実な取引を通し

て、より確かな信頼関係の醸成に努め

るとともに、当社と取引先とが協同し

て資材調達におけるCSR活動の展開

に取り組んでいきます。

取引先の皆さまとともに

　従来以上に、CSRに配慮した調達を

推進するため、新たな調達基本方針

を策定しました。今後は、この方針に

基づき調達活動を展開していきます。

資材調達における基本方針

　当社は、取引先の皆さまを、相互発

展を目指す大切なパートナーと考え

ています。そして、取引先の皆さまと

信頼関係の醸成に努め、パートナー

シップをより強固なものとするととも

に、協同して企業の社会的責任を果

たしていきたいと考えています。そ

のために、当社自身が取り組むととも

に、取引先の皆さまにも、当社の調達

基本方針をご理解いただいたうえで、

下記の6項目の実践をお願いしてい

ます。

資材相談窓口

　パートナーである取引先の皆さま

とのコミュニケーションをより充実さ

せるため、本店資材部内に、資材取引

に関する全般的な相談を受け付ける

窓口を設置しています。

　詳しくは当社ホームページ内の

「資材調達情報」をご参照ください。

http://www.chuden.co.jp/corpo/shizai/
index.html

URL

パートナーの皆さまへのお願い

1 コンプライアンスの徹底

2 安全確保

3 環境負荷の軽減

4 コスト低減への努力

5 品質の維持・向上および良好なサー

　ビスの提供

6 パートナーシップ

【コンプライアンスの徹底】

○法令、ルールおよび企業倫理を遵守し、業務を遂行します。

○人権尊重（児童労働・強制労働の禁止、不当な差別の排除等含む）、個人・機密情報 

　の厳正な管理、知的財産権の保護などにも十分配慮します。

【安全確保】

○「安全はすべてに優先する」の考えに基づき、労働災害の防止と公衆保安・衛生の

　確保に努めます。

【環境負荷の軽減】

○お取引先の皆さまとの協力関係のもと、グリーン調達をはじめ環境負荷の軽減を

　はかり循環型社会の形成、確立に貢献します。

【オープン・ドア・ポリシー】

○国内の企業はもとより、広く海外の企業ともオープン・ドア・ポリシーに基づいて、

　優れた技術を有し良好なサービスを提供できる企業と取引を行います。

【公平・公正な調達】

○資機材等の調達にあたっては、その価格、品質、性能、安全性、納期・工期の確実性

　およびアフターサービスに加え、お取引先の技術力、生産能力、経営状態、安全管

　理体制、企業の社会的責任（CSR）への取組姿勢等を総合的に勘案し、経済的合

　理性に基づいて公平、公正に行います。

【パートナーシップ】

○お取引先の皆さまを、相互発展を目指す大切なパートナーと考えています。

○パートナーである皆さまとのコミュニケーションや公正かつ誠実な取引を通じて、

　より確かな信頼関係の醸成に努めるとともに、協同して社会の持続的発展に貢献

　していきたいと考えています。

取引先の方との打ち合わせ（本店資材部）

http://www.chuden.co.jp/corpo/shizai/index.html
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人権の尊重

　当社は、従業員一人ひとりが人権に

関する正しい理解を深め、性別・信条・

身体的条件・社会的身分などによるあ

らゆる差別を一切許さない企業風土

づくりに取り組んでいます。

　このため、「CSR宣言」やコンプラ

イアンスの「8つの行動規範」などに

よって人権尊重の姿勢を明確化し浸

透を図るとともに、具体的な啓蒙活動

として同和問題やセクシャルハラスメ

ントなど人権問題に関する社内の研

修を継続実施するほか、社外の研修

などにも積極的に参加しています。

　今後も人権を尊重し、差別のない

社会の実現に向けて、啓発を推進し

ていきます。

　当社は機会均等をはかり、個人の能

力や適性を重視して多様な人材を雇

用するとともに、それぞれの個性を活

かして活躍することができる風土づ

くりに努めています。

　また、従業員一人ひとりが安心して

働くことができるよう、家庭や地域と

の調和を目指した制度を構築し、従業

員の支援を行っています。

雇用と労使関係

公募制の活用

　2002年4月、挑戦意欲の高い従業

員が新規事業分野などで活躍できる

よう「公募制」を導入しました。

障がい者雇用

　当社は、積極的に障がい者雇用に

取り組み、障がい者の方々の自立と社

会参加を応援しています。

　2003年4月に開業したグループ

会社の中電ウイング（株）は、障がい

者の方々に新たな職域を開拓した会

社で、特例子会社※1の認定を受けて

います。ここでは、32名のチャレンジ

ド※2と12名のスタッフが力を合わ

せ、デザイン・印刷事業、ノベルティ・

ギフト商品等の販売事業、園芸事業、

文書集配事業などを行っています。

　2005年に開催された愛・地球博で

は電気事業連合会出展の「ワンダー

サーカス電力館」の前庭花壇の花植

えとメンテナンスを中電ウイングの

チャレンジドの皆さんが担当しまし

た。夏の炎天下での水やりや、植え替

えなどを行って会期中を通して来場

者を楽しませました。

　中電ウイングを含めた2006年6月1

日時点の障がい者雇用率は1.82%で、

法定雇用率1.8%を達成しています。

※1：特例子会社　障がい者雇用に特別の配慮をした子会
社の設立が、一定の要件を満たしている場合、その子会社
に雇用されている労働者は親会社に雇用されているもの
とみなして、親会社の障がい者雇用率に含めることができ
る会社。
※2：チャレンジド　障がいを持つ人を表す最近の英語で
「神から挑戦という使命を与えられた人」という意味。

「ワンダーサーカス電力館」の前庭花壇の手入れをする中
電ウィングのチャレンジドの皆さん

従業員

　従業員の自主性や積極性を尊重し

た人事異動を実施するため、2003年

2月には販売分野への配置転換に、

2004年4月からは他部門への異動

にも本制度を適用しています。

　2005年度末時点までに約540名

の応募があり、そのうち260名が新し

い職場で働いています。

健全な企業風土の確立

　従業員が抱える会社生活での諸問

題や雇用に関する諸施策への疑問な

どを解決するために「人事相談窓口」

を設置しています。

　また、職場のセクシュアル・ハラス

メントの撲滅やジェンダー意識の払

拭とそれらに関する相談への対応の

ために、全従業員を対象とした各種教

育や社内イントラネットなどを利用し

た意識啓発、社内外に「セクハラ相談

窓口」を設置しています。

　個人の尊厳・名誉・プライバシーな

どの人格を尊重し合う健全な企業風

土を確立し、明るく働きやすい職場環

境の整備に努めています。

良好な労使関係の確立

　当社社員は、労働協約に基づき、

会社の利益を代表するものなどを

除いて、中部電力労働組合に加入す

ることになっています（ユニオン

ショップ制）。

　会社と労働組合の間では、対等の

立場で労働条件・年間賞与などに関し
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転進支援制度の導入

　満60歳以降の就労や自営を希望

する社員の自助努力を支援するた

め、2004年4月から「転進支援制度

（セカンドライフ・チャレンジ制度）」を

導入しました。

　満60歳以降のライフプランなどを

考える機会として導入研修を実施す

るほか、社外教育受講への補助や教

育機関への通学のための休職の適用

などの支援を行っています。

　2005年度末時点で約630名（研

修受講者）の社員が制度を活用して

います。

高齢者の活用－再雇用制度

　高齢者の知識・技術・経験を広範に

活用するため、2002年4月から定年

退職者再雇用制度（シニア・スタッフ）

を導入しました。

　2006年4月にはさらに積極的な活

用ができるよう見直しを行い、高度な

専門的知識・技術を要する業務や一

定の経験を要する業務、定型的な業

務などにシニア・スタッフを活用する

こととしました。2005年度末時点で

99名のシニア・スタッフが各分野で

活躍しています。

人材の育成

人材育成の基本方針

　エネルギー競争を勝ち抜き、中長

期に亘って持続的な企業成長を可能

とするため、当社の有する「人材」を

「人財」へと高め、その「人財力」を総

合的かつ最大限に発揮するための教

育を行っています。

目指すべき
人材像

競争に
立ち向かう
強い意志

チャレンジ精神を
発揮して

使命の自覚と
行動

お客さまの信頼を

高度な専門知識・
技術の研鑽
電力のプロを
目指して

創造性の発揮
新たな発想で

自律の精神
自ら考え、
自ら行動を

て団体交渉が行われるほか、業務運

営などに関する事項においても適時

に協議が行われています。

　また、会社経営層と労働組合が経

営方針などについて自由に意見を交

換する場として労使懇談会を開催し、

各階層における労使間の相互理解・

意思疎通を図っています。

　また、2004年3月末に、労使共同で

策定・宣言した「適正な労働時間管理・

効率的な業務遂行のためのアクション

プログラム」に基づき、適正な労働時

間管理の下、諸施策を確実に実行する

とともに、より一層活力ある職場づくり

に労使で取り組んでいます。

　当社はこれまで、工務・配電・火力

部門などの設備運転や保守業務に女

性社員を配属、交替勤務・宿直業務な

どに女性の職域を拡大してきました。

　2005年度末時点で、従業員16,245

名のうち1,532名（9.4%）の女性が

活躍しており、そのうち女性役付職数

女性の活躍推進

は54名となっています。

　さらに、「男女共同参画社会基本

法」の趣旨実現のための検討を踏ま

えて「次世代育成支援対策推進法」

に基づく「一般事業主行動計画」を策

定し2005年4月から2010年3月ま

での5年間の目標達成に向けて積極

的に取り組んでいます。

Voice on Site /活躍する女性管理職の声

　私の職場は電気料金を扱う業務を通じて、

「お客さまの気持ち」を身近に感じることが

できる「現場」です。日々お客さまからのお声

に喜んだり反省したりの毎日です。

　そんななかで、部下の指導にあたって2つ

のことを心掛けています。一つ目は「ご契約

をいただいているという意識と感謝」、二つ

目は「お客さまのお役に立ちたいというプラ

スαの心遣い」。もちろん正確な業務処理が

一番大切なことは言うまでもありません。そ

の上で気持ちよく働くには個人個人の心構え

が大切と考えます。

　気持ちの良い職場とは「会話のある職場」

だと思います。部下に声を掛け、「現場」の情

報を得ることが良好なコミュニケーションづ

くりにつながると信じています。

　雨の日も風の日も、「現場」はお客さまの笑

顔を見るために一生懸命頑張っています。

気持ちの良い職場は「会話のある職場」

静岡支店浜松営業所料金課
（現 静岡支店島田営業所営業課長）

副長　平井　幸栄
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自主目標管理制度の導入

　当社では2003年4月から、人事・

賃金制度について、「従業員の自立・

挑戦意欲の発揮」と「成果により報い

る」ことを目的に、社員一人ひとりが

高い目標を掲げて、仕事を完遂する

「自主目標管理制度」をベースとした

仕組みを導入しています。

　この制度では、まず本人（部下）が

自主的に目標を掲げて、上長の支援

のもとで実施します。目標の設定に

ついては、部署や事業場の目標・方針

に基づいて、部下が自己申告したうえ

で、上長と部下が話し合ってよりチャ

レンジングな目標となるように設定し

ます。評定は、期末に面談を行い、成

果・行動姿勢・能力発揮度について自

己評価を基に上長が実施します。

　また、能力・適性評定における能力

開発目標については、自己申告に基

づき、面接を通じて上長が決定すると

ともに、上長が半期ごとに達成状況を

確認し、適切な指導・助言を行ってい

ます。

明るく働きがいのある
職場づくり

仕事と私的生活の調和

　2005年10月、勤務制度を改定し、

「計画休日・指定勤務制」を導入しま

した。この制度は、本人の意向を踏ま

え、業務の実態に合わせて、柔軟に勤

務日や勤務時間帯を指定するもの

育児と仕事の両立を支援

　育児休職は、子が「満1歳6ヶ月に

達する日」あるいは「満1歳に達する

年度の末日」のいずれか遅い日まで

取得できる「育児休職制度」を設けて

います。また、子が「6歳に達する年

度の末日」まで取得できる「勤務時間

の短縮措置」を設け、従業員が育児と

仕事を両立できるよう支援を行って

います。

介護休職制度の充実

　長期に家族を介護する必要がある

場合、2年まで休職できる「介護休職

制度」を設けています。また介護休職

期間中の賃金を一部支給すること

で、介護を行う従業員の経済的な負

担が緩和されるよう配慮しています。

ライフ・サポート休暇の充実

　本人の傷病や子供の看護、ボラン

ティア活動、ドナー登録、公的資格取

得等の自己研鑽などに利用できる休

暇として「ライフ・サポート休暇」を設

け、従業員が家庭や地域社会の一員

としての役割を積極的に果せるよう

に支援を行っています。

従業員満足度調査の実施

　従業員の声を聞く仕組みとして、従

業員満足度調査を実施しています。

　主に人材開発センターにおける研

修受講者を対象にしたアンケート調

査により、従業員の仕事に対する考え

方、経営課題などの認識度や社内コ

ミュニケーションの現状などを把握し

ています。

　これまでの実施結果では、「社会性

を重視した経営方針」や「コミュニ

ケーションが活発でお互いの気持ち

に配慮した職場」などについての満

足度が高くなっています。

　今後、質問項目の充実や結果の一

層の分析・検討を行い、活用していく

予定です。

社内報による
コミュニケーションの円滑化

で、計画的な業務遂行と家庭生活の

充実を目指しています。

　当社では、毎月社内報「HUMAN

ENERGY」を発行し、経営情報や重要

な会社施策をきめ細かく分かりやすく

発信し社内への浸透を図っています。

　経営層や従業員がそれぞれの立ち

場で経営課題に懸命に取り組む姿を

紹介することで、経営と現場の距離を

近くし、またモチベーションを向上さ

せる重要なコミュニケーションツール

としての役割を果たしています。

「HUMAN ENERGY」と別冊「上司と部下のイイ関係」
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社外評価

当社のCSRの取り組みについて、社外の方から第三者の立場で評価していただきました。

頂戴した評価やご意見・ご要望を真摯に受け止め、

高い評価をいただいた取り組みについてはより充実させ、

改善の余地ありとされた取り組みについては適切な対応を図っていきます。

サステナブル経営格付

　当社は、NPO法人環境経営学会「環境経営格付機構」が実

施する「サステナブル経営格付評価」を受けています。

　持続可能な社会構築に貢献する取り組みを行っているかど

うかの観点から、「経営」「環境」「社会」の各分野の21の側面

について評価を受けました。

　評価の結果について、当社の取り組みの到達レベルは、多く

の項目で持続可能な水準に達しているとの評価を得たほか、

前年度取り組みが不十分とされた土壌汚染対策やCSR調達に

関しても改善が評価されています。

※２１の評価側面について、戦略、仕組、成果の３段階、計
６３項目をそれぞれ木の葉に見立てその色で評価を表し
ている。濃い緑ほど高い到達水準を示す。

サステナブルマネジメント・ツリー

　

Look!

主な指摘事項

●「温室効果ガス排出量削減目標の達成実績」が十分でない。

●「土壌汚染防止への戦略的取り組み」に関して基本方針が

制定された点は評価できるが手順書が未整備。

●一部の項目でグループ全体での取り組みが十分でない。

●企業統治に関して、経営監督の独立性を担保する方策とし

て「社外取締役」を選任していない。

当社からの意見

●「社外取締役を選任していない」点に関する指摘については、

社外監査役の設置や社外の有識者による「中部電力アドバイ

ザリーボード」の創設などにより経営の公正性・透明性を確保

しているとの意見を提出しています。 P22

仕組

仕組

戦略

戦略

成果

成果

秀

優

良

可

不可

該当せず葉なし

凡例
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ステークホルダー・ダイアログ

　地域の皆さまに当社の環境への取り組みについてより深く

理解していただくとともに、皆さまのご意見を今後の環境経営

に活用していくため、当社を取り巻くさまざまなステークホル

ダーとの双方向コミュニケーションは重要です。

　2006年2月、「第2回ステークホルダー・ダイアログ」を開

催し、名古屋市近郊の環境に関わるNPO団体や企業の環境担

当者などのメンバー20名の方々にご参加いただきました。

テーマを「中部電力の環境教育について、環境教育を家庭や

地域に広げていくには何が必要か」とし、NPO法人パートナー

シップ・サポートセンター代表理事岸田眞代さんのコーディ

ネートのもと、3グループに分かれてグループ討議を行い、そ

の後、当社を交えて活発な議論を行いました。

環境教育についてのご意見

●人材の広がりや地域と密着しているという点でNPO、市民、

自治体との連携が必要。

●環境教育の人材バンクを作り、地域で活用できるようにして

はどうか。

●難しい言葉を使わず、「気づき」を促して、行動に移すことを

大切にしていく必要がある。

●意識改革を促して、全従業員の潜在能力を活かし、地域で発

揮してほしい。

●社内で環境部は尊敬されているか。環境教育をやっている

人がヒーローになると活動は広がる。

●他企業などと連携して取り組みを実施することが必要。

●中部電力は多くの活動をしているので全体をまとめたブラ

ンド化があれば、活動の認知度が向上するのではないか。

●環境について知識、活動を行っている人を認定する「環境力

検定」のような制度を考えてはどうか。

消費生活アドバイザー
消費生活コンサルタント

　消費生活アドバイザー・消費生活コンサルタントの皆さんに

アンケートを行い、「地球環境年報2005」に対するご感想、ご

意見・ご要望をいただきました。

　今回の「中部電力CSR報告書」を作成するにあたって、お寄

せいただいた意見などを参考とさせていただき、検討・改善を

行いました。

ご意見の一部と当社の対応

●環境分野だけでなく、経済・社会の分野にも報告対象を広げ

ており、ステークホルダーと良好な関係を築いていきたい

という会社の姿勢が伝わってくる。

　今年度から「中部電力CSR報告書」として、より経営・経済、

社会の分野の内容を充実させました。

●環境報告の「アクションプラン」が具体的で、とてもわかりや

すくまとめられている。

　これまでの一覧表をベースに、今後もわかりやすい記述に

努めます。

●一般の読者にとって、ページ数が多すぎ、また難しい内容が

多いので工夫が必要ではないか。

　ページ数を減らすとともに、文章と画像やグラフなどのバラ

ンスも考え、読みやすさに配慮しました。

●原子力発電、放射性廃棄物に関する記事を一層充実してほ

しい。

　プルサーマル計画に関する取り組みを掲載するなど、新し

い動きを含め原子力に関する情報の充実を図っています。

●それぞれの項目にステークホルダーのコメントがあっても

良いのではないか。

　社会報告に関して、ステークホルダーごとの構成とし、当社

に対するご期待に応える形で取り組みを報告しました。
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第三者意見

読みやすいCSR報告書を目指して、3名の消費生活アドバイザーの方に

「中部電力CSR報告書2006」原稿の用語、表現、グラフ図表などをチェックしていただきました。

　CSRという言葉は、まだ多くの消費者にとってなじみのある言葉とはい

えないかもしれません。しかし企業が単にお客様にとどまらず、地域や社

会や、ひいては地球環境に対してどのように考え、取り組んでいるか、その

姿勢を評価する視点は定着しつつあるように感じます。企業が、「事業を

生かして持続可能な社会に貢献する」。これが私たちの期待するCSRの

基本です。

　本報告書は従来の「地球環境年報」を「CSR報告書」へと内容を発展さ

せたものです。CSR宣言を掲げ、多様なステークホルダーに対するＣＳＲ

に関する報告がなされています。

　総合エネルギーサービス企業として、社会からの期待に応え責任を果

たしていくことが明確に打ち出されていることは大変評価できます。具体

的な取り組みの一端が「人と技術で取り組むCSR」として紹介され、中部

電力の考えるCSRの方向性が示されています。2005年度のハイライトで

は、社員一人ひとりが、環境に配慮し、お客様とのコミュニケーションを大

切にしながら、生き生きと仕事をされている記事が心に残りました。CSR

は企業が会社として推進するだけでなく、企業を構成するすべての人の

意識がどうなのかにかかっていると思います。

　また、社会報告において、地域社会の安全確保の課題に関して「きずな

ネット」「ポケッチュ」などのサービスを開始した事など、多くの取り組みが

報告されており、社会の課題やニーズを把握し応えている姿勢も評価で

きます。いろいろな面で地域の力が注目されている時代です。企業の特

性を活かした地域活動や取り組みに寄せられる期待は大きく、ますます重

要になってくることでしょう。さらに、地域社会に開かれた企業として親し

まれることが安心につながる基本となることも忘れてほしくありません。

　環境報告においては、CO2排出原単位の削減を取り組むべき使命とし

て掲げられながら、現実の削減が些少で、今後どのように対応していくの

かが喫緊の課題であると考えます。地球温暖化防止に向けて、更なる環境

技術の創造が期待されます。省エネが当然のライフスタイルになる中、環

境に配慮しながら、エネルギー供給事業をどのように進めていくのか、難

しい局面が想定されます。指針とプランにはその点について明確な記述

を望みます。

消費生活アドバイザーの皆さんとCSR報告書編集事務局との意見交換

　原子力の安全・安心の確保については、より一層の情報開示が求められ

ます。プルサーマルの地元への説明など、真摯に対応しておられることが

うかがえますが、市民に対して誠実に、率直に語り続けることが理解につな

がる道と考えます。電気料金の引き下げ・停電時の早期復旧・地球環境問

題への積極的な取り組みなど、多様な声に対しても、誠実な対応が望まれ

ます。

　大半の消費者は、24時間電気を利用しながらも中部電力の営業所に足

を運ぶ機会はほとんどありません。電力の自由化が言われても、消費者に

はまだまだ選択肢のない特別な企業です。だからこそ、CSR報告書は、手

にとったときに誰が見ても「わかる報告書」であってほしいと考えます。専

門用語やカタカナ用語、読みにくいレイアウトについて率直に意見を出さ

せていただいていますが、常に読みやすい紙面を目指して下さい。報告す

るだけでなく、この報告書を手に取ったことで新しい情報を得た、知りた

かったことがよくわかった、自分も行動してみようという、次につながるレ

ポートにしてほしいのです。

　このCSR報告書がよいコミュニケーションツールとして活躍し、「中部

電力が考え、実践するCSR」と「ステークホルダーが中部電力に期待する

CSR」が合致することで、社会に貢献する力を拡げ続けられることを願っ

ています。

CSR報告書2006を読んで

消費生活アドバイザー

小城奈穂美　　花井泰子　　水野宜子

GRIガイドライン対照表
　本報告書作成にあたっては、GRI（Global Reporting Initiative）の

サステナビリティリポーティングガイドライン2002を参考としていま

す。右の表は同ガイドラインの各セクションに対応する記述の掲載ペー

ジを示しています。

　詳細項目の対照表は当社ホームページからダウンロードできます。

  ＧＲＩガイドラインのセクション

  ビジョンと戦略

  報告組織の概要

  統治機構とマネジメントシステム

  ＧＲＩガイドライン対照表

  指標

http://www.chuden.co.jp/corpo/csr/
URL

掲載ページ

1～4

編集方針, 会社概要, 1, 20～22, 37, 62, 76

1～4, 14～27, 30～35, 43～44, 51～52, 59, 62～73, 75

76

会社概要, 17

32～50

1, 14～21, 23～28, 63～64, 70～73

経済的パフォーマンス

環境パフォーマンス

社会的パフォーマンス

http://www.chuden.co.jp/corpo/csr/
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この冊子は、古紙配合率１００％の再生紙を使用して
います。また、印刷には環境に配慮した植物性大豆
油インキを使用し、印刷工程で有害な廃液が出ない
「水なし方式」を採用しています。
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